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(社)日本看護研究学会中国・四国地方会第 35回学術集会 

実行委員長 内海知子 

(鳥取看護大学看護学部看護学科) 

 

 一般社団法人日本看護研究学会中国・四国地方会第 35回学術集会を、2021年 3月 6日(日)～3

月 20日(日)の 15日間にわたりオンデマンド配信にて開催することになりました。 

開催にあたり、会員の皆さまと関係者の皆さまに心より感謝申し上げます。 

 本学術集会のテーマは、「地域包括ケアの実践と検証」としました。2025年を目途に構築が進め

られている地域包括ケアシステムは、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り

上げていくことが必要とされています。中国・四国地方は、75歳以上の人口の増加に加え人口減

少が進んでいます。 

そのなかで、高齢者が尊厳を保ち自立した生活を送るために、地域の包括的なサービス提供体

制はどのように構築されて、どのようなことが課題となっているのかについて、学術集会事務局

が所在する鳥取県の中部保健医療圏からシンポジストをお迎えし、話題提供しつつ今後の展望を

討議していただきました。 

また、教育講演では筒井真優美先生に「看護の未来を創造するアクションリサーチ－人々とと

もに・人々のために－」、特別講演では東めぐみ先生に「看護の質を高めるリフレクション」につ

いてご講演いただきました。これらの講演から、人々へのケアの実践と検証について示唆をいた

だけると考えています。 

 学会事務局がある倉吉市は、鳥取県の中部に位置する人口約 5 万人の市であり、古い町並みの

残る重要伝統的建造物群保存区域だけでなく、山陰屈指の古湯である関金温泉があります。そし

て周辺には、三朝温泉、はわい温泉、東郷温泉があり、伯耆大山も見える自然豊かな地方都市で

す。いつの日か、ゆっくりと訪れていただけることを願っています。 

 今回は、Web開催により参加者の皆様が直接交流する機会が限られますが、オンデマンド配信と

なることでの利便性により、参加者の皆様の今後の研究や実践への一助となることを願っていま

す。 

 最後に、本学術集会開催にあたり、至らない点もあったと存じますがご容赦ください。そして、

多くの皆様のご参加をいただきましたこと、心より感謝申し上げます。 
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開催案内 

開催期間 

2022年 3月 6日（日）～3月 20日（日） 

開催方法 

 学術集会参加登録者に、開催期間限定で視聴いただけるプログラムをオンデマンド配信いたし

ます。演題については、抄録集での発表となります。 

配信内容 

● 教育講演

● 特別講演

● シンポジウム

● 学術セミナー

学術集会サイトへのアクセスおよび注意事項 

個別識別ＵＲＬより学術集会サイトへアクセスしていただきます。 

 配信動画の一部または全部を、許可なしに、ダウンロード、コピー、転載することは理由の如

何に関わらず一切禁止いたします。 

2



プログラム 
 

教育講演                                                       

看護の未来を創造するアクションリサーチ－人々とともに・人々のために－ 

  筒井 真優美 先生 

   日本赤十字看護大学名誉教授・客員教授、横浜市立大学特別契約教授 

  ＊講演資料があります。 

 

特別講演                                          

看護の質を高めるリフレクション 

東 めぐみ 先生 

 日本赤十字北海道看護大学教授 

  ＊講演資料があります。 

 

シンポジウム                                      

 地域包括ケアの実践－その未来と希望－ 

  「地域包括ケアシステムの実践としょいや！しょいや！中部在宅医療介護連携の現状」 

    池田 伸夫 先生 

北栄町地域包括支援センター長 

 

  「地域包括ケアの実践 ～退院支援への取り組みの実際と課題～ 」 

    竹本 智美 先生 

        鳥取県立厚生病院地域連携センター長兼副看護局長 

 

  「地域包括ケアの実践 ～訪問看護の立場から～ 」 

    平田 すが子 先生 

訪問看護ステーションゆりはま代表取締役兼管理者 

 

 座長 古都 昌子 先生（鳥取看護大学看護学部看護学科） 

 

学術セミナー（地方会学術委員会企画）                                   

 調査票の作成 

  小川 佳代 先生（四国大学看護学部看護学科） 
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一般演題 

【在宅看護】 

Ｇ１ 訪問看護師が経験する「8050」問題の「50」支援での困りごとと、行った行動 

－アンケート調査の報告－ 

〇岡本響子 村中晶 上山千恵子 松浦美晴 

天理医療大学医療学部 

【高齢者看護】 

Ｇ２ ケアサイクルにある高齢者のストレングス尺度簡易版の妥当性と信頼性の検討

  〇小薮智子 上野瑞子 松田美鈴 井上かおり 竹田恵子 實金栄 

川崎医療福祉大学保健看護学部保健看護学科 

Ｇ３ 鳥取県における認知症の人を在宅介護する家族等への介護負担に関する調査 

～介護者の睡眠に着目して～ 

〇出石幸子 田中響 松本弘美 

鳥取看護大学 

Ｇ４ 高齢化の進む地域における認知症者の介護を行う方の心理的・社会的状況 

〇中川康江 荒川満枝 出石幸子 

   鳥取看護大学 

【慢性期看護】 

Ｇ５ 患者を地域の生活者として生活再構築する回復期リハビリテーション病棟の看護 

〇森智奈美 田中響 

鳥取県中部医師会立三朝温泉病院 

Ｇ６ 中山間地域の地域包括ケア病棟における看護実践に関する課題 

〇竹崎和子 門倉康恵 

吉備国際大学保健医療福祉学部看護学科 

Ｇ７ 高齢糖尿病療養者のインスリン自己注射の現状についての文献検討 

〇大島由美 丸山純子 栗本一美 

新見公立大学健康科学部看護学科 

Ｇ８ 退院時心肺蘇生指導に関する日本における研究の動向 

〇大西敏美 市原多香子 

香川大学 
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【終末期看護・看取りケア】 

Ｇ９ 緩和ケア認定看護師が終末期がん患者を支える家族に対する関わりの分析 

〇門倉康恵 竹崎和子 

吉備国際大学保健医療福祉学部看護学科 

Ｇ１０ 終末期心不全患者に対するエンドオブライフディスカッションの実践を測定する尺度の

妥当性と信頼性の検討 

〇實金栄 井上かおり 安藤亮 名越恵美 

岡山県立大学 

Ｇ１１ 終末期維持血液透析患者の医療・ケア方針の検討に関わる看護実践尺度の信頼性・妥

当性の検証 

  〇安藤亮 名越恵美 實金栄 

新見公立大学 

Ｇ１２ 介護老人保健施設における介護職員の看取りケア効力感・死生観とその関連要因 

〇瀬尾 美恵 秋山 智 

医療法人恒和会 介護老人保健施設 牛田バラ苑 

【精神看護】 

Ｇ１３ 障害者の健康および「まちの保健室」についての認識 

―障害者支援施設の職員の視点から― 

〇藤原美智子 村口孝子 鈴立恭子 加藤紗也香 古都昌子 

鳥取看護大学看護学部看護学科 

Ｇ１４ 精神障害を有する人が主体となる感染予防に関する教育プログラムの構築にむけて 

〇中川康江 荒川満枝 

鳥取看護大学 

【小児看護・母性看護・助産】 

Ｇ１５ 学童期の子どもは爪切りをどうしているか？ 

〇橋本佳美 

佐久大学看護学部 

Ｇ１６ 妊娠関連乳がん患者と医療従事者の捉えた断乳の意味 

〇石上悦子 

香川大学医学部看護学科 
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【地域看護・公衆衛生看護】 

Ｇ１７ 行政職員の防災への取り組みに対する認識 

  〇田邉ルミ 林 信平 松本啓子 

香川大学大学院医学系研究科看護学専攻 

Ｇ１８ 災害時健康を守る地域共助力評価尺度の開発 

〇武田道子 佐々木久美子 

四国大学看護学部 

Ｇ１９ 行政保健師によるグループの主体性と地域志向性の獲得に向けた支援プロセス 

○合場美鈴 髙嶋伸子

香川県健康福祉部長寿社会対策課

【看護教育（基礎教育）】 

Ｇ２０ COVID-19 感染拡大状況下における在宅看護学実習の受け入れに関する訪問看護  

ステーション管理者の意識

〇松下恭子 中野沙織 多田美由貴 岡久玲子 

徳島大学大学院医歯薬学研究部地域看護学分野 

Ｇ２１ 学生主体のレクリエーション企画・運営に対する効果的な指導方法の検討 

－安全性確保の視点から― 

〇岡本さゆり 一ノ瀬公美 

吉備国際大学保健医療福祉学部看護学科 

Ｇ２２ 在宅看護学実習にルーブリック評価表を導入して 

―態度面の評価における学生と指導者の比較－ 

〇山形真由美 佐々木純子 太田栄子 栗本一美 松本啓子 森戸雅子 谷垣静子 

  山陽学園大学看護学部看護学科 

Ｇ２３ 高等学校看護に関する学科の教育実習に参加した学生の学びに関する一考察 

〇清水菜月 竹崎和子 

吉備国際大学 

Ｇ２４ 成人看護学実習にかかわる臨地実習指導者の教員との連携・協働に関する認識の変化 

〇村口孝子 平野裕美 前田陽子 永見純子 木村由里 内海知子 

鳥取看護大学看護学部看護学科 
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Ｇ２５ 臨地実習での学生の気づきを促すリフレクションに関する文献レビュー 

〇大江勤子 泊 祐子 

東京医療保健大学和歌山看護学部 

【看護教育（継続教育）・看護倫理】 

Ｇ２６ リフレクション研修は卒後 2 年目看護師に何をもたらしたか

～リフレクション能力の変化と関連要因の検討～ 

〇浦上真衣 奥田玲子 深田美香 

鳥取大学医学部医学系研究科博士前期課程 

Ｇ２７ リフレクション研修は卒後 2 年目看護師に何をもたらしたか

～「大切にしている看護」の変化～ 

〇浦上真衣 奥田玲子 深田美香 

鳥取大学医学部医学系研究科博士前期課程 

Ｇ２８ 教育指導者が考える新人看護師に求められるコミュニケーション力 

〇佐藤優子 安原由子 

徳島大学大学院保健科学教育部博士後期課程 

Ｇ２９ COVID-19 の状況下における看護師の倫理的課題 

―看護実践と医療資源の分配について－ 

〇金正貴美 堀美紀子 

香川大学医学部看護学科 

【国際看護】 

Ｇ３０ カンボジアのホームランドスクールにおける保健衛生指導活動の評価

～現地スタッフへのインタビューを通して～ 

○堀美紀子 辻よしみ 森西起也 三木佳子

香川県立保健医療大学保健医療学部
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学生演題 

【COVID-19 と学生】 

Ｓ１ 新型コロナウイルス感染拡大の影響によって看護学生に生じた不安に対する支援の 

検討―看護系大学 4 年生の語りから― 

○吉岡咲季 多田羅光美

香川県立保健医療大学

Ｓ２ COVID-19 の影響により看護学生が抱える就職への不安 

〇青木 由 青井聡美 榊󠄀美穂子 川野 綾 

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

Ｓ３ コロナ禍での女子大学生の精神的健康へのストレッサー，ソーシャルサポートの関連

〇岡原柚依 渡邉久美 蔵本綾 

香川大学医学部看護学科 

Ｓ４ コロナ禍において臨地実習を経験した看護学生の声

〇藤井絵里 熊谷果林 浮田楓 岩佐幸恵 

徳島大学医学部保健学科看護学専攻 

Ｓ５ 看護学生の COVID-19 によるアルバイト制限とインターネット依存との関連 

〇石飛公基 榊󠄀原文 

島根大学医学部看護学科 

Ｓ６ 新型コロナウイルス感染症による保健医療系大学生の危機意識と健康意識および  

生活習慣の変化 

〇大西里奈 市原佳子 高嶋菜々 多田美由貴 岡久玲子 

徳島大学医学部保健学科 

【高齢者看護】 

Ｓ７ 地域在住高齢者における身体的・社会的フレイル予防の現状に関する文献検討 

〇藤井美尋 林信平 松本啓子 

香川大学医学部 

Ｓ８ 認知症高齢者を介護している家族の介護負担感と介護肯定感に関する文献検討 

〇中村由香 中野沙織 松下恭子 

徳島大学医学部保健学科看護学専攻 
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Ｓ９ 就労が高齢者の生活に与える影響 

〇中本智之 久光鷹実 林健司 

島根県立大学看護栄養学部看護学科 

 

 

【急性期看護】 

Ｓ１０ 手術を受ける患者の抱く思いに関する文献検討 

〇徳田響 西垣夏希 三明史穂  野口佳美 

鳥取大学医学部保健学科 

 

Ｓ１１ 緊急手術対応に関する看護実践能力とバーンアウトの関連 

〇松枝瞳 佐藤亜美 福間美紀 田中真美 伊藤千加子 

島根大学医学部看護学科 

 

Ｓ１２ 急性期病院における高齢者への看護実践の特徴と課題 

〇飯尾天雪 合田侑加 平井智重子 吉本知恵 

       香川県立保健医療大学看護学科 

 

Ｓ１３ 急性期における心臓リハビリテーションの遅延因子と看護師の役割 

〇東窪真生 岡田淳子 澤岡美咲 

        県立広島大学保健福祉学部看護学科 

 

 

【慢性期看護】 

Ｓ１４ 循環器専門病院に勤務する看護師の心不全患者への意思決定支援 

-属性との関連に着目して- 

〇奥野沙紀 名越恵美 山本紗佑里 犬飼智子 

岡山県立大学保健福祉学部看護学科 

 

Ｓ１５ ２型糖尿病の再入院患者のセルフマネジメントを促進させるプロセス 

      〇三ケ尻 遥 福間美紀 佐藤亜美 池田公子 

島根大学医学部看護学科 

 

Ｓ１６ 造血幹細胞移植を受ける AYA 世代がん患者を支える看護師のかかわりの様相 

〇川畑遥 森本美智子 梶原右揮 

岡山大学医学部保健学科看護学専攻 
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Ｓ１７ COVID-19 対策による面会制限に対する看護師の認識と実践内容 

  〇古山まくり 坂根可奈子 

島根大学医学部看護学科 

Ｓ１８ 病院で行われている面会制限の現状と課題 

〇坂本藍菜 岡田淳子 澤岡美咲 

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

【終末期看護】 

Ｓ１９ 終末期がん療養者を支援する訪問看護師の思いについての文献検討 

〇和泉沙紀 松木梓沙 矢野彩音 林信平 松本啓子 

  香川大学医学部 

Ｓ２０ がん看護に携わるスペシャリストが終末期がん患者へのかかわりで体験した 「ゆらぎ」

と対処 

○赤木美穂 藤中日菜子 梶原右揮 森本美智子

岡山大学医学部保健学科看護学専攻

Ｓ２１ 在宅終末期療養者および家族への訪問看護師による意思決定支援の現状に関する 

文献検討 

〇中路彩花 林信平 松本啓子 

香川大学医学部 

【精神看護】 

Ｓ２２ 統合失調症の超長期入院患者への退院支援に関する文献的考察 

〇福岡奈緒 榊󠄀原文 

島根大学医学部看護学科 

Ｓ２３ 精神科短期入院している精神障害者のニードへの支援と退院支援との関連 

  〇尾原詩歩 福間美紀 佐藤亜美 大國慧 

島根大学医学部看護学科 

Ｓ２４ 精神科におけるレクリエーション活動が看護師に与える影響 

  〇丸山和 福岡理英 

島根大学医学部看護学科 
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Ｓ２５ A 県における精神障害ピアサポーターの支援者の実践とニーズについての質的研究 

  〇仁和寺慶大 渡邉久美 蔵本綾 

香川大学医学部看護学科 

Ｓ２６ 新型コロナウイルス感染症による在宅精神障害者への影響と支援 

〇福田晴香 榊󠄀原文 

島根大学医学部看護学科 

Ｓ２７ 患者-看護師間でのミスコミュニケーションの現状と対策に関する文献レビュー 

〇河野清楓 吉田和美 川野綾 

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

Ｓ２８ 看護場面における沈黙に関する文献検討 

〇岩﨑真歩 吉田和美 榊美穂子 

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

【母性看護・助産】 

Ｓ２９ 若年女性の月経随伴症状に対するセルフケア行動とセルフケア行動に関する知識の 

習得方法の実態：横断研究 

  〇大橋茉依 沖原佑香 古川由佳 佐藤芳子 武智尚子 前川泰子 西村亜希子 

香川大学医学部看護学科 

Ｓ３０ より良いバースレビューに求められる要素についての文献検討 

  〇大塚賀穗子 片岡実咲 廣野七望 赤垣衣美 石上悦子 川田紀美子 

香川大学医学部看護学科 

Ｓ３１ 産後１年以内の母親の睡眠の特徴に関する文献検討 

〇植野由惟 福間美紀 佐藤亜美 

島根大学医学部看護学科 

【地域看護・公衆衛生看護】 

Ｓ32  保健師が実施する災害時の保健活動に関する国内文献の検討 

〇山本紗佑里 犬飼智子 奥野沙紀 名越恵美 

岡山県立大学保健福祉学部看護学科 
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Ｓ３３  災害支援に携わった保健師自身のメンタルヘルスに関する文献検討 

〇三好未祐 水野和泉 本庄菜々 中野沙織 岡久玲子 

徳島大学医学部保健学科看護学専攻 

Ｓ３４  感染症流行下に子育てする母親への保健師の支援に関する検討 

〇近藤詩織 辻京子 芳我ちより 

香川大学医学部看護学科 

Ｓ３５  新聞記事から捉えたコロナ禍での地域のつながりを維持する工夫 

〇石上愛夏 榊󠄀原文 

島根大学医学部看護学科 

Ｓ３６  ヤングケアラーへの支援に関する学術論文および新聞記事データベースからの検討

〇奥本里伽子 林香名子 松下恭子 

徳島大学医学部保健学科看護学専攻 

【看護教育（基礎教育）】 

Ｓ３７ 精神看護学実習における統合失調症当事者との接触体験と偏見の関連 

〇森真由実 渡邉久美 蔵本綾 

香川大学医学部看護学科 

Ｓ３８ 看護学実習における患者の思いを引き出すコミュニケーション 

〇前田樹璃 福永まゆみ 田中 響 

鳥取看護大学 

Ｓ３９ 実習中の携帯型手指消毒薬使用量からみた手指消毒の意識調査 

〇櫃田友菜 福永まゆみ 田中 響 

鳥取看護大学 

Ｓ４０ 多重課題に取り組む看護大学生の主観的熟眠感と睡眠状況の検討 

〇入江美波 福永まゆみ 田中 響 

鳥取看護大学 

Ｓ４１ 看護学生の臨地実習におけるリフレクションの実態 

  〇永田凜 福永まゆみ 田中響 

鳥取看護大学看護学部看護学科 
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Ｓ４２ 看護学生が実習中に感じた受け持ち患者の変化 

〇中口明音 古都昌子 

鳥取看護大学看護学部 

Ｓ４３ 看護大学生における生活習慣病家族歴の有無による生活習慣の違い 

○山岡 愛 梶原右揮 森本美智子

岡山大学医学部保健学科看護学専攻

Ｓ４４ 看護大学生の SNS を用いた食情報収集状況と食生活リテラシーの関係 

〇川部愛美 平田怜偉菜 梶原右揮 森本美智子 

岡山大学医学部保健学科看護学専攻 

Ｓ４５ 大学生におけるネット利用の実態と小児のネット利用に対する関心との関連 

○梶本晴香 坂本志帆 藤本歩優 松岡千夏 溝渕夕真 谷本公重 鈴木麻友

尾﨑典子

香川大学医学部看護学科

【看護教育（継続教育）・看護倫理】 

Ｓ４６ 新卒訪問看護師が体験する困難と受けた教育支援による乗り越え方 

〇大澤優里 角屋早栄 高橋小雪 有田広美 

福井県立大学看護福祉学部看護学科 

Ｓ４７ 新人レベル看護師の臨床におけるリフレクションの様相 

― リフレクション学習経験がある 3 年目看護師のインタビューから ― 

〇新田桃子 景山雪姫 奥田玲子 

鳥取大学医学部保健学科看護学専攻 

Ｓ４８ 新人看護師のメンタルヘルスの現状とその対策に関する文献レビュー 

〇戸田愛理 吉田和美 川野綾 

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

Ｓ４９ 新人看護師が先輩看護師とのコミュニケーションで障壁となるもの 

～教育指導者の立場から～ 

〇本田真穂 佐藤優子 安原由子 

徳島大学医学部保健学科看護学専攻 
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Ｓ５０ 一般病棟看護師の道徳的感性と共感性に影響を与える要因 

〇渡部里咲 坂根可奈子 

島根大学医学部看護学科 

【国際看護】 

Ｓ５１ COVID-19 による外国人留学生の生活への影響とストレス反応 

〇坂根理恵子 松田万波 奥田玲子 

鳥取大学医学部保健学科看護学専攻 

Ｓ５２ 在日外国人が直面している困難と看護職・看護学生への期待 

〇北島エリカ 荒川満枝 

鳥取看護大学看護学部看護学科 

Ｓ５３ 看護学生の国際交流に関する認識と外国人患者対応への認識 

〇炭本真居子 坂根可奈子 

  島根大学医学部看護学科 

【その他】 

Ｓ５４ LED キャンドルがもたらす睡眠への効果 その１ 

～脳波などの生理的指標を用いた検証～ 

○小山泰輔 好川千尋 市川美里 藤澤柚 堀美紀子 大栗聖由 小河佳織

多田達史 樋本尚志

香川県立保健医療大学保健医療学部

Ｓ５５ LED キャンドルがもたらす睡眠への効果 その 2 

～OSA 睡眠調査票を用いた生活の場での適応性の検討～ 

○市川美里 藤澤柚 小山泰輔 好川千尋 堀美紀子 大栗聖由 小河佳織

多田達史 樋本尚志

香川県立保健医療大学保健医療学部
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シンポジウム



地域包括ケアの実践―その未来と希望― 

座長  古都 昌子(鳥取看護大学看護学部看護学科) 

2025年を目途に「重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最

後まで続けることができるように、地域包括ケアシステムの構築」（厚生労働省，2016）が叫ばれ

続けてきました。日本のいずれの地域においても地域包括ケアの実践を命題として実現を願い、

取り組んでおられる過程かと思います。人がケアに合わせる仕組みから、人にケアを合わせる仕

組みへとパラダイムシフトが必要ななか、柔軟な支援を実現するために、提供者側の多様な専門

職の円滑な連携体制が必要となることは言うまでもありません。しかし、遷延するコロナ禍にお

いて、柔軟な支援につながる連携体制とは逆行するように、対面でのコミュニケーションを控え、

さらなるつながりにくさを実感する機会も多いのではないでしょうか。 

地域包括ケアの「鉢植えの土」は地域の多様な人々を表すとされ、「自分がどういう生活を送り

たいか」の問いを立てることが重要とされています。本人の選択と本人・家族の心構えが基盤に

なるのですが、人々の意思や価値観に寄り添いながら、その人に合わせた健康支援を展開するに

は、相互に尊重しあう確かなマインドをもち、細やかな連携が必要です。地域創生に向けて地域

全体で医療者・行政・住民などがそれぞれの立場から一枚岩になって地域包括ケアにコミットし、

それぞれの地区に応じた活動を展開できれば、健康づくりに向けて邁進できる可能性が拓けると

考えています。 

本シンポジウムは 地域包括ケアの実践―その未来と希望―をテーマに３名のシンポジストの

方々とともに進めて参ります。本学会の会場である鳥取看護大学は鳥取県倉吉市に位置する人口

45,000人ほどの静かな小都市で、周辺の４つの町，三朝町・湯梨浜町・北栄町・琴浦町と合わせ

て鳥取県中部圏域と呼ばれています。この鳥取県中部圏域における地域包括支援センター、病院

の地域連携センター、訪問看護ステーションの立場から、リアル現場感覚で現場リーダーの実践

に根ざした話題提供を発信いただきます。鳥取県中部圏域は小さな圏域ですが、その特徴を強み

として、日常的な「顔のみえる関係」から作り上げられた根を張ったネットワークによる「つな

がりあいのマインド」が流れています。 

このシンポジウムがつながりあう活動のミニマムモデルとして、ご参加の皆様の地域における

多様な事例を想起いただく機会となり、地域包括ケアの未来と希望を描くセッションになればと

考えております。 
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一 般 演 題 



訪問看護師が経験する「8050」問題の「50」支援での困りごとと、行った行動

－アンケート調査の報告－ 

〇岡本響子１）村中晶２）上山千恵子 3)松浦美晴 4) 

１）天理医療大学医療学部 ２）訪問看護ステーション CoCo＋（ココプラス）

３）関西医科大学看護学部 ４）山陽学園大学人間学部

【目的】訪問看護師が訪問先で出会った「8050」問題の「50」当事者支援時の困りごとと、

その時行った行動や対応について明らかにする。 

【方法】全国 2500か所の訪問看護師テーションに調査票を送り、訪問先で出会った「50」

当事者に対する在宅支援をするうえでの困りごとについてアンケート調査を行った。ま

たその時行った行動や対応について自由記述を求めた。回答のあった 383件のうち、「8050」

問題に出会ったことがあると回答した 165 件のデータ及び自由記述のうち研究目的に相

当する箇所を分析対象とした。分析方法は、アンケート項目は記述統計を行った。自由記

述は素データをデータ化し、意味内容の類似したものを集めてカテゴリー化した。 

【倫理的配慮】本研究は天理医療大学倫理審査委員会の承認を受けた（承認番号 141号）。 

【結果】アンケート調査の結果、訪問看護師が「50」当事者を支援するうえでの困りごと

で最も多いのは、「信頼関係の構築が難しい」次いで「不衛生な住環境に苦痛を覚える」

「精神障害に応じた対応が難しい」であった。困りごとの中で唯一「不衛生な住環境に苦

痛を覚える」は、訪問看護師個人の問題解決に帰することが難しい困りごとであった。訪

問看護師がその時行った行動では【繰り返し説明・アプローチする】【つかず離れず本人

ができることを支える】【ネットワークに繋げる】【ペースを尊重したうえでの丁寧な関わ

り】【対応のためアドバイスを求める】及び【対応に困っている】の 6カテゴリーが抽出

された。【考察】訪問看護師は、訪問先で偶然出会った「50」にあたるひきこもり当事者

との信頼関係構築に困難を感じながらも、当事者の反応をみながら踏み込みすぎないよ

うに配慮し、当事者ができていることやできることを支援していることが推察された。長

期間にわたり、地域で孤立していた「50」当事者や親（「80」当事者）にとって、定期的

な訪問看護や訪問看護師の行動や対応により、病院やケアマネ、行政などの地域支援に繋

がる可能性が推察された。【結論】訪問看護師は、「50」当事者との信頼関係の構築や、精

神障害に応じた対応などに困難を感じていた。その時行った行動や対応の基本は、相手に

対して脅かさず相互作用を積み重ねて信頼関係を築こうとしていることがわかった。 

本研究に関する利益相反はない。 

Ｇ１ 
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  ケアサイクルにある高齢者のストレングス尺度簡易版の妥当性と信頼性の検討 

 

 

〇小薮智子１） 上野瑞子１） 松田美鈴１） 井上かおり２） 竹田恵子１） 實金栄２） 

１）川崎医療福祉大学保健看護学部保健看護学科 

２）岡山県立大学保健福祉学部看護学科 

 

【目的】著者らはこれまでにケアサイクルにある高齢者のストレングスについて，ラッ

プのストレングスモデルを参考に質的研究から質問項目を開発し，個人のストレングス

「熱望」「自信」「能力」3因子，環境のストレングス「社会関係」「資源」「機会」3因

子の，計 34項目からなるストレングス尺度の妥当性と信頼性を検証した．しかしなが

ら，この尺度は高齢者を対象としているため，回答者の負担軽減を目的に，短縮版を開

発することとした． 

【方法】調査は無記名自記式質問紙で行った．対象者は，本研究への参加を自己決定でき，

質問紙調査への回答が可能な要支援・介護認定を受けた高齢者，あるいは介護サービス・

介護予防サービスを利用している高齢者とし，全国の相談施設や生活施設，介護サービス

を提供する事業所 1400 か所に質問紙を送付した．調査期間は 2021 年 3 月～7 月であっ

た．返送のあった 250 部のうち 212 部が分析の対象となった．尺度項目は先の分析で妥

当性と信頼性が検証された 34項目から，再度内容的妥当性を検討し，各因子 3項目の計

18項目を選択した．分析は 34項目版と同じ因子構造を仮定し，M plus を用い確認的因

子分析を行った．また，収束的妥当性を確認するため AVEを算出した．信頼性は内的整合

性に着目し Cronbach α係数を確認した． 

【倫理的配慮】本研究は，川崎医療福祉大学倫理委員会の承認を得て実施した．（承認

番号 20-095）  

【結果】確認的因子分析を行ったところ，適合度指標は RMSEA 0.073，CFI 0.961であ

りモデルはデータに適合した．Cronbach αは個人のストレングスが 0.868，環境のスト

レングスが 0.818であった．AVEは 0.535～0.659であり，いずれも 0.5以上であった． 

【考察】分析の結果から 18項目で構成されるストレングス尺度簡易版は，構成概念妥

当性，収束的妥当性と内的整合性からみた信頼性を備えているといえる．短縮版の観察

項目は各因子 3項目ずつとなり，下位因子間の尺度得点比較が行い易いものとなった．  

【結論】ストレングス尺度簡易版の構成概念妥当性と信頼性が確認できた．今後は本尺

度を使用し，高齢者のストレングスに影響を与える要因を検討することが課題である．

本研究は JSPS科研費 20K11063の助成を受けた．申告すべき利益相反はない． 

 

 

 

Ｇ２ 
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Ｇ３  鳥取県における認知症の人を在宅介護する家族等への介護負担に関する調査 

～介護者の睡眠に着目して～ 

〇出石幸子１） 田中響１） 松本弘美１） 

１）鳥取看護大学

【目的】認知症の人を介護する家族の調査では、対象者の疾病や身体的要因による夜間の睡眠

中断が介護負担感に大きな影響があり、夜間の対象者への対処能力の低下が負担感をもたらし

ていることが報告されている。本研究では、鳥取県において認知症の人を在宅介護する家族等

の介護負担感軽減支援を検討するため、介護負担感や睡眠状況、対処行動の実態を調査した。 

【方法】鳥取県訪問看護支援センターが公表している訪問看護ステーション（76 か所）の訪

問看護ステーションの管理者に、研究の説明文書、同意書、自記式質問紙を郵送して研究依頼

を行い、承諾の得られた管理者から研究対象者へ質問紙の配布を依頼し、回収は対象者からの

郵送とした。調査内容は、対象者の背景、介護負担感（介護負担尺度：J-ZBI）、睡眠状況（睡

眠調査票：OSA-MA 版、眠気の自己評価スケール：JESS）、対処行動について（心理的ストレス

反応測定尺度：SRS-18）とした。 

【倫理的配慮】鳥取看護大学・鳥取短期大学研究倫理審査委員会の承認を得た（2020-17）。 

【結果】6 施設の訪問看護ステーションから同意を得て、30 名に質問紙を配布し、23 名の回

答（回収率 76.7％）を得た。介護者の平均年齢は 66.13±11.59 歳で女性が 17 名（73.9％）、

昼寝をしている人は 7 人（30.44％）であった。被介護者の平均年齢は 85.83±0.07 歳で、要

介護度は 3.29±1.42 であった。OSA-MA 版による睡眠障害の判定では全体の平均値が 41.80±

4.63 で、睡眠障害のある介護者は 20 名（95.24％）であった。「起床時眠気」「入眠と睡眠維

持」「夢み」「疲労回復」「睡眠時間」の 5 因子中最も平均値の低い因子は「入眠と睡眠維持」

（39.73±7.76）、「睡眠時間」（40.45±9.17）と続いた。J-ZBI の平均値は 36.55±12.19 であ

った。OMA-MA 版の 5 因子、J-ZBI、JESS、SRS-18 の尺度について、睡眠障害の有無別に比較を

すると、OMA-MA 版の「起床時眠気」「夢み」「疲労回復」「睡眠時間」の 4 つの因子において、

睡眠障害がある人はない人に対して平均値が有意に低かった（P＜0.05）が、その他の因子及

び尺度に有意差は認められなかった。 

【考察】OSA-MA 版による睡眠障害の判定では、ほとんどの介護者に睡眠障害がみられた。「入

眠と睡眠維持」は特に顕著で、熟睡感がなく、中途覚醒が多いということを示していたが、こ

のことは、介護者の多くが高齢者であることから、入眠潜時の延長と中途覚醒の多さとに比例

するものと考えられた。また、J-ZBI から、介護者は介護負担感を感じていることがわかり、

見守りや生活全般の世話をしなければならない状況にある上に、被介護者の要介護度が高いこ

とから、夜間の排泄介助や体位変換などの介助も必要で、睡眠障害の要因の１つと考えられ

た。介護者の夜間の睡眠時間を補うために、被介護者が介護サービスを利用している機会に睡

眠時間の確保をし、多相睡眠の理解と実践を勧めていくことが必要である。 

【結論】1． OSA-MA 版による睡眠障害の判定で、全体の平均値は 41.80±4.63 で、睡眠障害の

ある介護者は 20 名（95.24％）であった。 2．J-ZBI の平均値は、36.55±12.19 で、介護者は

介護負担感を感じていた。 3．介護者への多相睡眠の理解と実践の勧めが示唆された。 

本研究に開示すべき利益相反はない。 
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Ｇ４  高齢化の進む地域における認知症者の介護を行う方の心理的・社会的状況 

 

 

〇中川康江１） 荒川満枝 1） 出石幸子 1） 

１）鳥取看護大学 

 

【目的】超高齢社会において、両親や配偶者の介護や自身の老後に不安を抱える人は多

く、心理的・社会的支援策の検討が必要と考えた。本研究では、認知症の介護者を有す

る家族の、心理的・社会的状態を明らかにすることを目的とする。 

【方法】対象者は、高齢化の進む A市で認知症の介護者を有する家族 60人とした。調

査方法は、無記名自記式調査を用いた。調査内容は、対象者の背景と、軽症うつ病発見

の手がかりとして用いる自己診断チェックシート（CES-D）を組み合わせ、調査書の配

布は、対象者との信頼関係を有す、A市長寿社会課の認知症コーディネータに依頼し、

回収は対象者からの郵送とした。分析は、ⅹ2検定を用いて先行文献と比較して行った。 

【倫理的配慮】鳥取看護大学・鳥取短期大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施した

（2020-5）。 

【結果】調査書の配布は、2020年 8月から 10月に行い回収率は 32名(53.3％)であっ

た。対象者の属性は、60代女性が 9名（28.1％）と最も多く、次いで 50代女性が 7名

（21.8％）であった。介護の対象は、親が全体の 68.8％で、次いで夫の 18.8％であっ

た。介護期間は、2年以上 5年以内が 37.5％、次いで 5年以上 10年未満が 31.2％であ

った。介護の負担は、87.5％の人が、とても負担やや負担と感じ、現在就労していない

人のうち、介護のために退職した人は 33.3％存在していた。CES-Dの結果、うつ病疑い

の人の割合が 59.4％と 6割存在していた。自由記載には、「アンケートで現状や心情が

くみ取れますか、感情を逆なでされているようです。」「認知症の介護がどれだけつらい

かわかっておられますか。違和感を感じました。」という意見もあった。 

【考察】対象者の半数を 50代と 60代の女性で占められており壮年期から老年期の女性

への介護の負担が大きいことがうかがえる。また介護の対象者の 7割が親であり、誰も

が当事者になりうる可能性も考えられる。また医療の高度化は、介護期間の長期化へも

影響していると考えられる。本研究においても介護の長期化が、就労を妨げ、心身への

負担を強いている現状が明らかになった。本研究の期間は COVID-19の流行期間であっ

たため、行政が通常行っている支援策が、大幅に削減されていたことも調査結果に影響

した可能性は高い。しかし、うつ病疑いの方が 6割程度おられたことは事実である。自

由記載に記された当事者の思いに応えられる社会作りが必要と感じる。そのために、医

療と福祉の連携強化が今後の課題と考える。 

【結論】認知症」の介護者を有する家族の、心理的・社会的状態を明らかに出来た。今

後は、支援策の検討を行いたい。 

 本研究に開示すべき利益相反はない。 
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Ｇ５ 患者を地域の生活者として生活再構築する回復期リハビリテーション病棟の看護 

〇森智奈美１） 田中響２） 

１）鳥取県中部医師会立三朝温泉病院

２）鳥取看護大学

【目的】回復期リハビリテーション病棟（以下、回リハ病棟）では、患者がその人らしい生活

を退院後も地域で継続できるようにつなげていく看護が求められる。本研究では、回リハ病

棟の看護師が考える患者を地域の生活者として捉え、その人らしい生活に向けた生活再構築

のための看護を明らかにする。 

【方法】回復期リハビリテーション看護師認定者や回リハ病棟を 10 年以上従事した経験のあ

る看護師 5 名を対象に半構成的インタビューを実施した。インタビュー内容を逐語録とし、

類似した意味内容によって分類・整理し、質的記述的分析を行った。 

【倫理的配慮】鳥取看護大学鳥取短期大学研究倫理審査委員会の承認を得た（承認番号 2020-

2）。対象者への調査目的の説明を行い協力の同意を得た。データの取り扱いは、対象者のプ

ライバシー保護に留意し、研究以外には使用しないことを併せて説明した。

【結果】対象者の平均年齢は 51.4 歳、看護師平均経験年数 26.6 年、回リハ病棟平均経験年数

10.8 年、全員女性であった。そのうち、回復期リハビリテーション看護師認定者は 1 名であ

った。インタビューデータを分析した結果、コード数 108 から、【地域とのつながりを途切れ

させない】【生活行動の自立を支援する】【役割を途切れさせない】【家族が患者との生活を大

丈夫と思えるようにする】【回リハ基準の中でひたむきにケアをする】【自宅に帰ってほしい

信念から査定を繰り返す】【社会復帰への思いを維持させる】の７カテゴリーが抽出できた。 

【考察】人は価値観や生き方があり役割をもつ生活者である。人は「役割」をもつことで自分

自身の存在意義をもつことができる１）。本研究で看護師は、患者自身が役割を再認識できる

よう家族へ支援を働きかけていた。また、生活を再構築する上で、役割が新たなものとなっ

ていたとしても、家族からの支援を受け、役割が遂行できるように支援していた。回リハ病

棟の看護師が考える患者を地域の生活者として捉えた生活再構築のための看護とは、【役割

を途切れさせない】、【自宅に帰ってほしい信念から査定を繰り返す】、【回リハ基準の中でひ

たむきにケアをする】の 3 つからなる看護師の信念に支えられ、【地域とのつながりを途切れ

させない】、【生活行動の自立を支援する】【社会復帰への思いを維持する】を繰り返し展開し、

同時に【家族が患者との生活大丈夫と思えるようにする】の家族への支援を行うことである。 

【結論】回リハ病棟の看護師が考える患者を地域の生活者として捉えた生活再構築の看護とは、

患者の役割を途切れさせないという「看護師の信念」をもち、患者が入院中でも地域とのつ

ながりを保ちながら、社会復帰への思いを維持させ、退院後の生活行動の自立を目指して「看

護実践の繰り返し」を展開する。また、患者と家族が互いに支えあえるよう「家族への支援」

も同時に実践していく看護である。 

【利益相反】開示すべき利益相反はない。 

１）菊池沙織,今井洋子,佐藤那美ら（2013):病気を抱える患者・支援者の役割遂行に関する

研究の動向と課題,群馬保健学紀要,34,52-62.
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Ｇ６ 中山間地域の地域包括ケア病棟における看護実践に関する課題 

〇竹崎和子 門倉康恵 

吉備国際大学保健医療福祉学部看護学科 

【目的】近年、本邦では全世代を対象として、穏やかな看取りを含め、身体と生活の側面か

ら在宅療養を支援する地域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題として取り組まれている。

そのシステム構築のなかで、看護職は生活と医療、保健、福祉をつなぐ重要な役割を希求さ

れている。本研究は、中山間地域の地域包括ケア病棟における看護実践に関する課題を明ら

かすることを目的とした。 

【方法】A 県内の中山間地域にある地域包括ケア病棟に勤務する看護師 5 名を対象に半構成

的面接を実施した。インタビュー内容を逐語録として、看護実践の課題を表象する部分を抽

出して質的帰納的に分析した。 

【倫理的配慮】本研究は吉備国際大学倫理審査委員会の承認を受け実施した（19-49）。対象

者に研究趣旨、研究への参加は自由意志であり中断も可能であること、匿名性、機密性の保

持、個人情報の保護、得られた情報は研究以外には使用しないこと、研究結果の公表方法に

ついて口頭と文書で説明し同意書による同意を得た。 

【結果】中山間地域の地域包括ケア病棟における看護実践の課題は、【在宅療養におけるリ

スクの予見】【高齢者の価値観を尊重した看護実践】【多職種との協働】【地域との連携強

化】【在宅療養への意欲を高める係り】【看護の専門性の向上】の６カテゴリ－から、『患

者・家族の意思決定の尊重』『チーム医療の推進』『看護の専門性の発揮』の３つのコアカテ

ゴリーが抽出された。 

【考察】高齢化率 38.6％１）（2015 年度）の中山間地域にある地域包括ケア病棟に勤務する

看護師は、患者を生活者の視点で捉え、身体的、心理的、社会的側面の状況を把握し、高齢

者が住み慣れた地域で最後まで自分らしい生活を送ることを目指していた。そのために必要

な看護実践の課題として、患者の今後の在宅療養におけるリスクを予見した上での患者・家

族の意志決定の尊重、プライマリケアの実践に不可欠となる多職種との協働、地域との連携

強化等によるチーム医療の推進、チーム医療の調整者としての役割を担うための看護の専門

性の発揮であると認識している。 

今後、世界に類のない超高齢化社会に移行する社会情勢、医療環境のなかで、高齢化が進

行する中山間地域における地域包括ケア病棟の特色について知識を深め、病院から地域につ

なぐ包括的で専門性の高い看護実践を目標とした課題を抱えていることが明らかになった。 

【結論】A 県内の中山間地域の地域包括ケア病棟における看護実践に関する課題は、『患

者・家族の意思決定の尊重』、『チーム医療の推進』、『看護の専門性の発揮』の内容であるこ

とが明らかになった。 

【開示すべき利益相反はない】 

１） 高梁市の医療の現状：高梁市人口ビジョン,高梁市,2020．

21



Ｇ７ 高齢糖尿病療養者のインスリン自己注射の現状についての文献検討 

大島由美１） 丸山純子２） 栗本一美 3） 

１）２）３）新見公立大学健康科学部看護学科

【目的】高齢者が行うインスリン注射の現状に着目し、インスリン自己注射を在宅で確実に継 

続できる支援についての知見を得ることを目的とした。 

【方法】医学中央雑誌 Web Ver.5、CiNii articles 等の論文データ検索ベースにて「高齢者」 

「インスリン」「看護」をキーワードとし原著論文および看護文献のみを検索し、重複及び研

究目的に合わない文献を除き抽出した。対象文献の内容を精読し、結果および考察については

類似性に基づき分類した。 

【倫理的配慮】対象論文の結果が示す数値や用語の意味を損ねないように忠実に記載し、収

集した文献は出所を明示し、著作権等の侵害がないように配慮した。 

【結果】「高齢者」「インスリン」

「看護」のキーワードで検索し

た結果は 1019 件であった。研

究目的に合わない文献や、重複

したものを除き 15 件を分析対

象とした。15 件の内容を分析

した結果、高齢者、家族、看護

職から捉えたインスリン注射の

現状に分類することができた。

高齢者については、“病気や治

療への負担感や煩わしさ”など

の 22 コードから、11 サブカテ

ゴリー、4 カテゴリーが抽出さ

れた。家族については、“食事療法や血糖値に対して多くのストレスや不安を抱えている”

などの 22 コードから 12 サブカテゴリー、6 カテゴリーであった。看護職については、“高

齢者の状況に応じた支援の工夫”などの 43 コードから 14 サブカテゴリー、7 カテゴリーに

分類された（表）。看護職は、訪問看護師、病棟看護師、外来看護師、慢性疾患看護専門看

護師（CNS）、糖尿病療養指導士が対象であった。 

【考察】高齢者のインスリン自己注射の現状は、身体機能・認知機能の低下などによる手技

の困難などを感じている。加えて、家族も代行に関する葛藤や思いを感じていることが明

らかとなった。よって病院や在宅など援助の場が異なる看護師は、地域ケアシステムの中

で各専門領域を超えて情報共有を行い、高齢者と家族を共に支援し、協働していく必要が

ある。

【結論】高齢者にとってインスリン自己注射の継続は、在宅において困難感や負担感を生じて

いることや、支援する家族も負担感が大きいという現状が明らかとなった。よって、在宅で

インスリン自己注射を継続していくためには、病院から在宅において高齢者と家族共に支援

していくことが必要であり、各専門領域を超えて看護師同士の連携が重要である。 

本研究における利益相反は存在しない。 

表 高齢糖尿病療養者のインスリン自己注射に関連した対象別カテゴリー 

高
齢
者

【療養生活の中での糖尿病治療を継続していくことへの負担感】
【高齢による自己注射手技の困難と取り巻く環境】
【療養の場の変更による不安や治療方針の変更】
【療養生活における家族の気遣いや認識の相違】

(2)
(5)
(2)
(2)

家
族

【認知症糖尿病高齢者の現状】
【家族の負担の軽減】
【食事療法による家族のストレス】
【インスリン自己注射の代行に関する家族の葛藤や思い】
【専門職から支援を受けていない家族の存在】
【高齢糖尿病療養者との同居の困難さ】

(1)
(1)
(1)
(5)
(3)
(1)

看
護
職

【インスリン自己注射を受け入れるための支援】
【正確な情報収集とアセスメントに基づく判断】
【インスリン自己注射の指導とその困難感】
【血糖値認識による血糖コントロール改善に向けた支援】
【高齢者糖尿病療養者に合わせた治療および継続的支援】
【高齢糖尿病療養者を支援する体制づくり】
【高齢糖尿病療養者の生活の継続を支えたい思い】

(3)
(2)
(2)
(1)
(3)
(2)
(1)

                                     カテゴリー                   （サブカテゴリー数）
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Ｇ８     退院時心肺蘇生指導に関する日本における研究の動向 

 

〇大西敏美１） 市原多香子 1） 

１）香川大学 

 

【目的】院外心肺停止の救命率には、早期の心肺蘇生法の開始、心拍の再開といった時間的

な要因が大きく関与する。本研究では、わが国における心肺蘇生指導に関する研究の動向を

知り、退院時心肺蘇生指導の現状と課題を明らかにすることを目的とした。 

【方法】文献検索は、医学中央雑誌 Web(Ver.5)に掲載されている国内の原著論文を対象とし、

「心臓マッサージ」「心停止」「心肺蘇生/家族」「胸骨圧迫」「心肺蘇生/家族/指導」「心肺蘇

生/家族/教育」のキーワードを用いて、1980 年～2020 年の 40 年間検索した。結果 446 件が

抽出され、重複文献や心肺蘇生指導に関連のない文献を除外した 114 件の文献を掲載年、研

究内容別に分類した。さらに研究内容別に分類したなかで、看護師が患者家族へ心肺蘇生指

導について論じている文献 9 件を最終分析対象とし、現状と課題を整理した。 

【倫理的配慮】先行研究の明示と出典の明記を徹底し、著作権を侵害しないよう努めた。 

【結果】過去 40年間においての心肺蘇生関連に関する報告は 1982年 2件から行われていた。

年次ごとの文献数では、最も多い年は 2019 年 11 件であった。0 件の年は 1984 年・1985 年・

1988 年・1989 年・1990 年・1992 年・1993 年・1994 年・1995 年・1996 年・1998 年であった。

2000 年以降は 2 件から 11 件で推移しており、2005 年から文献数増が増加していた。 

研究内容別で最も多かったのは「看護師を対象にした心肺蘇生教育に関するもの」58 件、

「看護学生を対象にした心肺脳蘇生教育に関するもの」23 件、「心臓マッサージ（胸骨圧迫）

の手技に関するもの」14 件、「患者の家族を対象とする心肺蘇生指導に関するもの」9 件、「一

般市民による BLS 実施事例」4 例、「一般市民への講習会に関するもの」3 件、「患者・家族が

抱えている不安」2 件、「乳児検診での指導」1 件に分類された。 

心疾患患者の家族に対して、看護師が心肺蘇生法の指導について論じている文献は 9 件で

あった。患者家族への心肺蘇生講習会を開始した報告は 1997 年から報告されはじめ、2007

年以降は報告がなかった。小児の保護者を対象にしたものが 3 件、小児以外の患者家族を対

象としたものが 6 件であった。指導形式は、集団指導(講習会形式)で実施されており、看護

師のみで実施していたものが 4 件と最も多かった。所要時間は 90 分が最も多く、指導頻度は

毎週実施している報告は 1 件で、1 ヶ月から 2 ヶ月ごとの定期開催が 3 件、企画開催が 3 件

であった。講習会後の家族の反応は、受講前は不安を抱えていたが、受講後は急変時の対応

について理解を深めることができていた。一方で、心肺蘇生法の必要性を重視し、一度の講

習では習得が困難なため再参加を希望する家族が多かった。 

【考察】心肺蘇生に関する研究内容では、看護師に対する教育が多く、次に多いもので看護

学生を対象にしたものであり、患者家族を対象とした指導に関する報告が少ないことがわか

った。講習会後の成果として、家族の不安が軽減した理由は、緊急時の対応が具体的にイメ

ージできたことや、実際に胸骨圧迫方法の体験を行ったことで実践への自信につながってい

たと考えられた。 

【結論】家族は心肺蘇生法指導をうけることで不安の軽減につながっていた。今後の課題と

して、繰り返し受講できるシステムづくりが示唆された。 

本研究における利益相反はない。 
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Ｇ９  緩和ケア認定看護師が終末期がん患者を支える家族に対する関わりの分析 

 

〇門倉康恵 竹崎和子 

吉備国際大学保健医療福祉学部看護学科 

 

【目的】「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」（厚生労

働省.2018）において、患者・家族への情報提供、意思決定支援、代理意思決定など高度な専

門的知識や技術が求められており、緩和ケア認定看護師が担う役割は大きい。また、患者と家

族の関係の質は、患者の QOLに大きく影響する 1）ため、家族への精神的ケアは重要だといえ

る。そこで、緩和ケア認定看護師の終末期がん患者を支える家族に対する関わりを明らかにす

ることを目的に本研究を行った。 

【方法】対象者は A県内の緩和ケア認定看護師で、所属長の同意が得られた 15施設 21名に無

記名自記式質問紙を用いた郵送調査を行った。調査内容は属性及び終末期がん患者を支える家

族への関わりついての自由記載とした。得られた回答から生成的コーディングの手法を用いて

コードを作成後、類似性によって分類・整理し、分析を行った。 

【倫理的配慮】対象者に、研究参加への任意性、中断の自由、匿名性の保証等について文章で

説明し、アンケートの回収をもって同意を得た。なお、本研究は、吉備国際大学倫理委員会の

承認（承認№19-59）を得て行った。 

【結果】14名から回答（回収率 66.7％）があり、年代は 40代が 43％と最も多かった。所属

場所は外来 28％、一般病棟 29％、緩和ケア病棟 29％であった。緩和ケア認定看護師経験年数

は平均 7.4年であった。自由記載から得られた 23コードは 8サブカテゴリー、4カテゴリー

と集約された。得られた 4カテゴリーは〔面談調整〕、〔理解度を確認し、患者の様子や情報を

伝える〕、〔思いや希望を傾聴し、労いや声掛けを行う〕、〔患者と家族の関係性を強める〕であ

った。 

【考察】終末期患者の家族が看護師に求める援助は①情報がほしい②家族はどうすればいいの

か③家族自身への気持ちの対応である 2）。緩和ケア認定看護師は、卓越した知識や技術によ

り、情報が欲しいという家族のニーズに対し、〔面談調整〕を行い、一方的な説明にならない

ように〔理解度を確認し、患者の様子や情報を伝える〕という話し合う姿勢を大切に考え関わ

っている。また、家族自身への気持ちの対応として〔思いや希望を傾聴し、労いや声掛けを行

う〕ことでケアリングが生まれ、家族への精神的サポートに繋がっていたと考える。さらに患

者との関わりに不安を感じている家族に対し、〔患者と家族の関係性を強める〕という関わり

を行っていたと推察する。 

【結論】緩和ケア認定看護師は、終末期がん患者を支える家族の情報欲求や抱える負担や不安

を理解し、自らの卓越性を発揮することでケアリングにつながる関わりをしていたことが明ら

かとなった。 

【開示すべき利益相反はない】 

１)鈴木志津枝：がん患者の家族が抱える諸問題と家族ケアの重要性、がん看護、9(4)、P280-

285、2004. 

２)季羽倭文子、石垣靖子、渡辺孝子編：がん看護学、三輪書店、P108-109、1998 

24



Ｇ１０   終末期心不全患者に対するエンドオブライフディスカッションの実践 

  を測定する尺度の妥当性と信頼性の検討 

 

〇實金栄１） 井上かおり 1） 安藤亮 2）3） 名越恵美 1） 

１）岡山県立大学 ２）新見公立大学 

３）岡山県立大学大学院保健福祉学研究科保健福祉科学専攻看護学大講座 

 

【目的】エンドオブライフディスカッション実践尺度（End of Life Discussion Scale: EOLDS）

の測定項目の開発と尺度としての妥当性を検討すること。 

【方法】循環器科を標榜し病床数 200 床以上の病院から、各都道府県 3 施設ずつ合計 141 施設

を無作為に抽出した。各施設，心不全患者の受け入れ経験のある病棟に勤務する 10 名の看

護師を調査対象とした。調査期間は 2021 年 7 月の 1 か月間。調査は無記名による質問紙調

査および Survey Monkey によるオンライン調査により行った。調査項目は看護経験年数，先

行研究を参考に筆者らが開発した EOLD の実践に関する 11 項目，スピリチュアルケア実践

（NSCP）（實金ら，2018）を調査した。分析は，探索的因子分析による構造的側面からみた

妥当性と，NSCP との関連による外的側面から見た妥当性を検討した。また収束的および弁

別的妥当性は AVE（Average Variance Extracted）により検討した。分析には Mplus7.4 を使用

した。 

【倫理的配慮】岡山県立大学倫理委員会の承認を得た（受付番号 21-12）。 

【結果】調査票は 1410 人に配布し，回答は 255 人から回収でき，そのうち同意がない者 56

人，ほとんどの項目に欠損の見られた者 11 人を除く，188 人を分析対象とした。まず探索

的因子分析したところ 2 因子（Factor1: チーム，Factor2: 患者・家族，各 5 項目）が抽出さ

れたが，いずれの因子にも 0.4 以上の因子負荷量を示すものがあり，その 1 項目を削除し

た。次に残りの 10 項目で確認的因子分析を行ったところ，モデルのデータへの適合は

RMSEA＝0.085，CFI＝0.946，ω 信頼性係数は 0.858 であり良好な値を示した。外的側面か

らみた妥当性を検討するために，EOLD が NSCP に関連すると仮定したモデルのデータへの

適合性を確認したところ，RMSEA＝0.061，CFI＝0.952 であり，パス係数は 0.799 を示し

た。AVE はチームが 0.458，患者・家族が 0.534 であった。また AVE 値は因子間相関の二乗

値である 0.434 より高かった。 

【考察】分析の結果「チーム」と「患者・家族」との EOLD の実践が抽出された。人生の最

終段階における医療・ケア方針の決定プロセスに関するガイドライン（厚生労働省）では，

患者の意思決定支援，次いで家族等による患者の意思の推定，そして複数人のチームでの検

討がなされる必要が示されている。本研究結果は，このガイドラインの内容を反映できてい

るものと考えられる。 

【結論】本研究により，チーム（ケアチームでの EOLD）と患者・家族（患者家族との

EOLD）の 2 因子各 5 項目で構成される，EOLDS の構造的および構成概念妥当性，さらに

NSCP との関連による外的側面から見た妥当性，AVE 値による併存的妥当性，内的整合性か

ら見た信頼性が検証できた。  

開示すべき COI はない。 
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Ｇ１１    終末期維持血液透析患者の医療・ケア方針の検討に関わる              

看護実践尺度の信頼性・妥当性の検証 

 

〇安藤亮１）2) 名越恵美 3） 實金栄 3） 

１）新見公立大学 ２）岡山県立大学大学院保健福祉学研究科 

３）岡山県立大学 

 

【目的】終末期維持血液透析患者の医療・ケア方針の検討に関わる看護実践尺度の信頼性・妥

当性の検証を行う． 

【方法】全国の維持血液透析を実施している，日本透析医学会の認定施設及び教育関連施設

1168 施設の中から入院病床を有する 250 施設を無作為に抽出し，各施設の外来透析部門に

勤務する看護師 4 名を対象とした．看護師の選定条件は，看護師経験年数が 5 年以上であ

り，看護師以外の資格や職位は問わないものとした．調査期間は 2021 年 9 月～10 月であ

る．調査は無記名による質問紙調査および Survey Monkey®によるオンライン調査により行

った．調査内容は，基本的属性，先行研究（安藤ら，2021）をもとに開発した終末期維持血

液透析患者の医療・ケア方針の検討に関わる看護実践を測定する 5 因子 23 項目，看護師の

倫理的行動尺度改訂版（大出ら，2019）である．分析は，探索的因子分析により構造的妥当

性，確認的因子分析により構成概念妥当性，看護師の倫理的行動尺度改訂版との相関による

併存的妥当性，AVE（Average Variance Extracted）により収束的妥当性と弁別的妥当性を検

討した．信頼性は Cronbach’s α係数を算出した．分析には Mplus7.4，SPSS Statistics 27 を
使用した． 

【倫理的配慮】新見公立大学研究倫理委員会の承認を得た（受付番号 231）． 

【結果】配布した調査票 1000 部のうち，336 部が回収でき，そのうち不備のない 280 部を分

析対象とした．まず先行研究に基づき 5 因子を仮定し尺度原案 23 項目で探索的因子分析を

行ったところ，異なる 5 因子構造が抽出された．次に探索的因子分析において複数因子に高

負荷量（0.3 以上）を示す 4 項目を削除し，探索的因子分析で抽出された 5 因子モデルを仮

定し確認的因子分析を行った．モデルのデータへの適合性は RMSEA＝0.081，CFI＝0.966 で

あった．看護師の倫理的行動尺度改訂版との相関係数は 0.411 であった．AVE は 0.671～

0.753 であり，それぞれの因子における因子間相関の平方値は 0.377～0.681 であった．

Cronbach’s α係数は 0.940 であった． 

【考察】確認的因子分析の結果，モデルの適合度は良好であり構成概念妥当性が，看護師の倫

理的行動尺度改訂版と有意な中程度の相関を認めたことから併存的妥当性が，AVE 値はい

ずれも 0.5 以上であり収束的妥当性が，かつ AVE がそれぞれの因子間相関の平方値より大

きかったことから弁別的妥当性が検証された．また内的一貫性を示す信頼性係数も良好な値

であった． 

【結論】終末期維持血液透析患者の医療・ケア方針の検討に関わる看護実践尺度の妥当性及び

信頼性が検証された．今後の課題として，本尺度を用いて関連要因を検討する必要がある． 

本研究は公益財団法人ウエスコ学術振興財団令和 3 年度学術研究費助成金を受け実施した．

開示すべき COI はない．
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Ｇ１２ 介護老人保健施設における介護職員の看取りケア効力感・死生観とその関連要因 

 

瀬尾 美恵１） 秋山 智２） 

１）医療法人恒和会 介護老人保健施設 牛田バラ苑 

２）広島国際大学 看護学部 

 

【目的】介護老人保健施設の「看取り未実施施設」と「看取り実施施設」の異なる体制の環境

にある介護職員を対象にし，介護職の看取りケア効力感と死生観との関連，看取りケア効力

感・死生観と個人属性との関連を明らかにし，介護職の看取りケア効力感の向上と看取りケア

教育の課題について検討することを目的とした． 

【方法】調査対象は，全国介護老人保健施設協会に登録している中国地方 5県（合計 282施

設）の介護老人保健施設に勤務する介護職（常勤者のみ）を対象とし，個人属性，平井ら

（2000）によって開発された臨老式死生観尺度，久保田ら（2016）が作成した看取りケア効力

感尺度について質問紙調査を実施した．回収した調査表の合計は 750 部(回収率 16％)，有

効回答である 740 部(有効回答率 98.6％)を分析対象とした．分析方法は、①個人属性，死

生観尺度得点，看取りケア効力感尺度得点の記述統計，②個人属性と看取りケア効力感，死生

観それぞれの相関，③看取り実施の有無の施設別に個人属性と死生観尺度の t検定・分散分

析，④看取り実施の有無の施設別に看取りケア効力感尺度総得点，手段的効力感得点・情緒的

効力感得点の t検定・分散分析，⑤看取りケア効力感総得点と，看取り実施の有無，看取り実

施別で有意差の認められた 8つの属性について 2要因分散分析を行った． 

【倫理的配慮】広島国際大学「人を対象とする医学系研究倫理委員会」の承認を得て実施した

（倫 19‐010）． 

【結果】看取りケア効力感得点は，《手段的ケア効力感》《情緒的ケア効力感》とも看取り未実施

施設に比べると看取り実施施設の得点が有意に高かった（p<0.001）．看取りケア効力感と死生観

の相関では，看取りケア効力感得点と，死生観の《死後の世界観》《人生における目的意識》《寿

命観》の各得点に正の相関を認めた（r=0.12～0.13，p<0.01）．また，《死への恐怖・不安》《死か

らの回避》の得点は負の相関を認めた（r=0.08～0.09, p<0.05）．看取りケア効力に与える看取り

実施と個人属性の 2 要因についての分散分析の結果，看取り未実施・実施という要因と死別体験

に有意な交互作用がみられた（p<0.05）．看取り未実施施設では「死別体験なし群」のほうが看取

りケア効力感得点が高いが，看取り実施施設では「死別体験あり群」のほうが高いという逆の効

果が示された．死別体験による主効果の検定では「死別体験あり群」で「看取りをしている施設

にいる人」「看取りをしていない施設にいる人」との間には有意差（p<0.001）がみられた． 

【考察】一般的にも，経験の多さが高い自己効力感に繋がり，看取り未実施施設に比べると看

取り実施施設の死別体験あり群は，施設での看取り経験も多く，社会学的学習経験も増えてい

ることから，看取りケア効力が高くなっていると考える． 

【結論】これらの調査結果より，介護職の看取りケア効力感と死生観との関連及びそれらとの

個人属性の関連が明らかになった．看取りケア効力感を高くすることは，死にゆく入所者への

ケアに積極的に関わる姿勢となり，看取りケアの質の向上に繋がることが示された．また，教

育においては介護職と看護職の連携が重要であり，看護の視点を踏まえた研修を行うことによ

り，介護職自身の考えや他者の看取りに対する理解を深め，今後の看取りケアの質の改善に繋

げることができると考えられる．利益相反についてはありません． 
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Ｇ１３    障害者の健康および「まちの保健室」についての認識 

―障害者支援施設の職員の視点から― 

 

〇藤原美智子１）・村口孝子１）・鈴立恭子１）・加藤紗也香１）古都昌子１） 

１）鳥取看護大学看護学部看護学科 

 

【目的】本学では地域住民を対象に健康に関するミニ講話や健康データの計測、健康相

談等を行う「まちの保健室」を開催している。本研究は、障害者の効果的な健康支援を

目指し、障害者支援施設の職員の視点から、障害者の健康に関する状況や「まちの保健

室」についての認識を明らかにすることを目的とする。 

【方法】研究対象は A施設に勤務し日頃から障害者への支援を行う職員 4名である。イ

ンタビューガイドを用いて半構成的面接を実施し、了解を得て録音を行った。内容は、

障害者施設利用者の健康状態への認識、「まちの保健室」についての認識とした。分析

方法は、逐語録から KJ法を参考に意味内容のまとまりに留意して質的分析を行った。 

【倫理的配慮】本研究は鳥取看護大学・鳥取短期大学研究倫理審査委員会の承認を得て

実施した（2020-16）。 

【結果】4名のインタビュー時間は 23～34分（平均 30分）であり、職種はサービス管

理責任者・支援員・職業指導員であった。施設は就労支援 B型、グループホーム等の複

合施設で、利用者は 18歳～80歳代と幅広かった。職員の認識として、逐語録から 53の

コードを抽出し、意味内容のまとまりから 12サブカテゴリーを形成し、5カテゴリーに

集約した。障害者施設の職員は、≪障害者は身体面や生活面での個別的な課題をもつ≫

≪基本的な健康増進への対応に加えて個別的な支援が必要である≫≪本人や家族の状況

に応じた関わりは容易ではない≫という個別性をふまえた健康支援の難しさを認識して

いた。≪「まちの保健室」は障害の程度をふまえて行えば意義がある≫≪「まちの保健

室」のイメージがつかない≫の「まちの保健室」についての認識が明らかになった。 

【考察】障害者施設の利用者は、障害の程度や生活習慣・健康状況が様々であり一律な

対応ではなく個々の状況に応じた支援が必要であり、職員は、対応の難しさを実感して

いた。健康面では健康チェックや声かけ、身体を動かす機会を設ける等の基本的な支援

は行っているが、栄養面や疾患や障害の状況に応じた個々への専門的知識に基づく支援

を求めていた。「まちの保健室」について、障害の程度に応じた方法や内容にすること

で健康増進への対応につながると効果を期待していた。一方で「まちの保健室」の具体

的なイメージが持てない状況も確認できた。障害者施設の職員が体験的に「まちの保健

室」へ参加するなど、情報共有の機会を設定し、共通理解を広げて連携する必要性が示

唆された。 

演題発表に関して、開示すべき利益相反状態はありません。 
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精神障害を有する人が主体となる感染予防に関する教育プログラム構築にむけて 

 

〇中川康江 1） 荒川満枝 1） 

１） 鳥取看護大学 

 

【目的】我々は、精神疾患を有する人（以下当事者とする）が主体的に感染予防対策を

行えるようにする感染予防教育プログラムの構築が必要だと考えている。本研究はその

前調査として、当事者が感染予防対策に関して求めていることや気持ちを明らかにする

ことを目的とした。 

【方法】就労支援事業所を利用する当事者 5名を対象に、「コロナの感染をどう感じて

いるか」「病院でしてほしかったことは何か」などの内容で、半構成的インタビューを

行い、逐語録を作成し先行文献をもとに質問ごとにカテゴリー分析をした。 

【倫理的配慮】鳥取看護大学・鳥取短期大学研究倫理審査委員会の承認（2020－7）を

得て行った。 

【結果】就労支援事業所を利用する当事者 5名に、インタビューを行った結果を表 1に

示す。インタビュー内容から、当事者の「不安」「教育」「偏見」「安心」などがうかが

えた。 

表 1 当事者のインタビュー内容 

    
【考察】当事者は感染症の流行に関して、恐怖感と不安感を有していた。また感染予防

策に関する学習機会を求めていた。施設や病院の人へは感謝と安心感を言葉にしてお

り、学んだ知識は実践していた。また、精神の人と一括してほしくないという言葉も聞

かれた。これらから、信頼を寄せている病院で、学習意欲のある当事者が学習機会を持

つことは、当事者の感じていた恐怖感や不安感の解消に役立つ有効手段であると考え

る。今後、本研究で得た当事者の気持ちや意見を考慮した感染予防教育プログラムを作

成していきたい。 

【結論】本研究で得られた当事者の意見を生かして教育プログラムの作成と実施は、当

事者が主体となる感染予防策に有効な手段であると考える。 

 本研究において、開示すべき利益相反はない

 

Ｇ１４ 
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Ｇ１５       学童期の子どもは爪切りをどうしているか？ 

                                      橋本佳美 

                                  佐久大学看護学部 

 

【目的】学童期の子どもの足の爪を切り行動の実際を明らかにする。 

【方法】小学生 3 名(3 年生女児 1 名、4 年生男女各 1 名)を対象に、2019 年 9 月～12 月に半構

造化面接法でデータを収集した。分析は、面接内容を逐語録に起こし精読し、爪切りに関する

内容を抽出しコード化、類似性および差異性でサブカテゴリ―およびカテゴリーを導き出した。 

【倫理的配慮】学童クラブの運営者に了解をとり、保護者に説明会を実施した後、子どもと保

護者に研究の趣旨について文書を用いて口頭で説明し同意を得た。なお、佐久学園研究倫理委

員会の承認(第 2019006 号)を得た研究計画書に基づいて実施した。 

【結果】学童期の子どもの足の爪切り行動の実際として、コード 22、サブカテゴリ―7、カテ

ゴリー3(＜＞で示す)が見いだされた(表 1)。子どもは、＜足の爪切は予定がなく一人の時にし

ている＞が、＜足の爪切りは、見えにくく届かないから難しい＞ため、うまく切ることができ

ず＜深爪をしないよう足の爪を切っている＞と語り、深爪をした経験や深爪をしないようにす

るために注意をして慎重に爪を切っていた。 

【考察】足の爪は適切に切らないと巻き爪の原因になり、痛みのために足指の運動が制限され

る。その結果、歩行や他の運動にも影響し、一生続く足の健康問題に発展する危険性がある。

研究の結果、子どもは足の爪切りを難しいと感じていたが、自ら深爪をしないように注意して

爪を切っていた。今回は 3 名のインタビューしかできていないが、子どもが足の爪切りが難し

いと感じながらも工夫して爪を切っていることがわかった。基本的生活習慣が定着する学童期

には、子どもが適切な爪切りの方法を知るために、なぜ適切に足の爪切りをしなければならな

いのか、どのように切ればよいのか、実際に爪を切る方法を学ぶ機会を作る必要がある。 

 

表１ 学童期の子どもは足の爪切りをどうしているか？ 

カテゴリー サブカテゴリー 

足の爪切りは、予定がなく 

一人の時にしている 

1. 足の爪切りは一人の時にする  

2. 足の爪切りは、やることがない時にする 

足の爪切りは、見えにくく 

届かないから難しい 

1. 足の爪は見えない 

2. 足の爪は届かない 

深爪をしないよう 

足の爪を切っている 

1. 足の爪切りは、切りすぎると痛いので、切りすぎない

ように注意する 

2. 深爪をすると出血する 

3. 深爪をしないように、足の爪の白い部分の前で切る 

【結論】学童期の子どもは足の爪切りを難しいと感じていたが、工夫して爪を切っていた。子

どもたちが足の健康を自ら考え、足の爪切りができるように、爪切りの方法を学ぶ機会が必要

である。 

・本研究における利益相反はありません。  
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Ｇ１６     妊娠関連乳がん患者と医療従事者の捉えた断乳の意味 

石上悦子 

 香川大学医学部看護学科 

 

【目的】妊娠中あるいは出産後 1 年以内，または授乳中に乳がんと診断される妊娠関連乳がん

（PABC：Pregnancy-associated Breast Cancer）患者は，治療のために断乳することが多い．

断乳を余儀なくされる PABC 患者と患者を支援する医療従事者が捉えた断乳の意味を明確にす

ることがこの研究の目的である． 

【方法】平成 30 年 8 月～平成 31 年 8 月に，A 病院にて PABC 患者を支援した看護師・助産師 12

名から，PABC 患者支援時の経験について聞き取り調査を行った．さらに PABC 完解期にある患

者 2 名から PABC 罹患時の経験について聞き取り調査を行った．分析は看護師・助産師・患者別

に質的帰納的分析を行い，調査内容と意味深い「母乳・授乳・断乳」について表現されている

部分を抽出してコード化し，さらに抽出度をあげてカテゴリ化した． 

【倫理的配慮】香川大学医学部倫理委員会の承諾 (平成 29-190)を得たのち開始した。 

【結果】研究協力者は A 病院乳腺内分泌外科の病棟と外来で勤務する看護師 12 名(がん看護専

門看護師 1 名，乳がん看護認定看護師 1 名含），周産期科病棟勤務助産師１名， PABC 患者 2 名

(それぞれ治療終了後 2 年と 10 年経過)であった．看護師からの母乳・授乳・断乳に関する語り

のデータ総数は 42，うち専門看護師と認定看護師の語りのデータ総数は 24(57.1%)であった．

サブカテゴリ数は 11，カテゴリは[断乳への思い]，[断乳の意思決定]，[PABC 診断は困難]，

[PABC 早期発見の方策]の４つとなった．助産師の母乳・授乳・断乳に関する語りのデータ総数

は 9 つで，断乳の意思決定が主に語られていた．PABC 患者の母乳・授乳・断乳に関する語りの

データ総数は 12 であり， [医師の方針が異なり翻弄]，[最初からミルクを選択]，[辛い乳房手

術後の搾乳]の 3 カテゴリを抽出した． 

【考察】出産の高齢化により，PABC 患者は増加している．乳がん治療に使用される薬物は

乳汁移行性があり，乳児への安全性が担保されていないため，授乳は避けるべきである．乳

腺内分泌外科の看護師は，《初乳は大切》と思いながらも，患者の断乳を《治療に必要なも

の》と捉える者，終末期患者から『そっち側（健側）は子どもになめさせてもいいかな』と

相談され《切なく感じる》者や，断乳の話題にはあえて触れない者もおり，多くが必要悪と

捉えていた．しかし《治療を前向きにするもの》と捉えている者もいた．助産師は授乳に関

する言葉が多く，断乳の意思決定に重きを置く内容に偏っていた．授乳を行った PABC 患者

は，帝王切開手術とリンパ浮腫の疼痛があり『NICU に母乳を絞って運んで――母乳絞られ

て痛いし，乳房はないわ，浮腫はあるわ，もう必死なんで記憶飛んでいます』と，授乳が良

い事ばかりではないと語った．授乳を行わなかった PABC 患者は『上の子の時は出ていたの

であげたかった』『でも搾乳は大変だし，保育園に預けるので，最初から粉ミルクに決めて

いた』と先を見越した意思決定を行い，断乳を必要なものと捉えていた． 

【結論】母乳保育は女性の自己効力感を高めると言われるが，乳がん治療による断乳の場合

は，医療従事者・患者とも多様な捉え方をしており，PABC 患者に対応する場合は，患者

個々に対応することが必要であると示唆された．利益相反：開示すべき利益相反はない 

引用文献：板谷裕実，母乳保育の自己効力感構成要素抽出のための質的記述的研究，日本母

乳保育学会雑誌，8(2)，124-132，2015． 
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Ｇ１７      行政職員の防災への取り組みに対する認識 

 

〇田邉ルミ 1） 林 信平 2） 松本啓子 2） 

1)香川大学大学院医学系研究科看護学専攻 

2)香川大学医学部看護学科 

 

【目的】2019 年以降，COVID-19 の影響を受け，震災との相乗的な人的震災の可能性や，今

後，発生すると予測されている南海トラフ大地震をはじめとする様々な自然災害の危険は常

にある．住民を守る行政は，地域や住民の平時からの備えを強化し，防災や減災に努める必

要がある．   

そこで本研究は，A 町行政職員の防災への取り組みに対する認識を明らかにする． 

【方法】協力意思を示した A 町行政職員を対象に，研究概要及び匿名性の確保等の倫理的配

慮に関する説明を行い同意を得た．行政の防災への取り組みに対する認識を問う半構成的質

問紙を基にインタビューを実施した．インタビュー内容から，質的因子探索的にコード化を

進め，抽象度の高いカテゴリーとなるよう修正を繰り返し生成した．カテゴリー化のプロセ

スにおいて定期的に看護学及び質的研究の専門家におけるスーパーバイズを受けた． 

【倫理的配慮】香川大学医学部倫理委員会の承認(2021-143)を得て実施した．研究参加者には，

研究の目的，研究方法，個人へ生じる利益と不利益，参加同意と同意撤回等について口頭及

び文書で説明し同意を得た． 

【結果】研究参加者は，協力を得た A 町行政職員 4 名．行政の防災への取り組みに対する認

識としては，4 カテゴリー<課を越えた災害対応準備へ向けた活動><コロナ禍で防災意識を高

めるには限界><一体化した防災支援活動の実践評価><地域の強みを生かした連携>が抽出さ

れた．   

コロナ禍での防災活動への意識づけには限界があるが,地域の強みを生かした連携となる

ように，行政や住民が一体となった活動や実践評価に向けて課を越えた活動を始めていた. 

【考察】行政職員の防災への取り組みに対する認識では，課を越えた災害対応準備としての

情報共有や連携の重要性を認識している.自然災害とは異なる危機的な状況下であるコロナ

禍での活動制限をふまえながら，災害への備えとして継続的な人材育成や防災訓練の実施な

どを通して，職員と共に活動する保健師等専門職者との IPW(多職種連携)等の必要性を重要

視しているといえる．防災支援活動の実践評価を考えながら地域の強みを生かした連携を支

え，自助・共助・公助の一体化を期待していた． 

本研究は研究参加者が少ないため，行政職員の防災への取り組みに対する認識がすべて語

られたとはいえない．今後，参加者を増やして分析を重ねる必要がある． 

【結論】地域の強みを生かした連携となるように，行政や地域住民が一体となった活動や実

践評価に向けて課を越えた活動を始めていた．コロナ禍での住民の防災活動への意識づけに

は限界があるが,自助・共助・公助のそれぞれが連携し合い，災害対応力を高める事が重要で

ある． 

本研究に利益相反はない． 
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Ｇ１８      災害時健康を守る地域共助力評価尺度の開発 

 

〇武田道子１） 佐々木久美子２） 

１）四国大学看護学部 

２）日本赤十字秋田看護大学看護学部 

 

【目的】被災生活による健康状態の悪化に伴い災害関連死が大きな課題となっている。健康の

二次被害を防ぐためには、平穏時における災害時健康を守る共助力（住民同士の健康の相互管

理等）を育成する防災教育が必要であり、共助力の地域特性を把握する必要がある。特定の地

域における災害時健康を守る地域共助力の評価尺度を開発し、妥当性と信頼性を検証した。 

【方法】被災地域住民を対象とし、健康を守る共助の実態を質的に明らかにした先行研究か

ら、調査項目を抽出し、5 段階（まったく当てはまらないからよく当てはまる）で評価する質

問紙を作成した。事前に防災担当者や大学教員の意見を聞き質問紙を修正した後、予備調査

27 項目を防災会員 300 名に実施した。本調査では 31 項目に増やすとともに、類似項目として

「災害時に住民同士で健康を守るための助け合いができる」を設定し、1-10 の BAS で評価し

た。対象は年齢幅と調査地域を広げ、職域 2 か所 67 名と防災会員 126 名の計 193 名とした。

調査結果について探索的因子分析を行った。反復主因子法で因子数を決め、Cronbach のα係

数で信頼性を検討し、類似項目を用いて妥当性を検討した。 

【倫理的配慮】四国大学倫理審査専門委員会の承認（承認番号 2019050）を得た。 

【結果】予備調査は 259 名回収でき、項目分析の結果除外項目はなかった。本調査は 109 名回

収でき、総得点は正規分布していた。項目分析では天井効果（平均値＋標準偏差）が 6 以上、

フロア効果（平均値－標準偏差）が 1 以下の項目はなく、I-T 相関分析は.385 から.749 であ

った。項目間相関分析のｒ=7 以上の項目は検討後 2 項目除去した。抽出因子の Cronbach のα

係数は.453 から.889 であった。6 因子が抽出され、「災害時要支援者の支援」「話し合い・相

談・連絡」「災害時特有の疾病予防」「乳幼児の支援」「心身の健康観察」「生活情報の入手」と

命名し、尺度構成した。信頼性評価として抽出因子の 5 因子は Cronbach のα係数が.754 か

ら.889 であったが、1 因子のみ.561 であった。29 項目全体の信頼性は Cronbach のα係数

が.931 であった。類似項目と総得点の相関はｒ＝.428 であった。 

【考察】予備調査後に項目修正したが、対象者の背景を拡大して調査を実施した結果、さら

に修正すべき項目が生じた。災害時の地域共助力の中でも特に、住民同士が健康を守りあう

地災害時健康を守る共助力の評価尺度として一定の妥当性・信頼性を確認した。 

【結論】尺度の実用化に向けてはさらなる一般化可能性の検証が必要である。 

本研究は科学研究費助成事業（基盤 C）補助を受けて実施した。本研究に関連した開示すべ

き利益相反関係にある企業等はない。
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Ｇ１９ 行政保健師によるグループの主体性と地域志向性の獲得に向けた支援プロセス 

 

○ 合場美鈴１） 髙嶋伸子 2）  

１）香川県健康福祉部長寿社会対策課 

２）香川県立保健医療大学 

 

【目的】本研究では，行政保健師によるグループの主体性と地域志向性の獲得に向けた支援プ

ロセスを実証的に明らかにすることを目的とする． 

【方法・倫理的配慮】グループに主体性と地域志向性を獲得させる支援をした経験があり，具

体的に語ることができる行政保健師 13 名を対象とし，保健師によるグループの主体性と地域

志向性の獲得に向けた支援プロセスに焦点をあて，平成 31 年 2 月 25 日～令和元年 9 月 26 日

に半構成的面接法によりデータ収集を行った．分析は木下の提唱する修正版グラウンデッド・

セオリー・アプローチを用いた．本研究は，香川県立保健医療大学倫理審査委員会の承認を受

けて実施した（2018 年 12 月 17 日承認番号 268）． 

【結果】対象となった保健師

は熟練保健師であった．語ら

れたグループは様々なタイ

プのグループを網羅し，主体

性と地域志向性を目指して

いるグループの特徴を表し

たものである． 

分析で，55 の［概念］，14

の＜サブカテゴリー＞，6 つ

の≪カテゴリー≫，2 つの【コ

アカテゴリー】を生成した

(図 1)．本研究は，【個々を認

め認め合う仲間していく】と

【地域に認められる仲間に

していく】の 2 つのコアカテゴリーから成り，＜グループの本質を思考させる＞を中心とした

プロセスであった． 

【考察】このプロセスは，蔭山 1)が示す「保健師のグループ支援の枠組み」を具体化し，内部

的媒介は【個々を認め認め合う仲間にしていく】支援，外部的媒介は【地域に認められる仲間

にしていく】支援として新たに具体的に描くことができた．さらに仲間となったメンバーにグ

ループの本質を思考させることでエンパワメントが促進される具体的な支援も新たに描くこと

ができた．田口ら 2)が示す「グループ支援の目指す方向性」の地域志向性は，グループが地域

を求め，地域へ働きかけていく姿だとされているが，本研究では，グループの地域志向性の獲

得の支援は，≪地域の承認を獲得させる≫支援であった．また，先行研究ではグループ形成の

前段階でメンバーを集める方法を具体的に示したものは見られないが，本研究で描かれた［日

頃の活動から選りすぐりの「人」を呼び込む］支援は,保健師ならではであると示唆される． 

【結論】2 つのコアカテゴリー【個々を認め認め合う仲間にしていく】から【地域に認められ

る仲間にしていく】が示され，その中心に＜グループの本質を思考させる＞が位置していた．

［日頃の活動から選りすぐりの「人」を呼び込む］支援は，保健師ならではの人集めであった．  

本研究における利益相反は存在しない． 

文献 1）蔭山正子．グループの自主化のための理論・技術．看護研究 36（7）：39－48，2003． 

2）田口敦子，錦戸典子，竹内奈緒子．保健師活動におけるグループ支援の特徴と意義 こ

れまでの経緯と今後の方向性．看護研究 36（7）：3－12，2003． 
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Ｇ２０  COVID-19感染拡大状況下における在宅看護学実習の受け入れに関する 

訪問看護ステーション管理者の意識 

 〇松下恭子１） 中野沙織１）、多田美由貴１）、岡久玲子１）             

１）徳島大学大学院医歯薬学研究部地域看護学分野 

 

【目的】 

COVID-19の感染拡大状況下における、訪問看護ステーション管理者の実習受け入れに関する意

識を知り、在宅看護学実習の継続実施についての準備への一助とする。 

【方法】 

対象：A県内の訪問看護ステーション 94施設の管理者。データ収集方法：依頼文と質問紙を A

県内で登録されている訪問看護ステーションの管理者宛てに送付し郵送で回収した。調査内容：

在宅看護学実習の状況と実習受け入れの課題。 調査期間：2021年 5月～8月。分析方法：質問

項目について記述統計を行った。 

【倫理的配慮】 

徳島大学病院医学系研究倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号 3941）。質問紙調査は

無記名で実施し情報の匿名化を行った。 

【結果】 

 訪問看護ステーション 94施設に送付し、回収は 43施設（回収率 45.7％）であった。実習を受

け入れるために必要な学校側の準備として最も多かったのは「学生の感染対策・健康観察記録」

が 34施設であった。次いで「感染症防護具の準備」が 32施設、「ワクチン接種」が 31施設、

「PCR検査の実施」が 22施設、「実習期間の短縮」が 18施設、「実習費用の増額」が 10施設、「教

員の臨地での指導の充実」が 5施設であった。自由記載の内容として、「学校での教員の指導の充

実」が記載されていた。実習を受け入れるために必要な施設側の準備として最も多かったのは

「訪問看護師の人員確保」が 33施設であった。次いで「感染防護具の準備」が 32施設、「実習時

間の短縮」、「実習指導者講習会受講者の配置」が 18施設、「実習指導についての助言」が 15施

設、「利用者宅へ訪問しない」が 12施設、「実習指導手当の支給」が 11施設であった。 

【考察】 

実習を受け入れる為に必要な条件として、学生への感染対策・健康観察記録の実施の選択が 34

施設と最も多く、次いで感染症防護具の準備が選択されていた。また学生へのワクチン接種や PCR

検査の実施の選択も多く、実習に参加する学生が感染源や感染症の媒介者とならないという証拠

を持って実習することにより、利用者の安心・安全を担保することが実習の前提になっていると

考えられる。施設側の準備としては、看護師の人員確保が最も選ばれており、COVID-19への対応

で平時と違う状況のなか、学生指導に割かれる時間的負担が影響していると推測される。実習時

間の短縮や利用者宅へ訪問を実施しないという新しい実習形態も選択されていた。また、教員の

臨地での実習指導と、指導者への助言も、感染状況に合わせて多様化する実習形態への対応に向

けて充実するべき項目であり、今後、実習施設とのさらなる連携・調整の必要性が示唆された。 

【結論】 

 COVID-19感染拡大状況下での在宅看護学実習の受け入れについて、学生自身の感染対策・健康

観察記録の実施と、感染症防護具の準備が重視されていた。 本研究における利益相反はない。
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Ｇ２１  学生主体のレクリエーション企画・運営に対する効果的な指導方法の検討 

－安全性確保の視点から― 

〇岡本さゆり１） 一ノ瀬公美２） 

１）吉備国際大学保健医療福祉学部看護学科 

２）医療法人天和会 松田病院 

 

【目的】老年看護学施設実習において看護学生がレクリエーションを主体的に企画・運営す

るために 2018 年度より学内演習を導入した。「事前準備」「リスクも含めた予測の重要性」

について指導の必要性が課題として挙がり、翌 2019 年度の学内演習前講義で安全性確保の

視点について重点的に指導を行った。本研究の目的は、学内演習における効果的な指導・教

育方法について明らかにすることである。 

【方法】1）調査対象：A 大学看護学科 3 年生 50 人。2）調査期間：2019 年 6 月～12 月 

3）調査方法：①レクリエーション演習実施前の講義の中で「高齢者に対する安全性確保」

について重点的に講義。②レクリエーション演習の授業で自作の自己評価表・他者評価表を

配布し、授業後回収。自己評価表及び他者評価表の質問 8 項目に「良くできた」から「でき

なかった」の 5 件法で回答を得た。 

【倫理的配慮】吉備国際大学倫理審査委員会において承認された（受理番号 19-19）。本研

究の趣旨、目的、方法、研究協力は任意で、匿名性の保障、得られたデータは本研究以外の

目的で使用しない、学会等で公表すること等を書面及び口頭で説明、同意を得た。 

【結果】１．学内演習に対する自己評価、他者評価を分析した結果、「危険がないように企

画・進行できた」の自己評価の評価点は、安全性確保に関する重点的な講義の実施前 4.1±

0.81 から実施後 4.4±0.77、「転倒事故など利用者に危険がないよう配慮できた」の自己評

価の評価点は、実施前 3.7±1.17 から実施後 4.5±0.84 と、いずれも上昇していた。また、

講義をした年の自己評価と他者評価を比較すると、「危険がないように企画・進行できた」

の自己評価 4.4±0.77 に対し他者評価が 4.3±0.80、「転倒事故など利用者に危険がないよ

う配慮できた」の自己評価 4.5±0.84 に対し他者評価 4.3±0.84 といずれも他者評価が若干

低かったものの大きな相違を認めなかった。 

【考察】高齢者に対するイメージ化が不十分で安全管理に対する認識が不足しがちな学生に

とって、レクリエーション演習前に高齢者の安全性確保の視点を重点的に講義することが道

具の工夫や学生の配置など具体的に高齢者の安全性を考慮した演習の企画・実施につながっ

たと考えられる。また、他者評価においても得点が上昇していることから、客観的にも高齢

者の安全性が考慮されていたと考えられる。しかし、自己評価と他者評価の得点に若干相違

があるため、自己評価では気づかなかった改善点があると考えられ、今後は評価理由や感想

について分析することで、施設実習に向けた改善点がより具体化すると考える。 

【結論】１．安全性確保に関する講義を事前に行うことで自己評価点が上昇し事前準備やリ

スクの予測につながった。２．学内演習において安全性確保の視点での重点的な指導の重要

性が明らかになった。３．より安全性の高いレクリエーションの企画・実施や学生の満足度

向上のため、評価理由から改善点を具体化し指導に取り入れる必要性が示唆された。 

本研究において開示すべき利益相反はない。
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Ｇ２２      在宅看護学実習にルーブリック評価表を導入して  

―態度面の評価における学生と指導者の比較― 

 

 〇山形真由美 1） 佐々木純子 2） 太田栄子 3） 栗本一美 4） 松本啓子 5） 森戸雅子 6） 谷垣静子 7） 
１）山陽学園大学看護学部看護学科 ２）香川県立保健医療大学保健医療学部看護学科 

 ３) 川崎医療短期大学看護科 ４）新見公立大学健康科学部看護学科 

５）香川大学医学部・医学系研究科看護学科 ６)川崎医療福祉大学保健看護学部保健看護学科

７）岡山大学大学院保健学研究科看護学分野 

 

【目的】A県内看護系大学に在籍している在宅看護学教員で在宅看護学実習における実習態度

面に関するルーブリック評価表の導入を試みた。そこで本研究は、学生と指導者の得点比較を

行い、作成したルーブリック評価表の評価基準の妥当性を検討することとした。 

【方法】2019年度在宅看護学実習を終了した A県内 2大学の看護学生 126名と各実習施設の

実習指導者が、「在宅看護学実習 実習態度に関するルーブリック評価表」を用いて評価した

評価得点を比較検討した。評価表の評価項目は、1)マナー①身だしなみ②作法③コミュニケー

ション、2)メンバーシップ、3)報告・連絡・相談、4)学習態度①積極性②提出物の 7項目で構

成し、評価基準は「4：十分達成」「3：達成」「2：あと少し努力が必要」「1：努力が必要」

「0：達成できず」の 5段階とした。分析方法は、学生と指導者の評価得点の中央値を Mann-

Whitney U検定にて比較検討し、有意水準は 0.05とした。 

【倫理的配慮】岡山大学大学院保健学研究科看護学分野倫理審査委員会承認を得て実施した。 

【結果】ルーブリック評価表の評価得点では、学生の総合計平均点が指導者の総合計平均点よ

り有意に高かった。項目別では、作法、コミュニケーション、メンバーシップ、報告・連絡・

相談において、学生の得点が有意に高かった。（表 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【考察】在宅看護実習での学生のマナーや報告連絡相談において、指導者の評価は低く捉えら

れていた。看護実践現場で求められるマナーやコミュニケーションは、学生の認識よりも丁寧

なものが要求されることを踏まえて指導していく必要がある。県下統一の評価基準で学生に具

体的な到達レベルを示し、指導者と共有することで、より客観的な評価につながると考える。 

【結論】実習態度の評価で、学生と指導者で異なる項目の特性が明らかになった。統一したル

ーブリックを活用することで、実習評価の客観性を高めていく可能性がある。 

本研究における利益相反は無い。 

 

表1．ルーブリック評価：学生/指導者 n=126

中央値 平均ランク 中央値 平均ランク

1 マナー 1) 身だしなみ 4.00 133.64 3.50 119.36 　.073

2) 作法 4.00 137.90 3.00 115.10 　.006**

3) コミュニケーション 4.00 139.33 3.00 113.67 　.002**

2 メンバーシップ 3.00 140.13 3.00 112.87 　.000**

3 報告・連絡・相談 3.00 140.55 3.00 112.45 　.001**

4 学習態度 1) 積極性 3.00 130.56 3.00 122.44 　.335

2) 提出物 3.00 126.82 3.00 125.17 　.839

24.00 142.30 23.00 110.70 　.001**

有意確率

合計点

*p<.05   **p<.01   Mann-Whitney  U検定

学生 指導者
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Ｇ２３  高等学校看護に関する学科の教育実習に参加した学生の学びに関する一考察 

 

〇清水菜月 竹崎和子 

吉備国際大学 

 

【目的】わが国の看護師養成制度には、看護系大学、看護専門学校及び短大、５年一貫過程

の高等学校教育など多様な教育形態がある。その中でも高等学校教育において必要な高校教

諭一種免許状(看護)の課程認定大学は全国で僅か 10 校であり、教員の人材不足は深刻な問

題である。よって教員養成を担う大学の果たす役割は重要であると考える。本研究では、高

等学校看護に関する科目を履修し教育実習に参加した学生の学びを明らかにし、今後の効果

的な教育実習指導を検討することを目的とした。 

【方法】高等学校看護に関する科目を履修し教育実習に参加した大学 4 年生 2 名の教育実習

記録を熟読し学びに関する記述を抽出、類似性に沿って、質的・帰納的にカテゴリー、コア

カテゴリーを抽出し分析を行った。 

【倫理的配慮】吉備国際大学倫理審査委員会の承認（21-35）を得た。対象者に、研究参加

への任意性、中断の自由、匿名性、成績等への不利益は被らないこと、研究結果の公表方法

について口頭と文書で説明し同意書による同意を得た。 

【結果】高等学校看護に関する科目を履修し教育実習に参加した学生の学びから【学習指導

案の作成の難しさ】【授業展開の工夫】【担当クラスの生徒との関わり】【生徒との信頼関

係】【教師としての役割の理解】【教師としての責務と使命感】の 6 カテゴリーを抽出した。

『授業実践での課題』『生徒理解の重要性』『教師としての資質能力』の 3 つのコアカテゴリ

ーに分類された。 

【考察】学生が教育実習を経て獲得した教師に関する認識として紅林１）は、「個人の創意工

夫を活かせる」「子どもの人格のあらゆる側面にかかわっている」「やりがいがある」などポ

ジティブな面があり、教師としての文化規範である同僚性を実践的に経験する場であると指

摘している。教育実習は学生にとって現実の教師の姿や仕事内容を知る機会であり、また実

習後の進路選択にも影響を与える活動となっている。教師の文化規範と共に看護師という専

門職を養成しているという点において、授業実践や生徒理解を深めるため、大学生活の中で

学生自身の看護観、生命倫理を培っていくことが効果的な教育実習指導に繋がることが示唆

された。 

【結論】高等学校看護に関する学科の教育実習に参加した学生は、『授業実践での課題』『生

徒理解の重要性』『教師としての資質能力』の学びがあることが明らかとなった。本研究で

は、教職課程を履修する学生が少数であり研究結果を一般化することは難しいため継続した

調査が必要である。 

 

演題発表に関連し開示すべき COI 関係にある企業・組織及び団体等はありません。 

 

１）紅林伸幸：第 5 章教員社会と教師文化－同僚性の規範の変質のなかで、日本教師教育学

会編、学文社、P95-11
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成人看護学実習にかかわる臨地実習指導者の教員との連携・協働に関する認識の変化 

〇村口孝子 1） 平野裕美１） 前田陽子１） 

永見純子１） 木村由里１） 内海知子１） 

                        １）鳥取看護大学看護学部看護学科 

 

【目的】看護系大学のうち付属の実習施設を持たない大学は多く、また多様な場での学修のため

実習施設数は増えておりその連携・協働は課題である。特に新設校では、実習を進めながら施設

との連携・協働を評価しつつより良く構築する必要がある。本研究では、実習指導者がとらえて

いる教員との連携・協働について、開設後に行った実習開始前調査からの変化を明らかにする。 

【方法】A 看護大学が成人看護学実習を行っている 15 施設のうち、研究協力の得られた 12 施設

で、実習病棟において実習指導にあたる看護師(以下指導者とする)312名を対象とした。方法は、

郵送法による自記式質問紙調査を行った。調査内容は、基本属性と椎葉ら（2010年）が開発した

28項目からなる協働測定尺度（『意思決定 11項目』・『情報共有 9項目』・『協調性 8項目』で構成、

回答は 5 段階評価、間隔尺度）である。分析は、全調査項目の記述統計と、協働測定尺度得点に

ついて実習開始前調査（2015年度）と比較のためｔ検定を行った（有意水準 0.05）。 

【倫理的配慮】鳥取看護大学・鳥取短期大学研究倫理審査委員会の承認を得て実施した(承認番号

2019-17)。研究対象者には、研究の趣旨・同意の方法および倫理的配慮について書かれた説明書

を質問紙に添付し、質問紙の返送をもって同意を確認した。 

【結果】質問紙の回収数は 121名（38.7％）、指導体制は、専任指導者が 12名 10.6％（2015年 6

名 3.3％）、専任と兼任指導者が 60名 49.5％（2015年 78名 43.3％）、兼任指導者は 32名 26.4％

（2015年 93名 51.7％）であった。協働測定尺度 28項目の全体平均得点（±標準偏差）は 3.53

±0.75であった。3因子の平均得点は、『意思決定』3.50±0.78（2015年 3.37±0.84）、『協調性』

3.62±0.73（2015年 3.38±0.81）、『情報共有』3.48±0.71（2015年 3.27±0.89）、であり、『協

調性』と『情報共有』で 2015年度より有意に高かった（p＜0.05）。項目別では、『協調性』に含

まれる「教員とは互いに助け合っている」「教員と協力して実習指導がよりよいものとなるように

している」「教員と協力して実習内容の充実に力を注いでいる」、『情報共有』に含まれる「学生が

納得した指導を受けられるよう教員と学生の意向を共有している」「学生への指導内容を教員と共

有している」「学生に困っている兆候がないか教員と確認している」「学生のよい情報を教員と共

有している」の項目で 2015年度より有意に高かった（p＜0.05）。 

【考察】今回の調査では、2015年と比較し全体平均得点および『協調性』と『情報共有』の因子

平均得点が上昇した。大学開設後、成人看護学実習開始前における指導者の協働についての認識

の傾向を把握したことが、臨地実習開始後にその傾向に対する具体的な協働の教員の行動につな

がり、その結果指導者の認識が高まったと考える。また、専任指導者が増えるなどの指導体制の

充実により、相互にコミュニケーションが取りやすくなったことも影響したと考える。しかし、

前回調査から変化がなかった『意思決定』については今後の課題となった。 

【結論】『協調性』・『情報共有』において指導者の協働の認識が有意に高く変化しており、大学開

設後臨地実習開始前の指導者の協働についての認識の傾向を把握して対応したこと、指導体制の

充実などがその理由と考えられた。 

利益相反について：本研究において開示すべき COI関係にある企業はない。 

Ｇ２４ 
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Ｇ２５  臨地実習での学生の気づきを促すリフレクションに関する文献レビュー 

 

〇大江勤子１） 泊 祐子２） 

１）東京医療保健大学和歌山看護学部 

２）関西福祉大学大学院看護学研究科 

 

【目 的】 

基礎看護教育において、臨地実習での看護学生の気づきを促すためにどのようなリフレクシ 

ョンが行われ、実際に看護学生の気づきを得ているのかを明らかにする。そこから臨地実習に

おける学生の気づきを深めるための指導を検討する基礎資料となると考える。 

【方 法】 

医中誌 web 版を利用し、キーワーズ「気づき」、「リフレクション」、「実習」および「看護学 

生」で検索し、会議録除く 18 文献を抽出した。うち、研究目的に合致した８文献を用いた。 

【用語の定義】 

 本研究では、リフレクションを「人は学習する上での経験全体を振り返り、自己の行動、思 

考を言語化し、その時の判断について再度考え（reflect）その意味付けをすることで、自己の 

学びとする思考の振り返り」とする。 

【結 果】 

臨地実習でのリフレクションの実施は、1 年次での基礎看護学実習において対話形式のリフ 

レクション（1 件）、2 年次での基礎看護学実習でリフレクションジャーナルを用いたリフレク 

ション（4 件）であった。実習期間中にインシデントを経験した看護学生に対し、リフレクシ 

ョンジャーナルを用いてデブリーフィング（1 件）、3 年次の実習でカンファレンスやグループ 

メンバーとのリフレクションについて実習記録分析やインタビュー（1 件）、4 年次では「臨地 

実習で最も印象に残った場面」についてリフレクションジャーナルを用いたリフレクション(1

件)があったが、この方法での気づきの促進があると判断された学生は、全体の 57％であった。 

 リフレクションによって、学生自身が患者とどのような気持ちや態度で向き合っていたかに 

ついては、自己を客観的に振り返ることができ、そのときの気づきの内容は、患者の思いを捉 

えられていない自分や患者主体の援助ができていなかったことなど、自己を肯定的に捉える項 

目よりも否定的に捉える項目が多く抽出された。 

【考 察】 

臨地実習での気づきを促すリフレクションの文献は、1 年次・２年次の基礎看護学実習が最 

も多かった。学生が早期にリフレクションの方法を修得することで、学生自身が行動を振り返

り、気づくことを教員は期待していると思われる。しかし、4 年次のリフレクションジャーナ

ルへの記載だけでは、表現力の力量に左右されるためか、気づきの促進は半数程度であった結

果は教員との対話や、カンファレンス等で思考を活性化させる方法を併用する重要性を示唆し

ていると考えられる。 

【結 論】 

臨地実習でのリフレクションの活用は低学年からなされていた。リフレクションジャーナル 

への記載は、他者との話し合いにより思考を活性化させる方法を用いる重要性が示唆された。 

なお、本演題発表に関連して開示すべき利益相反関係にある企業等はない。 

40



Ｇ２６    リフレクション研修は卒後 2年目看護師に何をもたらしたか 

～リフレクション能力の変化と関連要因の検討～ 

 

〇浦上真衣１）奥田玲子 2⁾深田美香 2） 

１）鳥取大学医学部医学系研究科博士前期課程 

２）鳥取大学医学部保健学科基礎看護学講座 

 

【目的】卒後 2年目看護師は新人レベルに位置づけられていながら、1年目に比べ教育体制が

不十分である。リフレクションは看護師の成長や看護実践の質向上に有用であるとされてい

る。本研究は、リフレクション研修による卒後 2年目看護師のリフレクション能力の変化と関

連要因を明らかにすることを目的とした。 

【方法】A大学病院に新卒で就職した 2年目看護師のうち、リフレクション研修を受講した 67

名を対象に、研修前と研修 3ヵ月後にアンケート調査を行った。開発者の許可を得て「臨床看

護師のリフレクション能力尺度：試作版」¹⁾を用い、第一因子［看護実践を想起し説明する

力］5項目、第二因子［看護実践を熟考し拡張する力］7項目について、「非常にそう思う：6

点」～「全くそう思わない：1点」で回答を得た。また、看護基礎教育機関でのリフレクショ

ン学習経験の有無、職場環境 5項目（上司や先輩からの成長支援、話やすい人の存在、ロール

モデルの存在、良好な人間関係、看護の話がしやすい雰囲気）について尋ねた。職場環境の認

識は、「そう思う：4点」を積極的肯定群、「どちらかといえばそう思う：3点」～「そう思わ

ない：1点」消極的肯定・否定群とした。研修前と後のリフレクション能力各因子得点を

Wilcoxonの符号付順位検定により比較した。統計解析は SPSS Statistics Ver.24を用い、有

意水準は 5%とした。 

【倫理的配慮】鳥取大学医学部倫理審査委員会の承認（20A162）を得て実施した。 

【結果】37名から同意が得られ、そのうち欠損のない 36名を分析対象とした。リフレクショ

ン学習経験があった人は、約 8割であった。職場環境に対する認識は、すべての項目で肯定的

な回答が多かった。リフレクション能力は［想起し説明する力］と[熟考し拡張する力]の両因

子で、研修前に比べ研修後の得点が有意に上昇した。また、リフレクションの学習経験あり群

と職場環境 5項目の積極的肯定群は、[想起し説明する力]と[熟考し拡張する力]の両因子で、

職場環境に関する 3項目（仕事の話がしやすい人の存在、部署の良好な人間関係、看護の話が

しやすい雰囲気）の消極的肯定・否定群は、[想起し説明する力]の因子で、研修前に比べ研修

後の得点が有意に上昇した。 

【考察】リフレクションの学習経験がある人、職場環境を肯定的に認識している人は、研修後

の実践を通してリフレクション能力が高まっていることから、基礎教育終了後も継続的にリフ

レクションに取り組める卒後研修の充実や職場における他者支援の必要性が示唆された。 

【結論】リフレクション研修は、卒後 2年目看護師のリフレクション能力向上に寄与した。ま

た、基礎看護教育機関でのリフレクション学習経験と良好な職場環境がリフレクション能力を

高める要因として示唆された。 

本研究における利益相反は存在しない。 

1）西本亜希子ら：臨床看護師のリフレクション能力尺度の開発,日本看護科学学会学術集会講演集 40号,p124,2020. 
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Ｇ２７    リフレクション研修は卒後 2年目看護師に何をもたらしたか 

～「大切にしている看護」の変化～ 

 

〇浦上真衣１）奥田玲子 2⁾深田美香 2） 

１）鳥取大学医学部医学系研究科博士前期課程 

２）鳥取大学医学部保健学科基礎看護学講座 

 

【目的】卒後 2年目看護師の成長において、リフレクションは自己理解と自己の特性や強みに

気づくことで自信を形成し、看護実践に必要な能力を高めると言われている。本研究は、リフ

レクション研修受講による卒後 2年目看護師の「大切にしている看護」の変化を明らかにする

ことを目的とした。 

【方法】A大学病院に新卒で就職した 2年目看護師のうち、リフレクション研修を受講した 67

名を対象とした。研修では、印象に残っている看護場面を記述したリフレクションシート

（Stage0：この場面を選んだ理由、Stage1：事実の描写、Stage2：行為の評価・分析、

Stage3：看護の本質への気づきと今後の抱負）をもとに、先輩看護師がファシリテーターとな

って対話リフレクションを行った。研修前と研修 3ヵ月後にアンケート調査を行い、日頃の実

践で「大切にしている看護」について自由記述による回答を得た。記述内容はテキストデータ

化し、テキストマイニングソフト KHcoder Ver.3を用いて計量的に分析した。集計単位は文単

位とし、研修前と後の抽出語共起ネットワーク分析サブグラフ検出(random works)により、テ

キストに含まれるテーマを整理した。また、研修「前」と「後」を外部変数として抽出語対応

分析を行い、差異が顕著な語に注目して看護実践の質的変化を検討した。 

【倫理的配慮】鳥取大学医学部倫理審査委員会の承認（20A162）を得て実施した。 

【結果】総文書数は 146文（研修前 88文、研修後 58文）、分析に使用された抽出語数は研修

前 559語句、研修後 382語句であった。抽出語共起ネットワーク（random walks中心性）に

よりサブグラフ検出した結果、意味内容により研修前 13、研修後 12のグループに整理され

た。整理されたグループは、研修前では「患者に笑顔で接する」「他の看護師の考えを聞く」

「患者との約束は守る」「安心して入院生活を過ごせるようにする」など、研修後では「患者

が表出しやすい声かけをし、思いや意図を分かろうとする」「表情などから患者の変化を感じ

取り、感情を受け止める」「患者の行動の意味を考える」「自分の行動が患者にどのような影響

を及ぼしたのか考える」などであった。対応分析では、受講前は、「安心」「挨拶」「過ごせ

る」「話しかける」など、受講後は「感情」「影響」「受け止める」「感じ取る」「気がかり」な

どが特徴語として挙げられた。 

【考察】研修前は、患者と関わるうえで心がけたいことに関する表面的な考えが多かったが、

研修後は、患者の気持ちや行動の意図、自分の行動の意味や患者への影響を考えており、研修

での学びがその後の実践で活かされ、熟考した看護実践が展開されていることが示唆された。 

【結論】リフレクションシートの活用やファシリテーターとの対話リフレクションを組み入れ

た研修は、卒後 2年目看護師の看護に対する考えを深め、実践経験から学ぶ方法として有用で

あった。            

本研究における利益相反は存在しない。 
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Ｇ２８   教育指導者が考える新人看護師に求められるコミュニケーション力 

 

〇佐藤優子１），安原由子２） 

1）徳島大学大学院保健科学教育部博士後期課程 

2）徳島大学大学院医歯薬学研究部保健科学部門看護系 

 

【目的】本研究は、教育指導者である看護師が、新人看護師に必要なコミュニケーション力を

どのように考えているかについて明らかにすることを目的とした。 

【方法】データ収集は、2021 年 9 月に実施した。研究参加者は、パートナーシップナーシング

システムを導入している公立病院 1 施設に勤務する 3 年目以上の看護師であり、現在新人教育

指導者の 24～26 歳（平均年齢 24.6 歳）の 8 名（男性 1 名、女性 7 名）とした。半構造化面接

にて、新人看護師に求められるコミュニケーション力や、新人看護師の時にコミュニケーショ

ンで困ったことやうまくいったこと等について語ってもらった。全ての参加者から同意が得ら

れたため、語りを IC レコーダに録音し、逐語録を作成した。新人看護師に求められるコミュニ

ケーション能力と考えらえる語りに注目し、質的記述的研究手法にてカテゴリーを抽出した。 

【倫理的配慮】本研究は、徳島県立中央病院倫理員会（21－2）、徳島大学病院医学系臨床研究

倫理委員会（3610－1）の承認を得た研究計画書に基づき実施した。 

【結果】面接時間は 1 人 1 回、22～39（Mean±SD28±5.6）分であった。新人看護師に求められ

るコミュニケーション力としてしての 35 コード、11 のサブカテゴリー、【相手に寄り添った言

動】【言語化し、支援を求められる力】【状況を解釈し、自己表現する力】【他者との相互理解を

推進する力】の 4 カテゴリーが抽出された。カテゴリーは【】、サブカテゴリーは《》で示した。 

【考察】教育指導者は、新人看護師に《患者を優先した言動》や《相手への気遣い》ができ、

《相手に合わせた会話》や《社会人らしい言動》といった【相手に寄り添った言動】を求めて

いた。また、看護業務の報告や相談など《言語化して相手に伝える力》や自己判断せず行動す

る前に《分からないことを確認できる力》といった【言語化し、支援を求められる力】が必要

であると考えており、これはリスクマネジメントにもつながる重要な能力であると言える。さ

らに、感情的にならず《指摘されたことを解釈する力》や《解釈したことを言動で表現する力》

といった【状況を解釈し、自己表現する力】があると、教育指導者は新人の理解度や考え方を

把握し、教育指導にも活かせると考えられた。《医療チームの中での日常的な会話》や《自己開

示できる力》といった【他者との相互理解を推進する力】があると、先輩や医療チームメンバ

ーと良好な対人関係が築きやすくなる。そして、《自身の成長を支援してくれる先輩を見極める

力》は、信頼できる先輩への相談につながる、苦手な人とは適切な距離を置くことが可能とな

るため、新人看護師の対人関係のストレス軽減にもつながることが示唆された。 

【結論】教育指導者が考える新人看護師に求められるコミュニケーション力は４つのカテゴリ

ーが抽出された。教育指導者が新人看護師にどのようなコミュニケーション力を求めているか

について新人看護師も理解しておくことで、対人関係における考え方のギャップが少なくなり

新人看護師の離職予防や指導者が教育する上でのストレス緩和につながると考えられた。 

本研究に関連して開示すべき利益相反はない。 
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Ｇ２９    COVID-19の状況下における看護師の倫理的課題 

―看護実践と医療資源の分配について－ 

 

〇金正貴美１） 堀美紀子２） 

１）香川大学医学部看護学科 

２）香川県立保健医療大学看護学科 

 

【目的】本研究の目的は、COVID-19の状況下における看護師が、看護実践と医療資源の

配分について、どのような倫理的課題を担っているのかを明らかにすることである。 

【方法】CINAHLを用いて、ethical challenge, COVID-19, nursingを Keywordとし、検索

したところ、28件が表示された。このうちタイトルに keywordがすべて記載されており、

入手可能な文献 6件を研究対象とした。倫理的課題は解決すべき難しい課題とした。分析

は、倫理的課題に関連した内容を抽出し、その意味や本質を考慮し、類似性に沿って分類

および命名した。 

【倫理的配慮】文献を繰り返し読み、該当箇所を文献での文脈を尊重して意味が損なわ

れないように抽出した。分析の過程においても、文献に戻り意味を確認した。 

【結果】分析の結果から、COVID-19の状況下における看護師の倫理的課題は、看護師と

看護実践について【最前線にいる医療従事者の安全を確保する】、【自身の安全と看護ケ

アへの責務とのバランスをとる】、【自身の健康を維持し、ケアをする力を蓄える】、【新

たな状況に必要とされる技術的知識を学習し、安全な環境を実現する】の 4カテゴリ

ー、医療資源の分配について【限られた資源の公平な割り当てを行う】、【医療資源の配

分について説明し、理解を得る】、【集中治療について、トリアージガイドラインによる

選択をする】の 3カテゴリーが抽出された。【最前線にいる医療従事者の安全を確保す

る】とは、医療従事者の保護が不十分であると、患者へのケアが制限されることを示し

た。【自身の安全と看護ケアへの責務とのバランスをとる】では、適切な PPEを着用の

ため看護ケアの開始が遅れる可能性があるが、自分自身を守るために必要なことをする

ことを示した。【自身の健康を維持し、ケアをする力を蓄える】では、働くことへのス

トレスを緩和しケアへの集中力を高めることを示した。【新たな状況に必要とされる技

術的知識を学習し、安全な環境を実現する】では、COVID-19患者の医療看護技術を学習

し、安全な療養環境を整備することを示した。【限られた資源の公平な割り当てを行

う】では、より重症で回復の可能性が高い患者に、人工呼吸器が割り当てられることを

示した。 

【考察】看護師は、感染拡大の予防、医療資源の優先順位の決定といった倫理的問題に

向き合い、自身の安全と看護ケアへの責任や責務とのバランスをとり、時には限られた

資源の公平な割り当てといった倫理的課題を担い、責任ある安全な看護を行っている。 

【結論】COVID-19の状況下における看護師の倫理的課題とは、倫理的問題に向き合い、

責任ある安全な看護を構築することである。 

本研究は開示すべき利益相反はありません。 
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Ｇ３０   カンボジアのホームランドスクールにおける保健衛生指導活動の評価 

～現地スタッフへのインタビューを通して～ 

○堀美紀子 1）辻よしみ 1）森西起也 2）三木佳子 3） 

香川県立保健医療大学保健医療学部 1）看護学科，2）臨床検査学科 

3）聖カタリナ大学人間健康福祉学部看護学科 

 

【目的】筆者らは，公益社団法人セカンドハンドの主催するカンボジアにおける「保健衛生指導

者育成プロジェクト（以下，プロジェクト）」に 2017 年から計 4 回参加する機会を得た．そこ

で，本プロジェクト活動を評価し，今後のカンボジア支援の方向性を見出すことを目的とする． 

【方法】2019年 8月現地に渡航し，個別に 30分程度のインタビューを行った．インタビューの

対象は，カンボジアの地方都市であるバッタンバン州にある NGOのホームランドスクール（以

下，ホームランド）で働く現地スタッフ（以下，スタッフ）で，本プロジェクトの研修に参加し

た者とした．インタビュー内容は，研修に参加した感想やその後の自身や子どもたちの変化，保

健衛生に対する考えなどで，通訳を介して行った．分析は，インタビュー内容を逐語録におこ

し，意味内容の類似性に沿ってカテゴリー化した．ホームランドは貧困により学校に通うことが

できない子どもたちのために開校された施設で，本プロジェクトは，その子どもたちの保健衛生

の改善，病気予防行動の習慣化に対し，スタッフが研修で保健衛生の知識・技術を学び，子ども

たちに衛生教育を実施できるようになることを目指した．各回教員 1名とアシスタントの学生 2

名で 5日間の活動を行い，これまで手洗いや歯磨き，傷の手当，目の手当などを指導してきた． 

【倫理的配慮】香川県立保健医療大学倫理審査委員会の承認を得て実施した(No.286)．  

【結果】スタッフ 8名から協力が得られた．スタッフはプロジェクトの研修に参加することによ

り，［新しい知識・技術を獲得する喜び］を感じ，［保健衛生の重要性を実感］していた．プロ

ジェクト終了後もホームランドの子どもたちへの［指導の継続］に留まらず，家族や友人，近所

の子どもたちなどにも伝え教える［学んだ知識の主体的な伝授］という行動が続いていた．その

行動の背景には［保健衛生を指導することへの使命感］が存在していた．また，これまで習慣の

なかった手洗いや歯磨きを子どもたちが実施するようになり［指導後の手応え］を感じた様子

や，［保健衛生や健康に関するカンボジアの現状］からスタッフに［新たな学習ニーズ］が生

じ，［プロジェクトの継続を要望］しているという 9つのカテゴリー内容が語られた． 

【考察】スタッフが保健衛生の正しい知識や技術を身につけ指導できるようになったことに大き

な意義があった．スタッフは指導の手応えを得ながら更に自身の使命感を高め，この地域の保健

衛生状態の向上に大きな影響を及ぼしていたことが抽出されたカテゴリーより明らかになった．

ホームランド周辺は貧困から学校へ通うことのできない子どもたちが大勢いるため，保健衛生の

概念は家庭で理解させる必要がある．しかし，多くの家庭の保護者も教育を受けておらず非識字

者であり，家庭での教育も難しい現状がある．そのような周辺地域の中で既に基礎知識を持つス

タッフは指導者として認識されており，スタッフの言葉には説得力があり，確かな情報として受

け入れられやすいのではないかと考える．研修後に家族や友人，隣人へ知識を共有したスタッフ

がほとんどであり，有識者からの情報が口コミで広まるカンボジアでは有効であった．  

【結論】本プロジェクトから，カンボジアの貧困な地域では，その地域で認識されている指導者

を育てる支援が重要で，正しい知識・技術を学んだ指導者が地域住民の保健衛生の向上に主体的

に継続的に大きな影響をもたらすことが示唆された．本研究に開示すべき利益相反状態はない． 
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学 生 演 題 



新型コロナウイルス感染拡大の影響によって看護学生に生じた不安に対する支援の検討 

―看護系大学 4 年生の語りから― 

 

○吉岡咲季¹⁾ 多田羅光美²⁾ 

１）香川県立保健医療大学学生 

２）香川県立保健医療大学 

 

【目的】新型コロナウイルス感染拡大に伴う休校措置の中での看護系大学 4 年生の思いとスト
レス，対処方法について明らかにし，メンタルヘルスを保ちながら就職・国家試験を乗り越え
るために，どのような支援をする必要があるのかについて検討する． 

【方法】看護系大学 A 大学に在学し，研究協力に同意した 4 年生 4 名を対象に，半構成的面接

調査を実施し，自粛期間中の思い及び対処方法について質問した．同意を得て IC レコーダーに

録音，逐語録を作成し文字データ化した．文字データ化したものは，まとまりでコード化し意

味内容が同類のものを集めてサブカテゴリー，カテゴリー化を行った． 

【倫理的配慮】香川県立保健医療大学倫理審査委員会の承認を受け，実施した．（承認番号 332） 

【結果】サブカテゴリー,カテゴ

リー化したものを「自粛期間中の

不安」，「生活習慣・身体症状」，

「ストレスコーピング」の観点で

分類を行った．「自粛期間中の不

安」では休校になってすぐは，【嬉

しい・楽しい】【暇だ】が抽出さ

れた．そして時間経過とともに，

【感情に波があり，不安が大きく

なった】【１日を通して不安の程

度が変動した】と感じていた．就

職や国家試験等の【大学 4 年生特有の不安を感じ(た)】,【立てた目標を達成できない自分を認

められず自己嫌悪に陥った】【当たり前にできていたことができないことに対して虚しさを感

じた】等の負の感情や行動が見られた．感情に波がありながらも 12 月頃になると【不安の程度

が減少し気持ちが安定した】（図 1）．「生活習慣・身体症状」では，特に変化がない者，生活リ

ズムの乱れによって身体的変化が見られた者がいた．「ストレスコーピング」では短時間で行え

る方法を実施した者など自分に合った方法を実施し，前向きな気持ちになった者がいる一方で，

自粛期間を前向きに捉えることが難しかった者もいた． 

【考察】4 年生は就職や国家試験に不安を抱き，コロナ禍の先の見通しが立たないことに対し

苛立ちやストレスを感じていた．その結果，自分のするべき行動が手につかず，自己嫌悪やス

トレスが増大し，「眠れない」等の身体的変化に繋がっていた．また，ストレスを対処するため，

コロナ禍でできる短時間で人と関わらずに行える方法を実施し，不安が軽減された者がいる一

方で，自粛期間を前向きに捉えることができなかった者がいたことから，メンタルヘルスを保

って学校生活を送ることが難しくなっていると考えられた．そのため，尺度を用いた健康調査

や大学保健室での健康相談等の対策を行う必要がある（藤平ら,2021）．健康調査等を行うこと

で，学生の心身における影響が明らかになり，必要とされている対策が検討できる．そして，

学生が社会に適応しやすくなる，心身状態を振り返り健康管理しやすくなる，ストレス軽減に

つながる等の効果が期待できると考えた．新型コロナウイルスの終息は明確にならず，感染拡

大がいつ起こるか分らない状況である．コロナ禍において，学生が座学・演習・実習とストレ

スフルな看護基礎教育のカリキュラムを乗り越えるためには，感染再拡大の心身における影響

を少なくするために，学校・社会全体が共に支援を継続して行うことが重要であること，さら

に 4 年生の就職や国家試験のサポートには指導方法をオンライン面接等にするなどきめ細やか

に柔軟に対応する必要性が考えられた．【利益相反】利益相反に相当する事項はない．【引用文献】藤平

眞紀子ら,コロナ禍における女子大学生の日常生活への影響,日本家政学会誌,72(9),581-600,2021. 

図 1：新型コロナウイルスに対する不安の変化  【】カテゴリー 

Ｓ１ 
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Ｓ２      COVID-19 の影響により看護学生が抱える就職への不安 

 

〇青木 由 青井聡美 榊󠄀美穂子 川野 綾 

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

 

【目的】COVID-19 の影響により臨地実習に行けなかった学生が抱えている就職への不安を明ら

かにし，学生が今後取り組む課題について検討することを目的とする。 

【方法】対象は A 看護大学看護学科 4 年生 62 名とした。アンケート調査は，Google Form に回

答を記入する方法で実施した。調査内容は，①臨地実習に行けなかったことで就職に不安があ

るか，②村松ら 1)が用いた就職前の不安の内容「看護職の適正」，「知識不足」，「同期との差」，

「技術経験不足」が臨地実習に行けなかったことと関係しているか及び不安を感じる理由，③

就職前にやっておこうと思うことについて，①②は選択式を用いて，③は自由記述で回答を求

めた。調査期間は，令和 3 年 8 月～9 月とした。 

【倫理的配慮】調査への協力は任意であること，協力しないことで不利益を被ることはないこ

と，個人の特定がされないこと，本研究以外の目的で使用しないこと，アンケートの回答の送

信をもって本研究への協力に同意したとみなすことをアンケート上で明記した。 

【結果】アンケート回収率は 85.5％であった。臨地実習に行けなかったことで就職に不安があ

ると 85.1％の学生が回答した。不安の内容が臨地実習に行けなかったことと関係しているかで

は「同期との差」は 100％，「技術経験不足」は 95.0％，「看護職の適正」は 74.3%，「知識不足」

は 69.8%の学生が関係していると答えた。不安を感じる理由としては，[看護技術の実践が行え

ていない（95.0％）]， [同期より知識や技術が足りないと思う（91.7％）] ，[授業で十分な

技術経験ができたと感じられない（75.0％）] ，[看護を実際に患者に提供する経験ができてい

ない（71.4％）]， [ほかの人に同期と比べられ劣っていると思われるかもしれない（66.7％）][臨

地実習を行っていないため知識が十分に身に付いていないと感じる（60.5％）]などであった。

就職前にやっておこうと思うことで多かった回答は，[国家試験の勉強の復習]と[看護技術練

習]であった。 

【考察】学生は，臨地実習へ行けなかったことにより，自身の評価が低くなっている状態であ

る。また，臨地実習が行えた学生もいるため，その差に多くの学生が不安を感じている。加え

て，学生は，自身の知識を臨床で確かめる場を経験していないこと，実際の患者へ看護技術を

提供できていないことなどへの不安があり，自分の今後の目標を見出すことができていない状

態でもある。さらに，実際に患者への看護提供ができなかったことで，自分が看護師として働

く姿を想像することができず看護師としての適性についても強く不安を感じていると考える。

その為，不安の改善に向けた取り組みとして，技術経験不足に関しては，就職までに技術練習

を繰り返し行い，実践において必要な知識も合わせて身につけていくことが課題である。 

【結論】臨地実習に行けなかったことで，自身の持つ知識や技術が実際の場で活かすことがで

きず，同期との差や技術経験不足について不安を感じていた。その為，就職までに繰り返し看

護技術練習をするなど看護実践能力を高め，自信をつけていくことが課題となる。さらに，提

供された環境で学生も強い精神力を持ち，4 年間学んだことを無駄にしない，看護師を続けて

いく努力をしていくことも重要であると考える。本研究に開示すべき利益相反はない。 

1）村松十和,五十嵐慎治ほか：看護学生の就職先選択要因及び就職前に直面する不安．豊橋創造大学紀要，20，25-33，2016 
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コロナ禍での女子大学生の精神的健康へのストレッサー，ソーシャルサポートの関連 

 

〇岡原柚依 渡邉久美 蔵本綾 

香川大学医学部看護学科 

 

【目的】コロナ禍における精神的健康の保持増進が課題であるが，女子大学生は精神的健康

の悪化リスクの高い集団である．そこで本研究では，コロナ禍での女子大学生の精神的健康

へのストレッサー，ソーシャルサポートの関連について明らかにすることを目的とした． 

【方法】デザインは量的研究である．対象は，A 大学に所属する生命科学および教育系 3 学

部の 3 年生 300 名とした．3 年生を対象とした理由は，就職活動等の学年ごとの特徴が研究

結果に反映されない，かつ，コロナ禍が起こる前と起こった後の大学生活を経験しているた

めである．大学生用コロナ禍ストレッサー尺度，大学生用ソーシャルサポート尺度（下位因

子：情報・道具的サポート，評価的サポート，情緒・所属的サポート），K6 を使用し，Goog

le フォームの URL と研究依頼書を送付して調査した．統計分析には，IBM SPSS Statistics

 Version 26 を使用した．調査期間は，2021 年 8 月 16 日～2021 年 8 月 27 日までである． 

【倫理的配慮】研究への参加は自由意思に基づくものであり，研究への参加・不参加に関わら

ず不利益を被ることはないことや，一旦参加に同意された場合には匿名でアンケート調査をす

るため結果送信後の同意撤回は困難であることを説明した上で回答を得た．個人情報の取り扱

いについては，研究で得られたデータにより個人が特定されないこと，個人情報は研究の目的

以外では使用しないこと，データは厳重に管理して個人が特定されない形で分析すること，デ

ータは研究終了後 5 年間保管後，適切に破棄することを説明した.成果の公表方法については，

学会発表等で公表する可能性があることを説明した上で任意での協力を求めた． 

【結果】300 名にアンケート調査を実施し，92 名の回答があった．回収率は 30.67％であっ

た（有効回答 100％）．大学生用コロナ禍ストレッサー尺度は探索的因子分析を実施し，新

たな 4 因子とした(娯楽制限α=.84，生活リズム悪化α=.70，大学活動中止α=.81，面会制

限α=.65)．変数間の相関としては，精神的健康は「生活リズム悪化」との間に有意な正の

相関(r=.49)，情報・道具的サポート，評価的サポート，情緒・所属的サポートとの間に有

意な負の相関がみられた(r=-.42，r=-.39，r=-.36)．また，精神的健康の平均得点が最適カ

ットオフポイントである 5 点よりも高値であったため(8.67±6.20 点),カットオフポイント

を 9 点に設定した．そして，精神的健康を従属変数，ストレッサー，ソーシャルサポートを

独立変数として 2 項ロジスティック回帰分析を実施したところ，「生活リズム悪化」のみに

有意差がみられた（オッズ比:1.26，95％信頼区間:1.09-1.47）．  

【考察】対象者においては，大学の講義形式や生活がコロナ禍以前と比べて大幅に変化した

ことにより生活リズムの乱れが生じ，それが現在においても常態化していることが考えられ

た．生活リズムの乱れが精神的健康の悪化につながることが示唆された． 

【結論】コロナ禍における女子大学生の精神的健康の悪化に「生活リズム悪化」が影響して

いることが示された．また，ソーシャルサポートとして，状況に合わせた具体的な生活リズ

ム，食生活についての情報提供や，人との繋がりの機会を工夫して学生の生活リズム改善に

対するモチベーションを高めることの重要性が示唆された． 

なお，本発表において，開示すべき利益相反関連事項はない． 

Ｓ３   
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Ｓ４       コロナ禍において臨地実習を経験した看護学生の声 

 

〇藤井絵里１） 熊谷果林１） 浮田楓１） 岩佐幸恵２） 

１）徳島大学医学部保健学科看護学専攻 

２）徳島大学大学院医歯薬学研究部 

 

【目的】文部科学省の調査によると 2020 年度には新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影

響によって 98.3％の看護系大学が臨地実習を学内実習やオンラインでの代替実施することを

経験した。実践の科学である看護学にとって実践の中に身を置く臨地実習は重要な学習の機会

であるが，その機会がコロナ禍によって縮小された影響は大きいと考えられる。そこで，本研

究では看護学生のコロナ禍における臨地実習の経験と就職前に直面する不安の実態を明らかに

することを目的とした。 

【方法】対象者は A 看護系大学で看護学を専攻し，コロナ禍の状況で臨地実習を経験した 2022

年 3 月に卒業見込みの学生である。2021 年 9 月に Microsoft Forms を使用して Web 上で無記名

アンケート調査を実施した。質問項目は，卒業後の進路，臨地実習での技術経験，就職するに

あたっての今の知識・技術に対する認識，不安，心配事等であった。 

【倫理的配慮】研究対象者に対し説明文書を電子メールにて配信し，目的，方法，本研究への

参加を拒否した場合にも成績等の評価において影響を及ぼすことは一切ないこと等を説明した。

なお，本研究は所属機関の倫理審査委員会の審査と研究機関の長の許可を得て実施した。 

【結果】対象者は 4 年次 66 名（編入性を除く）で，その内 50 名から回答があり（回収率 76%）

1 名を無効とした（有効回答率 74%）。進路は，看護師 32 名（65%），保健師 7 名（14%），進学

（助産師）5 名（10%），養護教諭 3 名（6%），進学（教育研究者）2 名（4%）であった。患者と

の対面時間に制限があったことについて，44 名（90%）が全く足りなかった又は少し足りなか

ったと回答したが，別の質問では制限された実習ではあったが自信のつく経験となったと 35 名

（71%）が回答した。技術経験は，情報収集を目的とした会話 48 名（98%），バイタルサインの

測定 47 名（96%），傾聴・共感的理解 45 名（92%），清拭 36 名（73%），術後患者の移送と観察 27

名（55%）が上位にあがり，反対に食事介助 7 名（14%），口腔ケア 2 名（4%）が少なかった。就

職する（臨床に出る）にあたって 46 名（94%）がとても不安又はやや不安と回答し，技術を 49

名（100%）が不十分又はやや不十分と感じていた。心配なこととして COVID-19 関連では，休日

など外出が特に制限されることを 20 名（41%）が，感染することを 7 名（14%）があげた。ま

た，コロナ世代と呼ばれることについても 33 名（67%）が不安に感じると回答した。 

【考察】患者との対面時間に制限があったことについて多くの学生が少なかったと感じていた

が，一方では臨床実習は制限があったが自信のつく経験になったとも回答しており，少ない患

者との対面時間を有効に活用して一定の成果を得ることができていた。しかし，技術経験につ

いては減少しており，全員が不十分であると感じていることから，新人教育では例年にも増し

て技術修得のための支援が必要である。特に口腔ケアについては COVID-19 が唾液に多く含ま

れることからほとんどの学生が経験できていない。また，就職するにあたってはコロナ禍で実

習が十分にできなかったことだけでなく，コロナ世代と呼ばれることや，COVID-19 の影響で休

日など外出が特に制限されることについても心配しており，メンタルヘルスに対しての支援も

必要である。なお本研究に関わる利益相反はない。 
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Ｓ５   看護学生の COVID-19によるアルバイト制限とインターネット依存との関連 

 

〇石飛公基１） 榊󠄀原文２） 

１）島根大学医学部看護学科学生 

２）島根大学医学部地域・老年看護学講座 

 

【目的】 

本研究は，看護学生の COVID-19によるアルバイト制限とインターネット（以下，ネット）の

長時間使用及びネット依存との関連について明らかにすることを目的とした。なお，2019 年 8

月時点を COVID-19流行前，2020年 8月時点を COVID-19流行後として評価した。 

【方法】 

 2021年 8～9月に，A大学看護学生 3-4年生 114名を対象に，Microsoft Office365の機能で

ある Formsを用いて無記名式のアンケート調査を実施した。調査内容は，COVID-19によるアル

バイト制限の有無，COVID-19流行前後のネット依存度およびネット使用時間である。ネット依

存度は，Young’s Diagnostic Questionnaire for Internet Addiction score（YDQ）を使用し，

問題のあるネットユーザーとされる YDQ4点以上をネット依存と判定した。また，3時間以上の

ネット使用がネット依存のリスクになることから，ネットの長時間使用のカットオフ値を 3 時

間とした。COVID-19流行前後におけるアルバイト制限の有無別にみたネット依存度及びネット

時間の比較を McNemar検定で実施した。 

【倫理的配慮】 

 本研究に同意・協力することは自由意思であり,学業等大学生活に不利益が生じないこと等を

依頼文書にて説明し,アンケートの回答をもって同意を得た。本研究は島根大学医学部看護学科

卒業研究倫理審査の承認を得ている（承認番号：2124,承認日：2021年 8月 12 日）。 

【結果】 

 回収数(率)は 37(32.5％)であった。アルバイトの「制限あり」は 24 名(64.9％)で,「制限な

し」は 13名(35.1％)であった。McNemar検定の結果, COVID-19によるアルバイト制限があった

学生は有意に YDQが 4点以上(p<0.001)，ネット使用時間が 3時間以上(p=0.004)になっていた。 

【考察】 

 看護学生を対象とした COVID-19 によるアルバイト制限とネットの長時間使用及びネット依

存との間に関連があることが示唆された。その理由として，アルバイトが制限され，自宅で自

由に過ごす時間が長くなり，ネットに触れる機会が増えたこと，アルバイト制限に伴う今後の

先行きの不透明さからくる不安感や活動の機会の喪失体験を紛らわそうとした結果として,ネ

ット使用時間が増加し,ネット依存傾向になることが推察される。これらの結果を学生に周知し

て,ネットの適正使用を意識づけるとともに,ストレス対策を講じる必要がある。 

【結論】 

 看護学生の COVID-19によるアルバイト制限とネットの長時間使用及びネット依存との間に

関連があることが示唆された。 

※演題発表に関連し，開示すべき COI関係にある企業などはありません。 
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Ｓ６      新型コロナウイルス感染症による保健医療系大学生の 

危機意識と健康意識および生活習慣の変化 

 

〇大西里奈１） 市原佳子１） 高嶋菜々１） 多田美由貴２） 岡久玲子２） 

１）徳島大学医学部保健学科 ２）徳島大学大学院医歯薬学研究部 

 

【目的】新型コロナウイルス感染症(以下、新型コロナ)の発生当初と 1 年後の保健医療系

大学生の危機意識と健康意識および生活習慣の変化を明らかにすることを目的とした。 

【方法】A 大学医学部保健学科 1～4 年生のうち研究同意を得られた学生を対象に、Google

フォームズを用いた Web アンケート調査を実施した。質問項目は、①基本属性、②危機意

識、③感染予防対策、④健康意識：Multidimensional Health Locus of Control( MHLC )日

本語版 18 項目(五十嵐ら、2005)、⑤生活習慣等とした。分析方法は、記述統計、感染予防

行動による健康意識の比較には対応のない t 検定、性別危機意識の比較には Mann-Whitney-

U 検定を用いた。回答のあった 106 名を分析対象とした。 

【倫理的配慮】本研究は、所属機関の研究倫理委員会の承認を得て実施した。質問紙調査は

無記名で実施し情報の匿名化を行った。 

【結果】発生当初と 1 年後の危機意識について、恐怖感が弱まった学生は約 5 割、現在強い

不安や混乱を感じている学生は約 4 割であった。「いつ自分が感染してもおかしくない身近

な問題であると考えている」、「新しい生活様式に適応している」と回答した学生は９割を上

回っていた。マスクやアルコール消毒、手洗いや 3 密を避けるという感染予防行動はほとん

どの学生が、また、うがいをしている学生は約７割という結果であった。うがいや 3 密を避

ける行動がとれていない学生は、感染するかしないかは運命的なものと考えており有意差を

認めた(P<0.05)。発生から１年後の生活習慣の変化については、睡眠では就寝・起床時間の

遅延、食生活では 3 食食べない学生やテイクアウトの増加、運動では日中自宅で過ごす頻度

の増加が挙げられた。 

【考察】危機意識の低下の要因として、時間の経過による環境への適応、ワクチン接種済み

等が考えられ、多くの学生は、現在フィンクの危機モデルにおける「適応」段階にあると推

測される。感染予防行動が習慣化した要因として、新しい生活様式に適応していることや、

手指消毒薬の設置等、取り巻く環境の変化が考えられる。うがいと 3 密を避ける行動がとれ

ていない学生は、感染するかしないかは運命的なものと考えているため予防行動に移せてい

ないことが示唆された。生活習慣の変化については、遠隔授業が睡眠覚醒リズムの後退や起

床時間の遅延を助長させ、３食食べない学生が増加した要因に繋がっていると考える。また

三密回避や外出自粛により、外食回数の減少やテイクアウトの利用回数の増加、運動量の減

少をもたらしており、今後、新型コロナの感染状況に伴う危機意識や健康意識、生活習慣の

変化を踏まえた保健指導が必要になることが示唆された。 

【結論】保健医療系大学生における、新型コロナ発生から 1 年後の変化として、恐怖感が

弱まった学生は約 5 割、新型コロナを身近な問題であると考え新しい生活様式に適応してい

る学生は９割を上回っていた。半面、就寝・起床時間の遅延、3 食食べない、運動不足の学

生の増加等、生活習慣の問題が生じていた。本研究において、開示すべき利益相反はない。

 

51



Ｓ７  地域在住高齢者における身体的・社会的フレイル予防の現状に関する文献検討 

〇藤井美尋１） 林信平１） 松本啓子１） 

１）香川大学医学部 

 

【目的】フレイルはプレフレイルも含めると高齢者集団の相当数が該当しており，要介護状

態や入院や通院状態となる前の地域にて日常生活を送る中で，無理なく実施できる予防対策

が求められていると考える．身体的フレイルと判定されると，悪化の一途をたどるわけでは

なく，適切な介入によって身体機能や ADL 能力の向上，さらにはフレイルからの脱却が期待

されている．本研究の目的は，地域在住高齢者を対象とした日本における身体的・社会的フ

レイル予防の現状について文献検討により明らかにすることである． 

【方法】医学中央雑誌 Web 版（Version5）を用いて，「地域在住高齢者」，「フレイル」，「一

般介護予防」をキーワードとして文献検索した．まず，「フレイル」のシソーラス用語であ

る「虚弱高齢者」については除外した．絞り込みの条件として，原著論文で，2017 年から

2021 年 8 月現在までの 5 年間の文献に限定し検索を行った（2021 年 8 月実施）．本研究の趣

旨に該当すると思われる論文を選定し，11 文献を対象に文献検討を行った． 

【倫理的配慮】本研究は公表された文献を対象とし，利用は著作権の範囲で行った． 

【結果】医学中央雑誌により抽出された 11 文献の「介入方法」，「介入期間」，「評価方法」，

「実施主体」の項目に着目して分析を行った．検討論文 11 件中 3 件が，身体的フレイルの

予防につながる介入方法として下肢運動トレーニングを実施し，社会的フレイルの予防につ

ながる介入方法としてコミュニケーションを目的とした活動を実施しており効果的であっ

た．次に検討論文 11 件中 4 件が，フレイル予防教室等の開催頻度や期間を週 1 回，60～90

分で 3～4 か月間で実施しており適当であった．また検討論文 11 件中 7 件が，身体的フレイ

ルの評価に握力測定や歩行速度計測，TUG テストを取り入れていたため，評価尺度は適切で

あった．社会的フレイルの評価方法に同一のものは無かったが，内容から《用語の定義》が

基本となっていることが明らかとなった．そして検討論文 11 件中 6 件が，実施主体として

市や区といった行政になっていたということから，行政の専門職が実施する介入が一般的で

あった．加えて身体的フレイルと社会的フレイルは相互に関連していることが示された． 

【考察】身体的フレイルに対し，下肢運動トレーニングを行うことは筋力低下の予防だけで

なく，身体的フレイルの定義の全てに深く関連していると考えられるため効果的である．社

会的フレイルとも相互に関係しており，運動を目的として教室を開催した場合であっても，

その教室に参加し，ほかの人と交流することで社会的フレイルの予防になっていると考えら

れる．今後は，社会的な活動から身体的機能の向上を図る支援を行政が主体となり，地域住

民と協働して実施する必要性があると考える．さらに参加者の自主的な運営を促進すること

によって，高齢者自身の自己肯定感やフレイル予防行動の継続，介護予防につなげられると

考えられる．そのため，地域在住高齢者へのフレイル予防の取り組みは重要であり，健康寿

命を延伸することに貢献する可能性があると考えられる． 

【結論】地域在住高齢者を対象とした身体的・社会的フレイル予防の介入は下肢運動トレー

ニングやコミュニケーションを目的とした活動が多く実施されており，効果的であることが

明らかとなったため，積極的に実施する必要性があることが示された． 

本研究における利益相反はない．    
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Ｓ８  認知症高齢者を介護している家族の介護負担感と介護肯定感に関する文献検討 

 

〇中村由香１） 中野沙織２） 松下恭子２) 

                １）徳島大学医学部保健学科看護学専攻 

２）徳島大学大学院医歯薬学研究部地域看護学分野 

 

【目的】認知症高齢者を介護している家族の介護負担感と介護肯定感に影響する要因を先行

文献から明らかにし、どのような家族支援が必要であるのかを検討することである。 

【方法】認知症高齢者の家族介護者に関する文献を「医中誌 Web」、「CiNii」から検索し

た。文献の属性は、「2016 年から 2020 年までの学術雑誌及び学会誌に掲載されたもの」と

した。検索キーワードは、「認知症 and 家族 and 介護負担感」「認知症 and 家族 and 肯定感」

「認知症 and 家族 and 満足感」「認知症 and 家族 and 充足感」「介護評価」「家族機能評価」

「認知症 and 介護経験」「認知症介護 and 家族 and 評価尺度」とし、研究の目的に合う 18 文

献に絞り込み分析の対象とした。「介護負担感に影響する要因」「介護肯定感に影響する要

因」に関する記述部分を抽出しコード化し、類似性に基づいてサブカテゴリー化、カテゴリ

ー化した。 

【倫理的配慮】本研究で論文を引用する際には、著作権を侵害しないよう留意した。 

【結果】介護負担感に影響する要因として 18 カテゴリーが抽出された。以下、カテゴリー

を【 】で示す。認知症に起因するものは、【認知症の症状に対する焦燥感】【認知症に伴う

行動・心理症状の種類や程度】【徘徊により要介護者が行方不明となることへの不安感】【認

知症や介護・社会資源に関しての知識不足】【認知症により変化する要介護者の姿や関係

性】の 5 つであった。介護肯定感に影響する要因は、【自分の介護に対する要介護者からの

感謝やねぎらいの言葉】【自分の介護が要介護者の役に立っているという実感】【介護を通し

て見出すやりがいや意義】であった。 

【考察】【認知症に伴う行動・心理症状の種類や程度】【認知症の症状に対する焦燥感】【徘

徊により要介護者が行方不明となることへの不安感】は、認知症の症状に起因するものであ

り、一般的な介護負担に加えて介護困難を引き起こす要因となっていた。また、【認知症や

介護・社会資源に関しての知識不足】により症状に対して適切に対応できないことが、さら

に介護負担感を助長させる要因と考えられた。このことより、認知症の進行段階、症状の種

類や程度に応じて、介護者の知識と理解度および要介護者への関わり方について評価し、適

切な助言や対処方法を指導していくことが重要であると考えられる。また、家族会や認知症

カフェといったインフォーマルな活動に参加できるよう促すことは、介護を共有できる存在

との交流の機会となる。そういった場での交流は、介護が終了したのちの介護者の自己成長

感を高め、自らの介護経験に対して【肯定的な意義や価値を見出す】ことにつながってい

く。【自分の介護に対する要介護者からの感謝やねぎらいの言葉】【自分の介護が要介護者の

役に立っているという実感】を介護者に感じてもらえるような働きかけが必要である。その

ためには、看護者が要介護者の介護者への肯定的な感情を汲み取り、その思いを介護者へ伝

えることで両者の関係構築を支援することも重要な役割であると考えられる。 

本研究における利益相反状態はない。

 

53



Ｓ９         就労が高齢者の生活に与える影響 

 

〇中本智之 久光鷹実 林健司 

島根県立大学看護栄養学部看護学科 

 

【目的】 

本研究の目的は、就労が高齢者の生活に与える影響を明らかにすることである。 

【方法】 

就労している 65 歳以上の高齢者を対象に、半構成的面接法を実施した。分析はインタビ

ュー内容を逐語化し、「就労が高齢者の生活に与える影響」と思われる部分を抽出し、コー

ド化した。その後、コードの類似性と差異性を比較検討し、共通する意味をもつもの同士を

分類し、抽象化を行いカテゴリー化した。 

【倫理的配慮】 

本研究の実施については、島根県立大学看護栄養学部看護学科の「学生の研究における倫

理的配慮」に関する指針に基づき、老年看護領域責任者の承認を得て実施した（承認番号

2021-老 04）。 

【結果】 

研究参加者は 4 名（男性 1 名、女性 3 名）で、年齢は 66 歳〜72 歳（平均 70.25 歳）、就

労年数は 2 年〜7 年（平均 4.75 年）であった。本データ内で検討を行った結果、「就労が高

齢者の生活に与える影響」として 13 のサブカテゴリーが抽出され、5 のカテゴリーに集約

された。カテゴリー【健康の維持・増進につながる】は 5 つのサブカテゴリー＜健康意識が

高まる＞＜活動量が確保できる＞＜生活リズムが整う＞＜認知機能が保たれる＞＜病気の予

防になる＞で構成された。カテゴリー【将来への不安が解消される】1 つのサブカテゴリー

＜金銭的に余裕が生まれる＞で構成された。カテゴリー【人とのつながりが保てる】は 2 つ

のサブカテゴリー＜社会参加ができる＞＜仲間を得ることができる＞で構成された。カテゴ

リー【生きがいが持てる】は 4 つのサブカテゴリー＜自己役割の獲得＞＜活力が湧く＞＜目

標がもてる＞＜生涯学習ができる＞で構成された。カテゴリー【老化を自覚する】は 1 つの

サブカテゴリー＜疲労を感じやすい＞で構成された。 

【考察】 

本研究結果より、就労は高齢者の身体的、精神的、社会的側面に影響を与え、高齢者にと

って健康づくりにつながることが示唆された。退職後の高齢者は、地域社会との繋がりが希

薄になる傾向がある。就労は高齢者が地域社会に出かける機会の確保の一つとなり、ひいて

は健康寿命の延伸に繋がることが期待できる。 

【結論】 

超高齢社会における我が国において、今後ますます増加する高齢者が働きやすい環境を看

護者として考え、整えていく必要性がある。 

 

なお、演題発表において開示すべき利益相反状態はない。
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Ｓ１０      手術を受ける患者の抱く思いに関する文献検討 

 〇徳田響１） 西垣夏希１） 三明史穂１）  野口佳美１） 

１）鳥取大学医学部保健学科 

【目的】本研究の目的は，手術を受ける患者（以下，患者）の抱く思いを明らかにし，今後 

の看護支援の在り方への示唆を得ることである． 

【方法】研究デザインは質的研究のメタ統合である．対象文献は，2016 年～2021 年の原著論

文とし，“手術”“患者”“思い““退院”をキーワードとして，Web 版医学中央雑誌によ

り検索，57 文献が得られ，最終的に 11 文献を選定した．対象文献を精読し，患者の抱く思

いに関する記述を抽出し，コード化を行い，コードの類似性に沿って，サブカテゴリー，カ

テゴリー化を行った. 

【倫理的配慮】文献の取り扱いは、著作権を侵害することがないように配慮した． 

【結果】患者の抱く思いとして，347 のコード，50 のサブカテゴリー，37 のカテゴリーが抽

出された．さらに，37 のカテゴリーの性質，抽出された時期について分析・検討を行った結

果，告知から手術を受けるまでの時期には【告知により生じる思い】【手術を受けることに対

する思い】，手術後から退院 6 ヶ月までの時期には【手術による身体への影響に対する思い】

【生活を送る中で生じる思い】，告知から退院 6 ヶ月を通して【自身を取り巻く人との関わり

に対する思い】の 5 つの局面に分類された． 

【考察】【告知により生じる思い】では，疾患の受け止め方や健康への意識により抱く思いが

異なることが推察された．【手術を受けることに対する思い】では, 疾患や治療に関する知識

が得られることで手術への安心感を抱き，生きていくための手術へ期待を抱く一方，手術に

よる身体への影響に対する不安や，術後の再発・転移への不安など否定的な感情を抱いてお

り，手術を受けることに対する葛藤が生じていることが推察された．【手術による身体への影

響に対する思い】では,身体の回復に伴い手術が成功したことを実感し，前向きな思いを抱く

一方で，術後の疼痛や身体変化から予想と現実のギャップを感じ，不安を増大させ，ストレ

スにつながっていることが捉えられた．【生活を送る中で生じる思い】では，日常生活に戻り

生活をする中で，術前と違う外観や機能変化を自覚し，新たな不安や疑問が生じていること

が捉えられた．【自身を取り巻く人との関わりに対する思い】では，医療者や家族からの見守

りや支えによる安心感を抱く一方で，世話をしてもらうことに対する申し訳なさや自尊心の

低下を生じていた．5 つの局面から，患者は肯定的な感情と否定的な感情が混在し揺れ動く

なかに身を置いていることが推察された．患者は手術に対する期待・希望，未知のものや苦

痛・喪失の可能性に対し，さまざまな不安・恐怖を抱いている（泉, 2008）．また，日本では

自身の医療行為について医療者に委ねるおまかせ意識が強い傾向が見られる(辻本,2002).看

護者は，患者を全人的に捉え，患者の抱く思いを察して寄り添い，患者が主体的に手術治療

に参加でき，順調な回復過程を辿れるよう患者家族や他職種と連携を図り，患者を心身とも

に支援していくことが重要であることが示唆された． 

【結論】手術を受ける患者の抱く思いには，5 つの局面が捉えられ，どの局面においても肯

定的感情と否定的感情が混在していることが明らかとなった．看護師は，患者の疾患・術

式，回復段階や社会的背景など総合的に捉え，揺れ動く患者の抱く思いを察し，患者が家

庭・社会生活へ安心して復帰できるよう先を見据えた支援の必要性が示唆された．           

「開示すべき利益相反状態はない」                     
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Ｓ１１      緊急手術対応に関する看護実践能力とバーンアウトの関連 

 

〇松枝瞳１） 佐藤亜美２） 福間美紀３）田中真美 4）伊藤千加子５） 

１）島根大学医学部看護学科    

２）島根大学医学部臨床看護学講座 

３）島根大学医学部基礎看護学講座 

４）島根大学医学部附属病院    

５）島根県立中央病院       

 

【目的】クリティカル領域の緊急手術患者に対応する看護師のメンタルヘルスの状況を明らか

にし,看護実践能力とバーンアウトの関連性について検討を行うこととした。 

【方法】対象者は ICU,HCU に所属する常勤看護師 117 名,基本属性,緊急手術対応回数,日本救急

看護学会が発行する救急看護のクリニカルラダーを参考に自作したクリニカルラダーレベル 10

項目(以下,ラダーレベル), 日本語版バーンアウト尺度 1)に関する無記名自記式質問紙調査を行

った。分析は,バーンアウト尺度は先行研究 2)と比較し,51点 cut-offにし 2群に分け分布を確認

した。また,基本属性,ラダーレベル,バーンアウト尺度の関連について順位相関分析を行った。 

【倫理的配慮】島根大学看護学科卒業研究倫理審査の承認を受け実施した。A 市内にある病院の

看護責任者に文書で協力依頼し,協力の得られた医療機関の看護責任者から ICU,HCU の看護師に

調査票を配布した。対象者には研究の主旨,研究同意の任意性,拒否による影響,個人情報保護な

どについて文書で説明し,調査用紙への回答を持って同意とした。 

【結果】回収数は 58 部(回収率 49.6％)であった。対象者の年齢は 33 歳±8.5 歳,看護師経験年

数は 11.1±8.3 年,クリティカル領域(以下,CC 領域)の経験年数は 7.4±6.0 年であった。緊急手

術対応頻度は平均週 1.3±1.3 回であった。予定手術でのラダーレベルと比べ,緊急手術でのラダ

ーレベルが有意に低かった。バーンアウトの各尺度の得点の平均値は「EE；情緒的消耗感」が 15.9

点,「DP；脱人格化」が 10.0点,「PA；個人的達成感」が 14.6点であった。全体の総得点ではバ

ーンアウトの低群 51 名(87.9％) ,高群 4 名(7.3％)であった。「EE」と予定手術時の実践能力に

有意な弱い相関,予定手術時の実践能力と緊急手術時の実践能力に有意な強い相関がみられた。

また,CC領域の経験年数と「EE」に有意な弱い相関,予定手術時の実践能力に有意な中等度の相関

がみられた。 

【考察】先行研究と比較し,CC領域看護師のバーンアウト傾向は少なく,領域の経験年数が多いほ

ど看護師の心理的な疲労感や虚脱感が低く,予定手術時の看護実践能力が向上することが分かっ

た。CC 領域においてはペアで看護実践を行う場面が多く,緊迫した看護実践場面であっても負担

感の増悪を回避できているためと考える。また,日々の予定手術の経験を積み重ねながら緊急手

術の対応を始めていくため,予定手術の経験をリスクの高い緊急手術の患者の看護実践も応用的

に実施できると考える。しかしながら,緊急手術に対応する経験が浅い場合には,一時的にストレ

スが増大している可能性もあるため,ペアとなった看護師の教育的サポートが必要となると考え

る。 

【結論】緊急手術に対応する看護師には,バーンアウト傾向にある者は少なかった。CC 領域の経

験年数が多いほど,看護師の心理的な疲労感や虚脱感が低く,予定手術時の看護実践能力が向上す

る。それに伴い緊急手術時の看護実践能力も向上する。 

【引用文献】 

1）ｽﾄﾚｽﾄﾊﾞｰﾝｱｳﾄとの関係,久保真人,産業・組織心理学研究,1998,第 12巻,第 1号,5-15 

2）看護職のﾊﾞｰﾝｱｳﾄと看護職特性および看護実践環境との関連,緒方泰子,永野みどり,千葉大

学大学院看護学研究科紀要,第 34号 

演題発表に関係して、発表者らに開示すべき COI関係ある企業・組織等はありません。 
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Ｓ１２      急性期病院における高齢者への看護実践の特徴と課題 

 

〇飯尾天雪１） 合田侑加１） 平井智重子２） 吉本知恵２） 

１）香川県立保健医療大学看護学科学生 

２）香川県立保健医療大学看護学科   

 

【目的】急性期病院に入院中の高齢者への看護実践の特徴や課題を明らかにする。 

【方法】 

老年看護を専門とする指導教員のネットワークを用い紹介された、急性期病院で高齢者看護

の看護経験がある看護師を対象として半構造化面接を行った。面接は、感染予防対策として、

遠隔システムを用いてプライバシーの確保ができる場所で行い、高齢者に看護実践を行う上で

大切にしていることや今後の目標など、作成したインタビューガイドを用いて実施した。面接

内容は、研究参加者の同意を得て録音した。分析方法は、面接内容を逐語録におこし、高齢者

の看護実践や課題について語られている部分を抽出し、カテゴリー化した。 

【倫理的配慮】 

本研究は、香川県立保健医療大学保健医療学部看護学科看護研究倫理審査の承認を受けて実

施した。 

【結果】 

研究参加者は、急性期病院での勤務経験年数が 17年の看護師 1名であった。急性期病院にお

ける高齢者への看護実践の特徴として【高齢者の退院後の希望を尊重した情報収集とアセスメン

ト】【高齢者のその人らしさを支える創意工夫】【高齢者の尊厳を守る支援】【他職種・他部門と

の協働】【認知症高齢者・独居高齢者のその人らしさを支える工夫】【退院に向けた家族を視野に

入れたアセスメント】【高齢者と家族の意見調整】【実施した看護を振り返る機会】の 8つのカテ

ゴリー、課題として【高齢者の安全を優先することによる健康状態の悪化】【個別性に合わせた

ゆとりのある関わりが困難】【高齢者看護に対する病棟看護師の力量不足の認識】の 3つのカテ

ゴリーが抽出された。 

【考察】 

急性期病院の看護師は、高齢者を入院前から退院後まで長期的に捉え、高齢者の生活に密着

した情報収集やアセスメントを行い、他職種・他部門と協働し高齢者のその人らしさを支える

創意工夫をしながら、高齢者の尊厳を守る支援を行っていた。一方で、高齢者の安全を優先す

ることで健康状態が悪化するという高齢者側の要因、高齢者の強みや個別性に合わせたゆとり

のある関わりが困難であるなどの看護師側の課題が明らかとなった。  

本研究は、限定された参加者から得たデータに基づく分析結果であり、急性期病院における

高齢者への看護実践の特徴や課題の全体を明らかにすることはできていない。今後、対象者を

拡大しさらなる研究の蓄積が必要である。 

【結論】 

本研究により、高齢者の尊厳を守るために他職種・他部門と協働し、退院後の希望を尊重し

た情報収集を行い、その人らしさを支える工夫のある支援が必要となると示唆された。 

【利益相反】本研究に関して開示すべき利益相反はない。 
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Ｓ１３    急性期における心臓リハビリテーションの遅延因子と看護師の役割 

                                                  

〇東窪真生 岡田淳子 澤岡美咲 

  県立広島大学保健福祉学部看護学科 

 

【目的】 近年,心血管疾患(CVD)患者は増加傾向にあり,身体的デコンディショニング予防を

目的に,CVD 発症または術後急性期から心臓リハビリテーション(心リハ)が行われている。と

ころが,8.7～25.4%で心リハの進行が遅延する報告があり,CVD 患者の急性期の心リハにおける

プログラムの遅延因子について明らかにし,看護師として介入するケアを検討した。 

【方法】 医学中央雑誌 web で 2011～2021 年の原著論文かつ「心臓リハビリテーション」「急

性期 or 術後」「遅延 or 阻害」のキーワードを用いて検索し,13 件の文献を研究対象とした。

対象文献から対象者と離床条件,離床遅延と定義した病日を比較した。また,CVD 患者の急性期

における離床遅延因子を抽出し,意味内容の類似性に従いカテゴリ化した。 

【倫理的配慮】 文献からの内容抽出の際には筆者の意図を侵害しないよう配慮した。 

【結果】 離床遅延と定義は,7 件が「100m 自立歩行に 9 日以上要したもの」を離床遅延と定義

し,その他,最短で 6 日,最長で 17 日を基準としていた。離床遅延因子は述べ 123 件の因子が得

られ,〔器質関連〕〔併存症の存在〕〔栄養関連〕〔術前から低体力〕〔意欲低下〕〔手術侵襲の増

大〕の 6 つのカテゴリに分類された。 

【考察】 離床遅延の定義は,2007 年改訂版心血管疾患におけるリハビリテーションに関する

ガイドラインで推奨されていた術後 8 日までに歩行自立を目指すプログラムを参考にしてい

た。ガイドラインは 2012 年改訂版で,手術の低侵襲化やベッド上での運動実施に伴い術後 4 日

目に歩行自立を目指すプログラムが推奨されており,離床遅延の動向を注視しておく必要があ

る。離床遅延因子では,〔器質関連〕は高齢や女性であり，筋力低下やうつ病になりやすい傾

向が強いことが要因と考えられる。また〔併存症の存在〕とは,心機能低下に伴う不整脈や腎

機能障害,呼吸困難などの自覚症状の出現,せん妄など意識状態の悪化,転倒リスクを指してい

る。これらは,運動療法中止基準になり得ることから,看護師は,患者の日々の身体症状や自覚

症状の評価および多職種連携によるリスク管理や,治療と並行し負荷の少ない運動の支援を行

うことが重要となる。〔栄養関連〕〔術前から低体力〕〔意欲低下〕は,心機能低下に伴う消化管

吸収障害や筋蛋白の異化同化異常,CVD 症状とそれに伴う脱力感などによって運動を拒否・中

止したことが推測できる。看護師として,栄養評価や術前 ADL の再獲得を目標とした介入,精神

的支援,術前のリハビリ介入を多職種と連携して行うことも効果的であると考えられる。ま

た,CVD の手術時間の遷延や術前評価が不十分であるため循環動態が不安定になりやすい緊急

手術は〔手術侵襲の増大〕となり離床が遅延していた。慎重な周術期管理に加え,術前の状態

も含めたアセスメントや心リハの重要性を説明していくことが望ましいと考えられる。 

【結論】 離床遅延の定義は 2007 年改訂版ガイドラインを参考にしていたが,離床開始時期は

短縮しているため，研究動向を注視する。離床遅延因子の〔器質関連〕〔併存症の存在〕〔栄養

関連〕〔手術侵襲の増大〕では,患者の症状の評価,多職種連携によるリスク管理を行うことで早

期から運動を段階的に実施できるよう支援し,身体的デコンディショニングを予防することが

望ましい。また〔術前から低体力〕〔意欲低下〕では,個別的な目標を立てることや精神的支援,

術前介入を行うことも効果的である。本研究において開示すべき利益相反状態はない。 
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Ｓ１４    循環器専門病院に勤務する看護師の心不全患者への意思決定支援 

-属性との関連に着目して- 

 

〇奥野沙紀１）名越恵美１）山本紗佑里１）犬飼智子１） 

１）岡山県立大学保健福祉学部看護学科 

 

【目的】心不全の経過は、不整脈死などの突然死の発生や予測できない急性増悪が稀ではない

ため予後予測は極めて困難であり、意思決定支援を難しくしているという現状がある。そこで、

心不全患者への意思決定を支援するための示唆を得るために、循環器専門病院の看護師を対象

に、意思決定支援の実践状況を明らかにすることを目的とした。 

【方法】研究協力に同意の得られた全国の循環器専門病院 12施設へ無記名自記式質問紙を郵送

し、看護師 700 名に配布を依頼した。回収は郵送法とした。調査内容は、年齢、性別、看護職

経験年数、循環器看護経験年数、職場、過去 1年間の心不全及び緩和ケアの学習会参加の有無、

名越の作成した「意思決定支援実践尺度（α 係数＝0.93）」5 因子 21 項目 5 件法を使用した。

分析方法は、属性と意思決定支援に関する項目間の t検定（有意水準は 5%）を実施した。 

【倫理的配慮】研究の目的、方法、個人情報の遵守等を文書で記載し、アンケートの同意欄に

チェックを入れてもらうことで同意を得た。なお本研究は、岡山県立大学倫理委員会の承認(受

付番号 20-34)及び対象施設の倫理委員会の承認を得て実施した。 

【結果】回収数は 278部(回収率 39.7%)、有効回答数は 219部（有効回答率 78.8％）であった。

看護師経験年数は、15.0±9.9 年、循環器看護の経験は、11.7±8.2 年であった。外科系(外科

系病棟、ICU/CCU/HCU)と内科系(内科系病棟、地域包括病棟/混合病棟)において、「療養場所の

希望確認」「患者と家族の話し合い状況の確認」「説明の仕方の配慮」「多職種での見直し」等の

6項目で有意差がみられた。看護師と認定看護師において、「信頼関係構築」「話し合い時の環境

整備」「患者・家族の価値観・希望・苦悩把握」「情報の理解度の確認」「実施の見直し」等 16項

目で有意差がみられた。心不全の学習会参加の有無では、8項目、緩和ケアに関する学習会参加

の有無では、5項目で有意差がみられた。 

【考察】内科系は入退院を繰り返す心不全患者と症状のコントロールを行いながら長期的な展

望を持って、終末期に目を向けた関わりをしていくため、外科系よりも意思決定支援を実践す

る機会があると考える。また、認定看護師は、意思決定支援において看護師よりも能力を発揮

し実践していた。認定看護師をリソースとして活用することで､意思決定に関する問題解決がで

き、適切なケア方法のアドバイスや専門的知識による指導を受けられ、より良い意思決定支援

の実践につながると考える。さらに、患者の緩和ケアニーズの評価や適切な時期での介入に向

けて、看護師に対して緩和ケア等の学習会への参加を促し、意識付けることで知識や技術の向

上を図ることが、心不全患者への意思決定支援を促進すると考える。 

【結論】患者・家族への十分な情報提供体制を整え、実施した看護を振り返るシステムや機会

を設けること、認定看護師を活用していくこと、緩和ケア等の学習会への参加を促し、意思決

定支援の実践に繋げることの必要性が示唆された。      

本研究に関する利益相反はない。 
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Ｓ１５    ２型糖尿病の再入院患者のセルフマネジメントを促進させるプロセス 

 

〇三ケ尻 遥１） 福間美紀２） 佐藤亜美３）池田公子４） 

１）島根大学医学部看護学科    

２）島根大学医学部基礎看護学講座 

３）島根大学医学部臨床看護学講座 

                    ４）島根大学医学部附属病院 

 

【目的】糖尿病患者では教育入院を終えたにもかかわらず再入院,重症化する例が少なくな

い 5)。再入院患者は，療養行動の低下や治療中断などによりセルフマネジメントが困難な

ことが多く，再入院予防のための支援が重要となる。そこで,再入院した２型糖尿病患者へ

の看護実践を明らかにし,再入院を防ぐための看護についての示唆を得ることを目的とし

た。 

【方法】A 病院で経験年数が 5 年以上,2 型糖尿病患者を有する病棟での経験が 1 年以上あり,

再入院した２型糖尿病患者を受け持ったことのある看護師を対象に,2 型糖尿病患者の自己効

力感を高める看護実践について半構成面接を行った。インタビュー内容から逐語録を作成し,

質的帰納的に分析した。  

【倫理的配慮】島根大学看護学科卒業研究倫理審査の承認を受け実施した。A 県内病院の看

護責任者に口頭と文書で協力依頼し，対象者に研究の主旨，研究同意の任意性，拒否による

影響，個人情報保護などについて記載した文書を配布いただき，協力の同意書の届いた対象

者に調査協力を依頼した。改めて対象者には,面接当日に文書と口頭で説明を行い,書面にて

研究参加の同意を得た。面接内容の録音は対象者の承諾を得て行った。 

【結果】研究参加者は,A 病院の 2 型糖尿病患者を有する病棟で働く看護師 4 名であった。

分析の結果,200 コード,26 サブカテゴリ,5 カテゴリが抽出された。［生活や治療継続状況を

把握する］ は<患者の話を聴く場を設けた><患者の理解度を把握した><患者の言動から闘病

意欲を捉えた>などの 11 のサブカテゴリから成立していた。［生活に折り合いをつけ患者な

りの方策を探す］は <患者の生活改善を促すために,制限に折り合いをつけて関わった>など

の 6 つのサブカテゴリから成立していた。［セルフマネジメントの為の目標設定を行う］ は

<患者の目標の有無や内容を把握した>などの 4 つのサブカテゴリから成立していた。［自己

効力感を高めるための肯定的フィードバックをする］は<頑張った成果を共有して次のステ

ップに繋げて行く>などの 3 つのサブカテゴリから成立していた。［医療従事者が一丸となっ

てバックアップする］は<同職種・他職種連携する>などの 2 つのサブカテゴリから成立して

いた。 

【考察】看護師は，［生活や治療継続状況を把握する］ことで生じた課題に対処する能力を

アセスメントし，［生活に折り合いをつけ自分なりの方策を探す］,［セルフマネジメントの

為の目標設定を行う］,［自己効力感を高めるための肯定的フィードバックをする］ことに

よって自己効力感を高めながらセルフマネジメントを促進させていた。そして，多職種で情

報共有や目標の統一，連携を図りながら［医療従事者が一丸となってバックアップする］こ

とで，患者に関わる多職種がそれぞれの専門性を発揮していた。自己効力感を高める看護実

践はセルフマネジメントの促進に繋がり，更なる再入院を防ぐことに繋がると考える。  

【結論】自己効力感を高める看護実践は，5 つのカテゴリから成立していた。自己効力

感を高める看護実践はセルフマネジメントの促進に貢献している。更なる再入院を防ぐ

ための看護実践として，患者の自己効力感を活用しながらセルフマネジメントを促進  

させる必要がある。 

演題発表に関係して、発表者らに開示すべき COI 関係ある企業・組織等はありません。 
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Ｓ１６  造血幹細胞移植を受ける AYA 世代がん患者を支える看護師のかかわりの様相 
 

〇川畑遥１） 森本美智子２） 梶原右揮２） 

１）岡山大学医学部保健学科看護学専攻 

２）岡山大学学術研究院保健学域 

 
【目的】本研究は，造血幹細胞移植（以下 HSCT）を受ける AYA （Adolescent and Young Adult）

世代がん患者を支える中堅看護師がどのような認識を持ち，支援を行っているか，看護師の意

識とかかわりについて検討し，AYA 世代の看護の現状を把握することを目的とした。 

【方法】HSCT を実施する病棟での臨床経験が 3 年以上，かつ 1 年以内に HSCT を受ける AYA

世代がん患者への看護ケア経験がある中堅看護師 3 人に対し，個人面接による半構造化面接を

1 人 1 回実施した。インタビューで得られたデータから逐語録を作成し，内容分析を用いて研

究参加者ごとにサブカテゴリを生成し，質的統合法を用いて空間配置図を作成する個別分析を

行った。 

【倫理的配慮】所属施設の倫理審査委員会の承認を得て実施した(F21-23)。対象者には書面と

口頭で説明を行い，書面にて同意を得た。 

【結果】A 氏からは 11，B 氏からは 11，C 氏からは 8 のサブカテゴリが生成された。HSCT を

受ける AYA 世代がん患者とのかかわりにおいて，看護師ははじめに【人として互いを知る】

【時間をとり，病気とは関係のない話もしながら距離を縮める】ことを心がけていた。COVID-

19 の影響で面会制限が設けられ，親が付き添えなくなったことで，【些細なことでも遠慮なく

言うことができる身近な存在でいる】ことを意識するようになっていた。【子ども扱いをせず，

患者の持つ力を信じる】を意識する一方，精神的に不安定になりやすい AYA 世代の患者の【精

神状態の変化を気にかけてみる】【看護師が感情の吐口になることは当然のこととして受け入

れる】意識を持ってかかわり，【チームで情報を共有し支援する】ことで患者を多面的に理解し

ながら，揺れ動く患者に寄り添い，移植を乗り越えられるよう支援していた。 

【考察】看護師は HSCT を受ける AYA 世代がん患者を，若年であるからと子ども扱いせず，患

者が「できる」ことを信じ，大人と同等のかかわりを心がけていた。一方で，情緒的に不安定

になりやすい AYA 世代がん患者の心理状態を配慮し，揺れ動く患者に寄り添うかかわりも見

られた。移植に関する受け止めが療養生活に影響を与え，多くの管理が求められる治療である

からこそ，発達・成長を支持する視点を持ちながら，患者自ら納得して疾患に関する自己管理

や意思決定を行えるよう支援する看護師の意識が特徴的に見出されたと考えられる。HSCT で

は厳しい療養生活を長期に渡り強いられるため，看護師は長期的な視点で，多面的に患者を捉

えながらチームで支援し，AYA 世代がん患者を支えていた。また，COVID-19 の影響で面会謝

絶となったことが看護師の意識に変化を与えていることが推察された。 

【結論】AYA 世代がん患者が持つ力を信じ，患者の心理状態を継続的に観察し，気持ちに寄り

添いながら，自立・自律を支持する看護師のかかわりの様相が見出された。 

利益相反：本研究における利益相反は存在しない。 
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Ｓ１７    COVID-19 対策による面会制限に対する看護師の認識と実践内容 

 

〇古山まくり１） 坂根可奈子２） 

１）島根大学医学部看護学科 

２）島根大学医学部基礎看護学講座 

 

【目的】 

2020年 1月に国内で初めての COVID-19感染者を認めて以降，感染は全国へと拡大し，多く

の病院では COVID-19対策として面会制限が設けられるようになった。本研究は，COVID-19対

策による面会制限のある患者と家族に対する看護師の認識と看護実践内容との関連を明らかに

することを目的とする。 

【方法】 

研究デザインは関連探索研究デザインとした。A急性期病院の一般病棟で勤務する看護師 99

名に無記名自記式質問紙調査を実施した。調査内容は，個人属性（経験年数，役職），先行研

究を基に作成した面会制限に関する認識 14項目，および面会制限に関する看護実践内容 16項

目，自由記載とした。統計解析ソフト SPSSを用いてデータ分析を行った。 

【倫理的配慮】卒業研究倫理審査の承認を得て研究を行った（通知番号：2108）。看護責任

者，看護師長の許可を得た上で，研究の目的，方法，研究の任意性，個人情報の守秘，結果の

公表等について説明し，質問紙の提出をもって本研究への同意とみなした。 

【結果】 

対象者は 73名であった（回収率 75％，有効回答率 98.6％）。面会制限により，患者と家族

に影響が生じていると看護師全員が感じており，そのうち強く感じていると回答した看護師は

74％だった。家族の病状認識への影響があると強く感じている群では，「患者・家族の意向を

他職種へ伝えられるよう場面設定を適宜行っている」（p=0.008）など他 3項目で有意差があっ

た。また，97％の看護師が面会制限のある患者と家族への看護に困難感を感じていた。面会制

限のある患者への看護に困難感を強く感じている群では，「入院オリエンテーションの際に，

入院中の生活について患者と家族に十分に説明している」（p=0.027）など他 6項目で有意差が

あった。 

【考察】 

COVID-19対策により面会制限がある患者と家族により良い看護を提供していくためには，

患者と家族への影響に意識を向けていく必要があると考えられる。 

【結論】 

1. 面会制限によって患者と家族に影響が生じていると看護師全員が回答しており，そのうち

強く感じていると回答した看護師は 74％だった。 

2. 面会制限に対する影響や困難の認識は，看護実践内容と有意な関連があった。 

【利益相反】 

演題発表に関連し，発表者全員について開示すべき COI関係にある企業等はありません。 
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Ｓ１８       病院で行われている面会制限の現状と課題 

 

〇坂本藍菜 岡田淳子 澤岡美咲  

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

 

【目的】病院で行われている面会は，患者にとって家族や社会とつながることのできる窓口

であるが，時間や人数など様々な制限のもと行われているのが現状である。COVID-19 感染拡

大に伴い，その制限はさらに強まった。本研究では，病院で行われている面会の実態を調査

し，面会制限の現状と課題を検討した。 

【方法】J-STAGE をデータベースとして用い，面会および付き添いをキーワードに検索し，

医療機関に限定した文献 13 件を対象とした。対象文献から面会制限の実態,面会制限の理由，

患者・家族のニーズ，面会制限緩和について結果を抽出した。COVID-19 感染拡大下における

面会制限の現状については 2021 年 11 月時点での A 県内 500 床以上の総合病院ホームページ

を参照して面会制限の現状としてまとめた。 

【倫理的配慮】著者の意図を侵害しないように配慮した。 

【結果】病院の面会制限は ICU10 件，小児病棟 3 件で，一般病棟で研究されているものは抽

出されなかった。ICU において 1 回の面会で制限時間を設けているのが 2 件，人数制限は 2

件であった。面会回数を制限しているのは 1 件で，面会の時間帯を制限しているのが 1 件で

あった。小児科のみの病棟の方が混合病棟よりも厳しい面会制限が行われていた。ICU にお

ける面会制限を緩和する意向についての記載は 2 件であった。面会制限の理由は 3 件に記載

があり，治療・処置を理由としている施設が多かった。患者・家族は面会時間の融通性など

より自由な面会を望んでいた。COVID-19 の感染拡大に伴う面会制限は，A 県内総合病院 8 つ

のうち，5 病院が原則面会禁止，3 病院は面会制限としていた。 

【考察】ICU 患者は生命危機にある患者や易感染状態にある術後患者が収容されているため，

面会者が細菌を持ち込んだ場合，感染するリスクが高い。また，小児科には免疫機能が未完

成である子どもが入院していることから，面会者との接触を最小限にして感染予防に努めて

いることが推測できる。しかし，患者・家族はより自由な面会を望んでいることから，面会

制限緩和は患者・家族の満足度向上に有効だと考えられる。また ICU の面会制限は，医療者

側の都合によることが明らかになり，適切な対処によって面会制限を緩和することができる

と考えられる。COVID-19 感染症による面会制限は死亡例が多く報告され，リスク管理が難し

い現状にあったが，患者や家族へ悪影響を及ぼしている。ことから COVID-19 について研究は

加速しているため，感染リスク等の解明に応じた対策は必要と思われる。オンライン面会の

積極的な実施や，COVID-19 ワクチン接種済の面会者に対して制限を緩和するなど，段階的な

面会を急性期病院でも実施することが望まれる。 

【結論】ICU 患者や子どもは，面会者が病原菌を持ち込んだ場合に感染リスクが高いことか

ら，面会制限が厳しい。患者や家族は面会しやすい環境を望んでおり，面会制限の理由は医

療者側の都合が大きいことから，緩和の余地があることが示唆された。COVID-19 感染拡大に

より多くの病院が原則面会禁止の措置をとっているが，感染状況に伴う段階的な緩和と,ワ

クチン接種者の制限緩和,オンライン面会の導入を検討するべきである。 

本研究において開示すべき利益相反状態はない。 

63



Ｓ１９    終末期がん療養者を支援する訪問看護師の思いについての文献検討 

 

〇和泉沙紀１） 松木梓沙１） 矢野彩音１） 林信平１） 松本啓子１） 

１）香川大学医学部 

 

【目的】終末期がん療養者を支援する訪問看護師の思いについて文献検討により明らかに

し，その思いの背景や，訪問看護師が看護を提供するうえで必要な姿勢，整備すべき体制を

検討することを目的とする． 

【方法】医学中央雑誌 Web 版（Version5）を用いて，「終末期」「がん」「訪問看護師」「思

い」をキーワードとして文献検索した．また，絞り込みの条件として，原著論文，看護文献

で，2011 年から 2021 年 8 月までの 10 年間の文献に限定し検索を行った（2021 年 8 月実

施）．その中からテーマに沿う 13 文献を抽出し，文献検討を行った．さらに，対象とした文

献の結果の表や文中から訪問看護師の思いに該当する部分を抜粋してコード化した．コード

化の過程において，質的分析の専門家のスーパーバイズを受けた．コードについては，意味

内容の類似性によってまとめ，サブカテゴリー化，カテゴリー化を行った． 

【倫理的配慮】本研究は公表された文献を対象とし，利用は著作権の範囲で行った． 

【結果】医学中央雑誌 Web 版（Version5）でキーワードを掛け合わせて抽出された 4,081 文

献のうち，本研究の趣旨に該当する文献の抽出，さらに重複論文の除外等を行った結果，最

終的の抽出された 13 文献の内容を熟読した．分析の結果，【看護ケア】，【意思決定支援】，

【療養者・家族とのコミュニケーション】，【グリーフケア】，【栄養管理】，【医療処置】，【訪

問看護マネジメント】，【退院支援】，【多職種との連携】，【療養者・家族が抱える問題】，【医

療・福祉制度】の 11 カテゴリー，62 サブカテゴリーを抽出した． 

【考察】全人的苦痛の対応や先行き予測が難しい終末期がん看護において，訪問看護師は知

識や経験不足を感じていることから，状況に応じて判断・実践できる知識や技術を習得でき

る教育体制が必要である．また，療養者・家族と関わる際には，意見調整や信頼関係構築に

難しさを感じていた．そのため，意見調整時には療養者・家族の双方の意見を把握し，お互

いの思いを共有できるように環境を整えたり看護師がそれぞれから聞いたことを代弁したり

すること，関係構築時には，自身の役割を伝えてできることを提示することが必要であると

示唆された．さらに，医師との連携時に生じた訪問看護師が伝える情報と医師が求める情報

の齟齬をなくすために，日頃からの密な情報共有や，訪問看護師による医学的な視点を踏ま

えた情報収集・アセスメント・報告が重要である． 

【結論】訪問看護師は，終末期看護ケア実施時に必要とされる意思決定支援や療養者・家族

とのコミュニケーション，グリーフワーク等の重要性を捉えており，栄養管理等の医療処置

やマネジメント等の知識・技術の不足，終末期がん看護特有の難しさから，ケアに対する困

難感や不安を抱いていた．また，療養者・家族と関わる際は，意見調整や関係構築に困難感

を有していた．多職種との連携時には，情報共有不足や，医師との連絡に時間を要し迅速に

対応できないもどかしさを感じていた．さらに，療養者・家族，訪問看護師を取り巻く訪問

看護支援体制や，医療・福祉制度等に対して不満や負担を有しており，必要時に療養者・家

族へのサービス提供を可能とする制度改正を望んでいることが明らかになった． 

 本研究における利益相反はない． 
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Ｓ２０   がん看護に携わるスペシャリストが終末期がん患者へのかかわりで 
体験した「ゆらぎ」と対処 

 

○赤木美穂１） 藤中日菜子１） 梶原右揮２） 森本美智子２） 

１）岡山大学医学部保健学科看護学専攻 

２）岡山大学学術研究院保健学域 

 

【目的】本研究では，スペシャリストが終末期がん患者とかかわる中で体験した「ゆらぎ」

とその対処について明らかにすることを目的とした。「ゆらぎ」を本研究では，事柄の価値

に関わらず，感情を含みながら，これでいいのかと悩み，自問自答することと定義した。 

【方法】スペシャリストとしての資格更新を 1回以上行っており，終末期がん患者のケアに

直接携わり，半年以内に複数人の看取りを経験しているといった条件を満たす 3名をリクル

ートし，対象とした。終末期がん患者に関わる中で，どのような時に「ゆらぎ」を感じた

か，またそのゆらぎについてどのように対処しているか等について半構造化面接を行い，質

的帰納的に分析した。 

【倫理的配慮】所属大学の倫理審査委員会の承認を得たうえで実施した（F21-20）。対象者

には書面と口頭で説明を行い，書面にて同意を得た。 

【結果】対象者の概要：3 名全員が緩和ケア認定看護師であり，資格取得年数は 6～14 年で

あった。3 名の勤務場所は全員緩和ケア病棟であった。 

スペシャリストが体験した「ゆらぎ」と対処：「ゆらぎ」については，17 のサブカテゴリか

ら【行った選択やケアが最善だったのか繰り返される自問】【患者を支えたいのに思いを捉

え切れていないと感じる，力不足感】【患者の希望を叶えたいが叶えられない状況下で生じ

るジレンマ】【患者中心ではなく家族の意向が先行される場面に思い悩む】【スタッフによっ

て患者への対応に差が出てしまう状況でのやるせなさ】等の 6 つのカテゴリが抽出された。

「ゆらぎ」への対処については，15 のサブカテゴリから【チームで話し合うことで気持ち

を整理する】【チームで情報共有し，助言を得る】【患者の意向を第一優先に考え，患者理解

に努める】【自分が行ったことに対して肯定的な意味づけを行う】【自己理解を深め，自己を

コントロールする】等の 7 つのカテゴリが抽出された。 

【考察】ジェネラリストを対象とした先行研究との検討から，本研究で抽出された【患者の

希望を叶えたいが叶えられない状況下で生じるジレンマ】【患者中心ではなく，家族の意向

が先行される場面に思い悩む】等は，スペシャリストに特徴的な「ゆらぎ」と考えられた。

認定看護師は，役割を全うしようとする責任感も強く【スタッフによって患者への対応に差

が出てしまう状況でのやるせなさ】といった「ゆらぎ」も体験していた。これらの「ゆら

ぎ」に対して，さらに患者理解に努める，自己をコントロールする，意味づけを行うなどの

対処を行い，自己を見つめ，次の患者とのかかわりを深める力にしていた。 

【結論】本研究によって，スペシャリストに特徴的な「ゆらぎ」と対処が示された。本研究

の対象者は緩和ケア認定看護師 3 名であり，限定的であり，さらなる検討が必要である。 

本研究における利益相反はない。 
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Ｓ２１     在宅終末期療養者および家族への訪問看護師による 

意思決定支援の現状に関する文献検討 

〇中路彩花１） 林信平１） 松本啓子１） 

１）香川大学医学部 

 

【目的】本研究の目的は，在宅終末期における療養者，家族に訪問看護師が行った意思決定

支援について国内の先行研究の検討を行い，支援の現状について明らかにすることである． 

【方法】2015～2021 年の医学中央雑誌，Google scholer，CiNii，国立国会図書館サーチを

用いて，キーワードは，「終末期 or ターミナルケア」「高齢者」「意思決定」「訪問看護師」

とし，検索を行った．その中からテーマに合う 20 文献を抽出し，文献内容の検討を行うこ

ととした．抽出論文の特性については，在宅終末期における療養者，家族に訪問看護師が行

った意思決定支援に関する支援の現状を明らかにするために，各文献の特性（研究方法，研

究対象，支援事例の疾患，支援事例の意思表明の状況）を抽出して一覧を作成した．抽出論

文の分類については，抽出した文献は 2015 年から 2021 年にかけて年次順にまとめ，項目

は，著者，タイトル（発行年），目的，対象，方法，主な結果,対象の支援の方向性による分

類の 7 つに分類し，記載した． 

【倫理的配慮】本研究は公表された文献を対象とし，利用は著作権の範囲で行った． 

【結果】各文献の特性（研究方法，研究対象，支援事例の疾患，支援事例の意思表明の状

況）を抽出し，一覧を作成した．訪問看護師を対象とした文献が 15 件であり，最も多く見

られた．また，文献ごとの結果の意味内容に着目し，対象者の支援の方向性によって 4 つに

分類し，分析を行った．訪問看護師は，意思決定が可能な時期に療養者のニーズ把握を行

い，最期まで療養者を中心に希望が実現できるよう，療養者と家族との意向の不一致を調整

し続ける支援を行っていた．また，療養者及び家族，多職種間の架け橋を担い，多職種の連

携・協働によって円滑な医療の提供を行っていた．これらの訪問看護師の支援内容から，訪

問看護師のいい点や悪い点が明らかにされており，これらの改善が今後より一層ケアの質向

上を目指す上で要求されると示唆された． 

【考察】訪問看護師は，意思決定が可能な時期に終末期の過ごし方についてニーズ把握を行

うことで，決定した選択を支えながら，本人や家族の意向に沿った支援に繋げていた．療養

者の意向を第一に考えつつ，残された家族の未来の関係性をも視野にいれた，双方の希望に

沿うような支援，在宅チームによる多職種の協働によって円滑な医療の提供が今後も重要で

あると考える．また，看取りへの満足度は高い反面，訪問看護師の支援が不足していること

も明らかとなっていることから，意思決定支援の質向上を目指していく必要があると考えら

れる． 

【結論】訪問看護師は，意思決定が可能な時期の本人の意思を認識し，療養者と家族の終末

期の過ごし方のニーズ把握を行うことで，療養者と家族の希望に添える支援をしていた．さ

らに，訪問看護師は，患者と医師の架け橋を担い，在宅チームによる多職種の協働によって

円滑な医療の提供を行っていた． 介護者は，訪問看護師の支援に満足している反面で，支

援の不十分さを感じていたことが示されており，これらは，今後より一層ケアの質向上が要

求される訪問看護師に必要な能力の一部であると示唆された． 

本研究における利益相反はない．   
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Ｓ２２    統合失調症の超長期入院患者への退院支援に関する文献的考察 

 

〇福岡奈緒１） 榊󠄀原文２） 

１）島根大学医学部看護学科学生 

２）島根大学医学部地域・老年看護学講座 

 

【目的】 

本研究は，文献レビューにより，統合失調症の超長期入院患者（10年以上入院）への退院支

援の在り方を検討することを目的とした。 

【方法】 

 医学中央雑誌にて「統合失調症 or精神障害者」，「長期」，「退院支援」を andつないだものを

キーワードに，年代を絞らず 2021 年 10 月までに発表された原著論文を検索した。その結果，

309 件が抽出され，そのうち，入院期間が 10 年未満のもの,事例や具体的な支援内容の記載が

ないもの等を除外した計 46 文献を分析対象とした。対象文献から,退院支援に関連する文脈を

抽出してコード化し，支援内容が類似するコードを統合してサブカテゴリーを生成した。最終

的に,サブカテゴリーの類似性と相違性に留意しながらカテゴリー化を行った。 

【倫理的配慮】 

 著作権を遵守し，文献を熟読して記述内容の意図を損なわないように配慮した。 

【結果】 

 統合失調症の超長期入院患者への退院支援として, 6 カテゴリーと 32サブカテゴリーに分類

された。統合失調症の超長期入院患者への退院支援は,図に示す通り整理された。 

《入院が当たり前になっている状況から目

覚めさせる》ことで退院を動機づけ,《退院への

障壁を取り除く》,《1つひとつ退院に必要な力

をつける》,《退院後の環境を馴染みがあるよう

に整える》というように退院支援を進めている

ことが明らかになった。 

退院支援において,一貫して,《退院を諦めないように支える》,《患者を中心に据えてチーム

で支える》ことを重視していた。 

【考察】 

 入院が当たり前になっている超長期入院患者が，退院したい気持ちを表出したタイミングを

逃さず支援を始めること，たとえ自宅への退院が困難でも,グループホーム等の実現可能な退院

先を検討することが重要である。また,退院が現実的になり,不安定になった患者の不安にその

都度対応し,患者のペースに合わせること, 失敗体験を減らし成功体験を増やすこと等により,

退院を諦めないよう支える必要性が示唆された。 

【結論】 

 統合失調症の超長期入院患者の退院に向けて,入院が当たり前になっている状況から目覚め

させて,退院への障壁を取り除きながら,退院を諦めないように支えることが重要である。 

※演題発表に関連し，開示すべき COI関係にある企業などはありません。 
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Ｓ２３   精神科短期入院している精神障害者のニードへの支援と退院支援との関連 

 

〇尾原詩歩１） 福間美紀２） 佐藤亜美３）大國慧３） 

１）島根大学医学部看護学科    

２）島根大学医学部基礎看護学講座 

３）島根大学医学部臨床看護学講座 

 

【目的】長期入院精神障害者の地域移行が進められているが，いまだ長期入院患者が全体の約

6割を占め 1)，一年以上の長期入院精神障害者では在宅に移行できる可能性が極めて低くなっ

ている 1)。在院期間が一年未満の患者の約 7割が在宅移行しており，元の生活拠点退院が可能

となるこの期間での支援が重要となる。そこで，急性期病院における短期入院精神障害者の退

院支援とニーズ支援との関連を明らかにし，退院支援のあり方を検討することを目的とした。 

【方法】対象者は精神科病棟に勤務する看護師とし，特性や患者へのニーズ支援，病棟看護師の

退院支援実践評価尺度(DPWN) 2)に関する無記名自記式質問紙調査を行った。分析は，看護師の特

性や患者へのニーズ支援（ニーズ支援）と， DPWNについてスピアマンの順位相関分析を行った。 

【倫理的配慮】島根大学看護学科卒業研究倫理審査の承認を受け実施した。A 市内にある精神

科を有する病院の看護責任者に文書で協力依頼し，協力の得られた医療機関の看護責任者から

精神病棟の看護師に配布していただいた。対象者には研究の主旨，研究同意の任意性，拒否に

よる影響，個人情報保護などについて文書で説明し，調査用紙への回答を持って同意とした。 

【結果】回収数は 44部(回収率 81％)であった。対象者の勤務年数は 4.7±3.5年，精神看護

の関心は 4.2±1.4，退院支援に関する研修の有無は 2.1 ±1.6, on-job研修経験は 0.6±1.2

であった。ニーズ支援は，「患者の看護にあたり病棟スタッフが一丸となって支援している」

が最も高く，「生活の中にレクリエーションを組み込んでいる」が最も低かった。精神看護へ

の関心及び on-job研修は DPWNと相関があった。DPWNとニーズ支援との関連は多くの項目で

相関が見られた。中でも下位尺度も含めて全ての DPWNと相関が見られたものは，入院前から

今後を見据えて情報収集する，生活習慣の再確立に向けた支援，入院日数を考慮した支援，ニ

ーズに沿った資源の提供，関係機関との連携であった。 

【考察】精神障害者は退院後も周囲の支援が必要となることが多く，ニーズ支援のうち入院当

初から退院を見据えた情報収集や支援が生活習慣の再構築，他機関との調整等の力を有した看

護師が退院支援の実践力が高いことが伺える。退院支援は，患者のニーズに合わせた看護を実

践することの積み重ねにより向上していくことが示唆された。また，具体的な他部門や多職種

との連携調整は on-jobでの教育が必要となることが示唆された。 

【結論】DPWNは，ニーズ支援と有意な相関があった。看護師側の要因では，退院支援に関し

て研修制度では on-jobの研修と退院支援の関心が DPWNと関連があった。 

1)精神保健医療福祉に関する資料 ,国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所

https://www.ncnp.go.jp/nimh/seisaku/data/（2021.11.1）

2) Sakai S, et al.: Developing an instrument to self-evaluate the discharge 

planning of ward nurses. Nursing Open, 3 (1): 30-40, 2016. 

演題発表に関係して、発表者らに開示すべき COI 関係ある企業・組織等はありません。 
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Ｓ２４    精神科におけるレクリエーション活動が看護師に与える影響 

 

〇丸山和 1） 福岡理英 1） 

1）島根大学医学部看護学科 

 

【目的】 

精神科におけるレクリエーション活動が看護師に与える影響について明らかにすることを

目的とした。 

【方法】 

A 病院精神科病棟に勤務する看護師 3 名に半構成的面接を実施し,逐語録を作成し,その中

から看護師に与える影響をコードとして抽出し,カテゴリー化した。 

【倫理的配慮】 

卒業研究倫理審査の承認を受けて実施した。対象者に研究の目的・方法,研究への協力は自

由であること,プライバシーの厳守,匿名性が確保されること等を,文章を用い口頭で説明し,

同意書への署名をもって同意を得た。また,COVID-19 対策のため,密集・密接・密室とならな

いように研究対象者との距離を確保でき,換気できる場所とした。 

【結果】 

対象者は女性 2名,男性 1名であった。平均年齢は27.7±1.25歳,平均勤務年数は6.0±0.82

年であった。インタビューの結果,39 のコードが抽出された。意味内容の類似性に基づいて

カテゴリーを作成した結果,『患者への理解が深まる』『負担だと感じる』『達成感がある』『や

りがいに繋がる』『日々の関わりにプラスの変化がある』『自分自身・人間関係に変化があっ

た』『患者との交流できる』『自己の成長に繋がる』『自分自身も楽しい時間に繋がる』の 9 つ

のカテゴリーに集約された。  

【考察】 

レクリエーション活動を通して患者と交流することで,患者への関心が深まり,患者の気持

ちを引き出すことに繋がるため,より患者の個別性に合わせた看護を提供できるようになる

と考える。また，レクリエーション活動は,普段あまり関わりのない職種とも関わりを持てる

ため,職場の人間関係形成に大いに役立ち,他職種との交流を通して自己の患者との関わり方

の見直しに繋がっていると考える。 

一方で,看護師はレクリエーション活動を行う時間に常に患者の様子に配慮する必要があ

ること,レクリエーション活動中も他の業務があり多数の人員を割けないことから、負担に

つながっていると考えられる。よって,負担を軽減する工夫が必要である。 

【結論】 

精神科の看護師 3 名のインタビューから,39 のコードが抽出され，『患者への理解が深ま

る』『負担だと感じる』『達成感がある』『やりがいに繋がる』『日々の関わりにプラスの変化

がある』『自分自身・人間関係に変化があった』『患者との交流できる』『自己の成長に繋がる』

『自分自身も楽しい時間に繋がる』の 9 カテゴリーに集約された。レクリエーションは看護

師にプラスの効果をもたらすと同時に負担にもなり得るので,負担を軽減する工夫が必要で

あることが示唆された。 

※演題発表に関連し、開示すべき COI 関係にある 企業・組織および団体等はありません。 
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A 県における精神障害ピアサポーターの支援者の実践とニーズについての質的研究 

〇仁和寺慶大 渡邉久美 蔵本綾 

香川大学医学部看護学科 

 

【目的】精神障害ピアサポーターは精神障害当事者支援における働きが期待されるが、活動上

の困難を有しやすいためピアサポーター支援者の存在が非常に重要である。本研究の目的は、

精神障害ピアサポーターを支えるピアサポーター支援者の実践とニーズについて明らかにし、

実践に基づいたピアサポーター支援に関する政策提言のための基礎資料とすることである。 

【方法】A 県障害福祉課の担当者より紹介を受けて、行政機関、地域活動支援センターおよ

び医療機関に所属するピアサポーター支援者 4 名に対面もしくはテレビ会議システムを用い

た半構造化インタビューを行った。支援実践と困難についてインタビュー調査を行った結果、

支援者の方々の様々な工夫による、困難状況を減ずるための実践とピアサポート活動に対す

るニーズが語られた。そのため、ピアサポーター支援者の実践と今後のピアサポートについ

て支援者が持つニーズとしてまとめた。インタビューデータから逐語録を作成し、SCAT(Steps 

for Coding and Theorization)の手法を参考に質的分析を行った。 

【倫理的配慮】研究の趣旨、個人情報の保護、データは本研究以外に使用しないこと、学会発表

等により本研究結果を公表すること等を文書と口頭で説明し、同意書の記入をしていただいた。

また、インタビューは対面、テレビ会議システムのいずれにおいても各々がプライバシーの確保

された空間にいる状態で行った。録音したデータは研究者の所属施設内にある鍵のかかるキャ

ビネットにて保管した。データは所定の期間保管した後に適切に消去するものとした。 

【結果】以下、『』はテーマ、【】はカテゴリーを示している。ピアサポーター支援者は現状

の制度と環境の中で【ピアサポーター個々への配慮】をはじめとした『得意分野とのマッチ

ングおよび相性の見極めと活動上の配慮』や【ピアサポーターを取り巻く人間関係の調整】

といった『ピアサポーター周囲の人間関係の調整』に気を配り、支援を行っていた。 

ピアサポーター支援者はこの先の安定したピアサポート活動の環境のために、【支援者の

マンパワー不足】【ピアサポーターの能力の不均一】の改善による『ピアサポート活動に携わ

る人材の確保』を必要としていた。また【所属や立場によるピアサポート活動に対する温度

差】を埋め、『共通認識を持つ他スタッフとの連携』をしていくことを求めていた。そしてピ

アサポーター支援者は【ピアサポーターについて知る機会の不足】【活動の場の不足】を解消

していく必要があるという『ピアサポーター発展と質の確保に関する望み』を持っていた。 

【考察】本研究で示された支援者の実践はピアサポーターが抱える困難を軽減する関わりと

なっていた。また、ピアサポーター養成研修のカリキュラムの中でピアサポート活動の実習

が行える体制を整備すること、県の登録ピアサポーターがもれなく受講できるフォロー研修

を整備すること等が必要と考えられた。さらに、体験談の発表等の活動機会をより充足させ

ることはスキルアップと存在の普及の両者に大きく影響すると考えられた。 

【結論】ピアサポーター支援者は現状の制度と環境の中でピアサポーターの得意分野を見極め、

人間関係の調整を行いながら丁寧な支援により支えていた。また、ピアサポーターの存在の普

及、ピアサポーターについて知る機会と実習等の研修機会と活動機会の充足、スタッフ間のピ

アサポートに対する共通認識の醸成に関して引き続き努めていくことが望ましい。 

本研究における開示すべき利益相反は無い。 

Ｓ２５ 
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Ｓ２６    新型コロナウイルス感染症による在宅精神障害者への影響と支援 

 

〇福田晴香１） 榊󠄀原文２） 

１）島根大学医学部看護学科学生 

２）島根大学医学部地域・老年看護学講座 

 

【目的】 

本研究は，相談支援事業所の相談支援専門員が捉えている, 新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）による在宅精神障害者への影響と支援について明らかにすることを目的とした。 

【方法】 

 在宅精神障害者への支援を行っている相談支援事業所の相談支援専門員 3 名を対象に，1 時

間程度の半構成的面接を行った。面接内容は, COVID-19による在宅精神障害者への影響,影響に

対する支援等である。対象者の同意を得て面接内容を IC レコーダーに録音し,逐語録を作成し

た。逐語録から,相談支援専門員が捉えた COVID-19による在宅精神障害者への影響『 』ごとに,

支援に関する文脈を抽出して,コード化,サブカテゴリー化,カテゴリー化《 》した。 

【倫理的配慮】 

 研究の趣旨や目的,協力は自由意思であること,研究協力の撤回の自由等を口頭および文書に

て説明し,同意書の署名をもって承諾を得た。なお，本研究は，島根大学医学部看護学科卒業研

究倫理審査の承認を得ている（承認番号：2118,承認日：2021年 8月 11日）。 

【結果】 

 COVID-19による影響を受けた計 7事例に対して支援が行われていた。COVID-19による影響と

して，『馴染みのある人と会えないことによる精神的不安定さ』『COVID-19 で先行き不透明によ

る心身の不調』『感染の恐怖から外出しなくなったことによる心身の不調』『精神的不安定さに伴

う生活能力の低下』『COVID-19 への感染が危惧される状況に対する不安』『感染の恐怖から訪問

支援をためらう』『馴染みのない感染対策を受容できないことによるサービスの拒否』『外出した

い衝動を抑制できない』『COVID-19による就労中断に伴う不安』の 9つが挙げられた。影響に対

する支援として《人と会えない寂しさを和らげる》《心身の不調が悪化しないようにする》《会う

ことが減っても本人の状況変化をキャッチして柔軟に対応する》《生活に支障をきたした状況を

乗り越えられるようにする》《感染の恐怖を和らげる》《支援者自身が感染を防止しながら支援の

継続を図る》《COVID-19による状況変化に対応できるようにする》の 7カテゴリーが抽出された。 

【考察】 

 在宅精神障害者が状況の変化に順応できるように，COVID-19の流行によりはじまった感染対

策を説明する等,正しい理解を促すことが重要である。また,会うことが減っても本人の状況変

化をキャッチして支援体制を構築すること,馴染みのある人と会えない寂しさや感染の恐怖を

受け止め続けることの重要性が示唆された。 

【結論】 

COVID-19の影響を受けた在宅精神障害者に対して，心身の状態や生活の調和を図り，会う

ことが減っても状況を捉えて寄り添うことで，COVID-19への適応を促すことが重要である。 

※演題発表に関連し，開示すべき COI関係にある企業などはありません。 
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患者-看護師間でのミスコミュニケーションの現状と対策に関する文献レビュー 

 

〇河野清楓 吉田和美 川野綾    

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

 

【目的】患者看護師間で発生するミスコミュニケーションの現状と対策を明らかにし，ミスコ

ミュニケーションの発生を防ぐための示唆を得る。 

【方法】医学中央雑誌 web 版を用いて原著論文，看護論文に限定し「コミュニケーション」「イ

ンシデント」「患者」3 つをキーワードとして文献検索し 57 件の結果を得た。この中から患者

看護師間におけるミスコミュニケーションの現状とその対策に関する記述がある 4 件の文献及

び 1 件の解説を抽出した。抽出した 5 件の文献の結果及び考察から患者看護師間のミスコミュ

ニケーションに関する現状と対策について具体的に記述してあるデータを抽出し，類似性に基

づきカテゴリ化した。カテゴリを《 》，サブカテゴリを〈 〉で示した。 

【倫理的配慮】文献の使用にあたって出典を明らかにし，研究内容は正確に読み取り分析し，

著者の意図を侵害しないよう配慮した。 

【結果】ミスコミュニケーションの現状として 16 コード，6 サブカテゴリと，《看護師のコミ

ュニケーション不足》《患者の人間特性に関する問題》《看護管理に関する問題》の 3 つのカテ

ゴリが抽出された。またミスコミュニケーションの対策として 13 コード，7 サブカテゴリと，

《看護師の対人スキルの向上》《ルールの統一》《環境調整》の 3 つのカテゴリが抽出された。 

【考察】看護師が患者の状態や理解度を確認することで，〈患者の理解に関する問題〉や〈患者

の状態に関する問題〉が解決する可能性が示唆された。したがって，患者の状態や理解度の確

認過程で生じている《看護師のコミュニケーション不足》を補うことが，ミスコミュニケーシ

ョンに対する優先的課題であることが推察される。さらに，《看護管理に関する問題》に対する

解決には，看護師が精神的余裕を持てるような働き方の再検討や，看護業務の複雑さを軽減で

きるシステムの構築が必要になると考えられる。 

 患者看護師間のコミュニケーションにおいて，看護師のコミュニケーションスキルの強化は

確認・情報不足や患者の心理の理解不足を補い，看護師の精神面のコントロールは思い込みや

慣れを防ぐことができると考えられるため，《看護師の対人スキルの向上》はミスコミュニケー

ションの対策として有効であると推察できる。また，説明書に基づく〈説明時のルール〉や説

明内容を基準化する〈確認時のルール〉などの《ルールの統一》が，対策として有効であると

考えられる。さらに，ピクトグラムや電子機器の導入でコミュニケーションの新しいあり方を

模索する，スキルを向上させるためのサポート体制を充実させるなどの《環境調整》を行うこ

とは看護師の精神的余裕を生み出すことに繋がるため，これらも対策として効果的であると考

えられる。 

 本研究において明らかになったミスコミュニケーションの対策は，医療者間のミスコミュニ

ケーションの対策としてあげられていたものと類似していた。しかし，患者看護師間のミスコ

ミュニケーションが発生する背景には《患者の人間特性に関する問題》という患者を主体とし

た問題も存在する。以上の理由より，さらなる対策として看護師は患者のケアを受ける権利を

尊重しサービスを提供する立場にあることを自覚し，患者の理解力の向上や患者自身の意思を

表出する方法のサポートを強化する必要性が示唆された。開示すべき利益相反状態はない。 

Ｓ２７ 
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Ｓ２８        看護場面における沈黙に関する文献検討 

〇岩﨑真歩 吉田和美 榊美穂子  

県立広島大学保健福祉学部看護学科  

 

【目的】看護場面における沈黙について明らかにし，沈黙のあり方，対象理解，より良い看護

実践につながるコミュニケーションについて検討する。 

【方法】文献データベースとして医学中央雑誌 web（ver．5）を用い，「沈黙」「看護」という

キーワードをもとに，年代を 2010 年から 2021 年に限定し，原著論文，看護文献を検索した結

果，51 件の文献を抽出した。そのうち，重複していた文献を除いたうえで，論文の形式として

整っていない解説記事，学生を対象とした文献，「沈黙療法」という治療方法に関するものを除

き，「看護場面における沈黙」について記述がある 10 件を最終的に対象文献とした。対象文献

から，看護場面における沈黙に関するデータを抽出し，その意味内容に沿って類似性に基づき

カテゴリー化した。 

【倫理的配慮】文献の使用にあたって出典を明らかにし，研究内容は正確に読み取り分析し，

著者の意図を侵害しないように配慮した。 

【結果】看護場面における沈黙については 34コードが得られ，6カテゴリーが抽出された。 

看護場面において沈黙が生じると，看護者は 

緊張や不安が生じ【沈黙の傾向を自覚する】こと

が明らかになった。しかし，そのような傾向を自

覚しながらも，【沈黙の意味を捉える】ことを通し

て，【患者を理解する】ことに努めると同時に，患

者の【思いを汲み取る】ことに徹しながら，患者

からの【発話を待つ】ことで，【患者に真摯に向き

合い傾聴する】ことが明らかになった。 

【考察】1．沈黙に直面した看護者のありよう  

沈黙は患者との関係性の築きにつなげることが

できる重要なコミュニケーション手段の一つで

あるため，【沈黙の傾向を自覚する】ことを経て【沈黙の意味を捉える】ことで，沈黙の持つ役

割や効果に気づくことが重要になると考えられる。 

2．対象理解と看護者の歩み寄り 『患者の印象や情報を収集する』といった【患者を理解する】

ことや『患者に歩み寄る』，『患者の思いを推し量る』などといった【思いを汲み取る】ことを

実践しながら，沈黙の意味を明らかにすることが患者の理解につながっていくと考えられる。

また，沈黙という時間を患者と共有しながら，温かい気持ちを持って【発話を待つ】ことによ

り，患者の自己表現を促すことができると考えられる。 

3．より良い看護実践につながるコミュニケーション 【患者に真摯に向き合い傾聴する】こと

を通して，患者看護者間の信頼関係の構築につなげることができると考えられる。さらに，【発

話を待つ】ために『患者のそばにいる』『できる限り付き添う』ことも，患者にとって心強い姿

勢であると考えられる。患者との日々のコミュニケーションにおいて沈黙について深く振り返

り，どのような意味があったかを考え，患者の真意を知ることで，患者の思いに寄り添う看護

に生かしていく必要があると考えられる。本研究に開示すべき利益相反はない。 

カテゴリー コードの一例 

沈黙の傾向を 

自覚する 

沈黙の時間が長くなると緊張する 

自分が不安を感じる沈黙の時間を 

避けようとする 

沈黙の意味を 

捉える 

語れない世界にも意味がある 

沈黙は効果的な「間」になる 

患者を理解する 患者の印象や情報を収集する 

思いを汲み取る 患者の思いを推し量る 

患者が感じている本当に話したいこと

に気づく 

発話を待つ 患者のそばにいる 

患者の発話を待つことを基本姿勢と 

する 

患者に真摯に 

向き合い傾聴する 

見解を心から受容していることを示す 

自分を白紙にして全身全霊を相手の 

心に合わせて聴く 

表．看護場面における沈黙（一部抜粋） 
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Ｓ２９     若年女性の月経随伴症状に対するセルフケア行動と 

セルフケア行動に関する知識の習得方法の実態：横断研究 

 

大橋茉依 1) 沖原佑香 1) 古川由佳 1) 佐藤芳子 1)

武智尚子 1) 前川泰子 1) 西村亜希子 1) 

１）香川大学医学部看護学科 

 

【目的】若年女性の月経随伴症状に対するセルフケア行動の実態と，セルフケア行動に関す

る知識の習得方法を明らかにし，今後の月経教育への基礎的資料とすることを目的とする． 

【方法】研究デザインは横断的観察研究で，調査対象はＡ大学医学部に所属する 20～24 歳

の女性とした．日本国籍でない者，現在妊娠中・授乳中の者，治療中の疾患がある者を除外

した．Google フォームを使用し，月経随伴症状とセルフケア状況，それに対する他者から

の介入のニーズについて無記名式アンケート調査を行い，Microsoft Excel を用いて記述統

計と相関分析を行った．自由記述の内容については，内容を吟味し分類した． 

【倫理的配慮】アンケート実施前に表示されるウェブページで，研究目的及び参加は自由意

思によることを説明し，意思確認の質問に回答する方法で，全ての参加者から同意を得た

（香川大学医学部倫理委員会 承認番号 2021-183）． 

【結果】175 人がアンケートに回答し，適格基準を満たさない 29 人を除外した結果，有効

回答数は 146 人であった．月経随伴症状は 95％以上の者が経験しており，具体的には下腹

部が痛い(76.0%)，眠くなりやすい(65.8%)，イライラする(55.5%)，腰が痛い(53.4%)，憂鬱

になる(51.4%)の順に多かった．月経随伴症状による日常生活への影響は，約 8 割の者が困

っていると回答し，特に精神症状を自覚している者ほど日常生活への影響が大きかった．月

経随伴症状に対するセルフケアは，横になる(58.2%)，市販鎮痛剤の服用(54.8%)，月経記録

（月経期間の記録）をつける(45.2%)の順に多かった．セルフケアに関する情報源は親が約

半数で，次いで友人(36.3%)とインターネット媒体(26.0%)が多かった．セルフケア開始時期

は、高校在学時(38.4%)と高校卒業以降(41.1%)で約 8 割を占めていた．他者からの介入につ

いては，約 6 割の者が必要であると回答した．期待する介入内容は，医療機関・専門職に対

しては症状への介入と専門的な情報提供，学校に対しては月経教育での月経随伴症状やセル

フケア方法を含む詳しい情報提供と学校生活上の配慮，社会に対しては月経随伴症状への理

解，身近な人に対しては日常生活上の支援や精神的な援助を望んでいた． 

【考察】若年女性の多くは月経随伴症状により日常生活への影響を受けているが，効果的な

セルフケアができていないことが示唆された．月経教育において，月経随伴症状の理解を促

し，セルフケア能力を高められるよう支援することは，症状の改善のみならず，生活の質の

改善にも重要であると考えられた．また，月経随伴症状に悩む女性のニーズは，医療機関や

教育機関，社会，身近な人など多方面に対し，多岐に亘っていたが，いずれも十分に満たさ

れていない状況であった．親など身近な人に適切な理解や支援を促すよう情報提供を行うこ

とや，学校や職場で社会生活に支障がないよう女性を取り巻く環境に働きかける必要性も示

唆された．加えて，自分で対処できない時に，受診や相談がしやすい専門職のサポート体制

も整えていくことで、月経随伴症状のセルフケアを行う一助となるのではないかと考えた． 

【利益相反開示】本研究に関連し，発表者らに開示すべき利益相反はありません。 
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Ｓ３０    より良いバースレビューに求められる要素についての文献検討 

 

 

〇大塚賀穗子１） 片岡実咲 1） 廣野七望 1） 赤垣衣美 1) 石上悦子 1） 川田紀美子 1） 

１)香川大学医学部看護学科 

 

【目的】「健やか親子 21」の最終評価報告書から，母親が出産体験を助産師と共に振り返る

バースレビューに，より良い支援を求めていることが窺えた．そのため，本研究ではバース

レビューの現状を明らかにし，より良いバースレビューに求められる要素について検討する

ことを目的とした． 

【方法】本研究のデザインは文献検討である．医学中央雑誌 Web 版を用いて文献検索を行っ

た．対象文献の種類は 2001 年から 2021 年までの原著論文，キーワードを「バースレビュー

or 出産体験 or 分娩体験」，「(出産 or 分娩）and 想起」，「(出産 or 分娩）and 振り返り」と

して検索し，2004 年から 2019 年までの対象文献が 7 件抽出された． 

【倫理的配慮】研究協力者に対し，➀研究趣旨➁研究協力により不利益は生じないこと➂研

究途中での拒否や中断等の権利があること➃得た情報は研究目的以外に使用しないこと➄匿

名性の保証等を説明し，同意を得ているものが考慮された文献のみを使用した． 

【結果】バースレビューの現状として，バースレビューに対する助産師の認識についての研

究が 1 件，一般的な形式によるバースレビューの効果についての研究が 1 件，出産・育児体

験を明らかにした研究が 2 件であった．新しい試みとして，回数を複数回にした研究が 1

件，グループによるバースレビューを実施した研究が 1 件，夫婦に対してバースレビューを

実施した研究が 1 件であった．また，助産師の参加者に対する態度について，「共感するこ

と」を重要視すると述べる研究が 3 件，「非言語的情報を読み取ること」を重要視すると述

べる研究が 2 件であった． 

【考察】バースレビューは，約 80％の助産師が実施しており，助産ケアとしてある程度浸

透していることが考えられた．一方，実施時期や所要時間について曖昧な部分があり，エビ

デンスを構築していくことの必要性が見出された．また，育児期に助産師と出産を振り返る

場が出産体験の受容に繋がっており，出産から長い時間を経た後に行うことも効果的である

と考える．新しい試みとして，バースレビューを複数回にし，出産体験を語り直す機会を設

けることや，グループでの参加により，同じ体験をした者同士で体験を共有することで，抱

えている思いの整理や新たな意味を見出し，出産体験を肯定的なものとして捉えることに繋

がっていた．したがって，複数回にすることやグループ・夫婦で行うといった形式の工夫を

導入することは，バースレビューをより良いケアとして有効に活用できると考える． 

【結論】助産師と共に出産体験を想起・統合するバースレビューは，肯定的出産体験をもた

らすことに有効だと示唆された．新しい試みとして，複数回の実施や参加者をグループ・夫

婦にすることで，出産体験の肯定的な受け止めに加え，自身の物語としての受容や親となる

こと，育児への前向きさを促す効果も見られていた． 

なお、本論文に関して、開示すべき利益相反関連事項はない。 
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Ｓ３１      産後１年以内の母親の睡眠の特徴に関する文献検討 

 

〇植野由惟１） 福間美紀２） 佐藤亜美３） 

１）島根大学医学部看護学科    

２）島根大学医学部基礎看護学講座 

３）島根大学医学部臨床看護学講座    

 

【目的】妊産婦期にある母親が感じる不安や負担として十分な睡眠がとれないものが高い割

合を示し 1），褥婦の健康や育児を行う上で授乳期における睡眠不足は重要な健康課題といえ

る。そこで，本研究では，産後 1 年以内の母親の睡眠の特徴を文献から明らかにし,睡眠不

足になりやすい時期や睡眠不足の要因に合わせた適切な介入を検討することで睡眠不足から

発生しうる子供を含む健康課題の解決につながる方策を検討することとした。 

【方法】医中誌 Web にて 2021 年までのすべての期間を検索対象とし，「出産・睡眠」,「育児・

睡眠」についてキーワード検索を行った。検索できた文献のうち原著論文に絞り要約を精読し，

研究目的に関連するものであるか検討し 18 論文について検討を行った。分析方法は，文献を精

読し,母親の睡眠の実態と看護介入の記述を抽出し,睡眠の実態については睡眠不足の影響要因

と母親の対処行動について整理した。 睡眠の量的・質的記述的研究の記述内容は，コードを抽

出し，各コードを意味内容が類似するものごとに分類し,カテゴリを作成した。  

【倫理的配慮】取り扱った文献について，著者の真意から逸脱することがないように留意した。 

【結果】母親の睡眠時間は,出産直後 5.8 時間,産後 1 ヶ月 6.3 時間,産後 2 ヶ月 5.4 時間,産

後 3 ヶ月 6.0 時間,産後 4 ヶ月 7.2 時間,産後 5 ヶ月 7.1 時間,産後 6 ヶ月 6.7 時間,産後 12

ヶ月 7.5 時間と産後 2 ヶ月で睡眠時間が最短で産後 12 ヶ月で最長となっていた。  

睡眠不足の影響要因 は，「育児負担」4 件,「夜泣き」3 件,「家族からのサポートを受けに

くい環境」1 件の論文があり,記述内容では育児で眠れない,母乳によって起きる,サポート

を受けにくい環境の順に多かった。褥婦の語りでは，《授乳のたびに起きる》《泣き声で起き

る》《他の子の世話があって起きる》《育児のため起きる》《物音や気配で起きる》《だるいの

と寝苦しくて眠れない》《眠りが深い時に起きてしまい眠れない》という 7 のカテゴリが抽

出された。2 つの論文で看護介入の検討を行っていたがどちらも効果は示されなかった。 

【考察】母親の睡眠時間は出産直後から産後 3 ヶ月までの期間が他の期間と比べ少なく，女性

の平均的な睡眠時間と比べ少ないため，母親の健康障害，虐待などの育児問題を回避するため

にもリスクのある母親については産後 3 ヶ月までの睡眠のモニタリングが重要といえる。特

に，ハイリスク妊婦については，退院後早期に家庭訪問するなど状況を把握し，長期間継続し

て支援する体制作りをする必要がある。睡眠不足の要因は，育児負担，夜泣きなどが挙げられ

ているが，妊娠中に家事や育児のサポート準備をする母親は 6 割前後に留まっており 2），この

ような状況も,出産後母親が育児に慣れない要因になり得ると考える。そのため，核家族など

サポートが受けにくい母親については，妊娠期から産後早期の育児や家事分担など具体的な話

し合い母親の睡眠状況に応じた支援が必要である。 

【結論】出産後は早期に睡眠時間が短縮することが明らかとなった。また,母親の睡眠影響

要因では「育児負担」「夜泣き」「家族からのサポートを受けにくい環境」の順に多かった。 

【引用文献】1) 子ども・子育て支援推進調査研究事業.“妊産婦に対するメンタルヘルスケ

アのための保健・医療の連携体制に関する調査研究”.厚生労働省.2021-07-31. 

2）産前産後の生活とサポートについての調査レポート.ベネッセ教育総合研究所.平成

27 年 3 月  

演題発表に関係して、発表者らに開示すべき COI 関係ある企業・組織等はありません。 
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Ｓ３２     保健師が実施する災害時の保健活動に関する国内文献の検討 

 

〇山本紗佑里１） 犬飼智子１） 奥野沙紀１） 名越恵美１） 

１）岡山県立大学保健福祉学部看護学科 

 

【目的】日本では、地震・津波・豪雨による洪水といった自然災害が多く、地域住民の心身の

健康に大きな影響を与える。そこで今後の災害時保健活動の円滑な実施に向けて、保健師が実

施する災害時の保健活動の現状や課題を国内文献により明らかにすることを目的とする。 

【方法】「災害時」「保健師」「活動」のキーワード検索により医学中央誌 Web版を用い文献を抽

出した。対象論文は、原著論文に絞り、内容が妥当でないものを除外し 25 件とした。分析は、

文献の概要についてマトリックス方式で整理を行った。次に災害時の効果的な保健活動とその

困難要因に焦点化し、質的記述的分析を用いてカテゴリ化（以下『 』で示す）した。 

【倫理的配慮】分析対象文献は、常に出典･著者が分かるように明記し、引用する場合には、著

者の意図から逸脱しないようにした。 

【結果】対象論文の災害は、13件が東日本大震災とそれに起因した放射線災害に焦点化されて

いた。災害時の保健活動は、『防災計画・活動マニュアルの整備』、『活動マニュアルの周知不足』、

『保健師の専門性発揮困難』、『保健師による保健活動継続』、『住民に対する直接的な支援・対

応困難』、『活動時の連絡調整・連携』、『保健師に及ぶ心身の影響』の 7カテゴリに集約された。 

【考察】文献は、東日本大震災後に集中しており、地域が復興していく中で様々な健康問題や

生活状況が浮き彫りになるため、健康や保健活動への問題が重視され『保健師による保健活動

継続』として災害直後から中長期的な保健活動が継続されていると考える。『防災計画・活動マ

ニュアルの整備』は、災害時のマニュアル作成や防災訓練を保健所と市町村が合同で行うこと

で、災害時の連携を一層効果的なものにすることを示す。また、『活動時の連絡調整・連携』と

して平常時から関係自治体との信頼関係を構築し相談しやすい環境を作ることが効果的な連携

に繋がると考えられる。一方で活動マニュアルが未作成という現状もあった。『活動マニュアル

の周知不足』は活動マニュアルが整備されておらず、加えて平常時からの訓練不足により実際

場面で活用できず、『住民に対する直接的な支援・対応困難』に示されるように災害時の保健活

動の困難要因となっていた。また、『保健師の専門性発揮困難』は災害時の保健活動未経験の新

人期において、専門的知識や技術が不足していることで、保健師として実施すべき内容がわか

らず活動に支障をきたしていることであり、保健活動の困難要因のひとつとなっていると考え

る。 

【結論】想定外の予測を含めた具体性の高い活動マニュアルが望まれるが、マニュアルを活用

する職種や地域を良く知る人が作成に関わることや、平常時からマニュアルを活用した訓練を

通常業務と並行し行っていくことが課題である。また、保健活動を円滑に行うために、新人期

からの教育として災害時保健活動の知識習得だけでなく、実際の行動に向けた平常時からの訓

練が必要である。       

 

本研究に関する利益相反はない。 
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Ｓ３３    災害支援に携わった保健師自身のメンタルヘルスに関する文献検討 

 

〇三好未祐１） 水野和泉１） 本庄菜々１） 中野沙織２） 岡久玲子２） 

               １）徳島大学医学部保健学科看護学専攻 

２）徳島大学大学院医歯薬学研究部地域看護学分野 

 

【目的】災害支援に携わった保健師の心理的状況・状態，原因及び影響を把握し，災害支援

に携わった保健師自身のメンタルヘルスケアの実態を明らかにすることで，保健師のメンタ

ルヘルス対策を検討する． 

【方法】医中誌 Web 等を用いて文献検討を行った．「保健師」または「災害」を必ず含めて，

「心」「震災」「複合災害」「保健師のメンタルヘルス」「メンタルヘルス」「ストレス」「PTSD」

「被災地」のキーワードを組み合わせて AND 検索した．保健師自身のメンタルヘルスに関係が

ない文献，海外の文献は除外し，論文の種類は会議録のみ除外した．また,「災害」とは地震・

津波による自然災害とし，暴風・洪水等を除外した．本研究目的である保健師自身のメンタル

ヘルスに関する論文 16 件を分析対象とし,「保健師の心理的状況・状態」「ストレスの背景・関

連要因」「ストレス対処法」について整理した．記述内容から該当する部分を抽出しコード化し,

さらに類似性に着目しながら分類し，抽象度を上げて本分析におけるサブカテゴリー，カテゴ

リーを抽出した．以下カテゴリーを《 》，サブカテゴリーを〈 〉で示す． 

【倫理的配慮】分析対象文献については引用部分を明示し，出典を明記した．さらに対象文

献を分析する際には著者の表現や意味内容を損なわないように配慮した． 

【結果・考察】災害支援に携わった保健師の心理的状況・状態として，《無力感》《葛藤》

《自責》《感情の表出ができない》《不完全燃焼》《使命感》《義務感》等があり，ストレスの

背景・関連要因には，《家族と仕事の板挟み》《人間関係》《連携が困難》《業務負担が過剰》

《被災者の感情的な言葉・態度》等があることが明らかになった．また，ストレス対処法と

して，《オフになる時間を意識する》《事前準備を行う》《良好な人間関係を構築する》《他者

と話す》《モチベーションを高める》等が明らかになった．保健師が保健医療分野の専門職

として，《使命感》や《責任感》を持つことは大切であるが，使命感が過度になると《自

責》や《無力感》といったネガティブな感情が惹起される．その一方で，〈頑張りをねぎら

ってもらう〉ことや自身の〈成功体験〉を《モチベーション》に繋げることで，ストレスに

対処していた．保健師自身が役割を果たせている実感をもち，やりがいを感じることで意識

してストレスを軽減させることの重要性が示唆された．また，思いや感情をため込まずに

《他者と話す》ことや，定期的なデブリーフィングの実施が重要であることが明らかになっ

たが，デブリーフィングは人によっては精神状態が悪化し好ましくないとする文献もある．

このことより，災害支援に携わった保健師個人のストレス状況を見極め，柔軟なメンタルヘ

ルス対策をとることの重要性が示唆された． 

【結論】災害支援に携わった保健師は活動前・活動中・活動後において様々なストレスを感

じている．活動においてこれらのストレスが生じることを事前に把握し，対処法をあらかじ

め考えておくことが重要である． 

 開示すべき利益相反状態はない． 
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Ｓ３４    感染症流行下に子育てする母親への保健師の支援に関する検討 

 

〇近藤詩織，辻京子，芳我ちより 

所属 香川大学医学部看護学科 

 

【目的】新型コロナウイルス感染症の拡大により，他者とのつながりを持つ機会が減少した結

果，育児の孤立化が進んでいる可能性がある．そこで，本研究では，感染症流行下に子育てを

している母親の状況を明らかにし，母親が必要とする支援を考察した． 

【方法】本研究のデザインは，質的帰納的研究である．保健師養成課程の科目「ヘルスプロモ

ーション演習」において継続家庭訪問を行った記録を分析の対象とした．分析内容は，新型コ

ロナウイルス感染症流行下に子育てをする中で生じる不安や日常生活で気をつけていること，

母親が必要としている支援である．分析方法は，記録から不安や感染対策を抽出し，そこに隠

された支援の必要性をゼミで検討した． 

【倫理的配慮】学習においての経験について，匿名化された既存の記録を分析しており，倫理

的に配慮すべき内容はない． 

【結果】感染症流行下に子育てをしている母親が日常生活で行っている感染予防は，人混みを

避ける，不要不急の外出の自粛，子どもを連れての外出を控える，友人との交流を控えるであ

った．特にまん延防止等重点措置の発令以降は，週末に夫や義理の父母に子どもをみてもらっ

ている間に母親だけが買い物に行く等の工夫がされており，家族の協力を得ながら不要不急の

外出の自粛を徹底している様子が窺えた．しかし，県内の感染者数が減少してくると，まん延

防止等重点措置が解除されていない状況であるにもかかわらず，少しずつ友人と交流するよう

になっていた．次に，コロナ禍における子育ての不安は，子育て支援センターや病院に行くこ

とによる子どもへの感染，自粛生活による子どもの発育・発達への影響，新型コロナワクチン

の副作用，マスクの着用等に関する保育所での過ごし方，感染拡大により生じた情報氾濫に関

連した子育て不安が挙げられた．  

【考察】保健師に求められる支援は，①感染症対策が定着してきた状況の中でも危機意識を持

って感染予防行動を継続的に行えるような意識づけをする，②子どものマスク着用について必

要以上に不安を抱えないための情報提供する，③社会状況やニーズを考慮しながら，住民に向

けて専門性のある正しい情報を確実に提供する，④母親が必要時に自らサービスを利用できる

ように地域の子育て支援サービス情報を提供する，ことが考えられた． 

【結論】保健師に求められる支援は，母親の不安や感染対策に対して，感染症対策が定着して

きた状況の中でも危機意識を持ち感染予防行動を継続的に行えるような意識づけをする，など

の 4 つの支援が示唆された． 

【利益相反】本研究は，開示すべき COI 関係にある企業などはない． 
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Ｓ３５    新聞記事から捉えたコロナ禍での地域のつながりを維持する工夫 

 

〇石上愛夏１） 榊󠄀原文２） 

１）島根大学医学部看護学科学生 

２）島根大学医学部地域・老年看護学講座 

 

【目的】 

本研究は，新聞記事に基づく分析により,コロナ禍での地域のつながりを維持するための工夫

について考察することを目的とした｡本研究により，保健師が,コロナ禍において地域のつなが

りを維持しながら,健康二次被害を予防する方法を考える上で参考資料になると考える。 

【方法】 

 読売新聞を対象紙とし,ヨミダス歴史館データベースを用いて,「コロナ」,「地域」,「つな

がり」のキーワードを andでつないで検索を行った。50件の記事を分析対象とし，つながりの

維持に関する文脈を抽出してコード化し,類似するコードを統合してカテゴリー化した。次に地

域のつながりをつくるための取り組みの企画者と対象者ごとに工夫方法の件数を算出し,その

後,地域のつながりを維持する工夫について 3ヶ月ごとの推移を捉えた｡ 

【倫理的配慮】 

 著作権の侵害に当たらないように配慮し，記事の意図と異ならないよう解釈した。 

【結果】 

 コロナ禍での地域のつながりを維持するための工夫として，≪屋外での交流≫,≪感染対策を

講じた屋内での交流≫の集合型と，≪オンライン交流≫,≪SNS を介した交流≫,≪メッセージを

届ける≫,≪見ることでつながりを感じる≫,≪電話での交流≫,≪物を介した交流≫,≪1 つの

物を作る≫の非集合型に分けられた｡ 割合は集合型 24.6％,非集合型 75.4％であった｡ 

 企画者は非営利団体,学校,企業,住民組織,行政,社会福祉協議会,地域住民,地域包括支援セン

ターに分けられた｡全体として非集合型の割合が高かったが,住民組織が企画者の場合は集合型

が約 6 割,非集合型が約 4 割で，集合型の割合が高かった｡高齢者や子どもを対象としたものが

多く，いずれも集合型が約 4割,非集合型が約 6割であった｡ 

 日本で初めて感染者が発生した 2020年 1月 23日から 2020年 6月の期間には集合型の交流が

みられなかった｡2020 年 5 月に厚生労働省が新しい生活様式について発表し,2020 年 7 月から

徐々に集合型の交流もみられるようになった｡2021年 7月から 9月にかけて感染者が最も増えた

時期には,再び集合型の交流は減少し,非集合型の交流が増加傾向にあった｡ 

【考察】 

 非集合型の交流は,コロナ禍による活動制限があっても交流が持てる重要な方法である｡しか

し,健康維持には外出や運動,社会参加が必要であるため,感染状況が落ち着いた際には,集合型

の交流を取り入れることが大切である。保健師は，住民主体で地域のつながりが維持できるよ

うにし,それを健康という観点で応援していく方法を模索していく必要がある。 

【結論】 

コロナ禍での地域のつながりを維持するための工夫として，9つの方法が捉えられた。 

※演題発表に関連し，開示すべき COI関係にある企業などはありません。 
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Ｓ３６ ヤングケアラーへの支援に関する学術論文および新聞記事データベースからの検討 

 

 〇奥本里伽子１）、林香名子１）、松下恭子 2） 

１） 徳島大学医学部保健学科看護学専攻 

２） 徳島大学大学院医歯薬学研究部地域看護分野 

 

【目的】本研究の目的は、文献をもとにヤングケアラーに関する支援の動向と、実施されている

支援内容を分析し、支援上の課題を明らかにすることである。 

【方法】文献データベースは「CiNii」「聞蔵Ⅱビジュアル―朝日新聞オンライン記事データベー

ス―」を用い、キーワード「ヤングケアラー」を含む日本語文献を検索した。2021年 6月までに

登録されている論文と、2021年 9月までに登録されている新聞記事を対象とした。内容が重複し

ている文献、会議録・外国論文は除外し、ヤングケアラーに対する支援内容について記述のある

文献を対象とした。文献中の記述から支援内容を抽出し、分析を行った。分析は、記述した内容

を最小コード「具体的な活動」とし、類似性に着目しながら「主な活動」として抽象化し、支援

内容を分類した。 

【倫理的配慮】本研究で論文を引用する際には、著作権を侵害しないよう留意した。 

【結果】ヤングケアラーに関する支援内容について記述のある文献は、論文 6件と新聞記事 27件

であった。以下、抽出された分類を【 】で示す。該当した論文に記載されているヤングケアラ

ーに関する支援内容は、【全ての若者対象の活動を実施】【専門職種による情報提供】【支援が必要

な子どもへの家庭訪問の実施】【福祉・介護・教育の連携】【ヤングケアラーに対するグループ活

動の実施】【普及啓発活動】【実態調査の実施】の７つに分類された。また、該当した朝日新聞に

記載されているヤングケアラーに関する支援内容は、【食生活への支援】【専門職種による情報提

供】【相談窓口の設置と相談支援】【福祉・介護・教育の連携】【ピアや当事者以外の交流の推進】

【普及啓発活動】【実態調査の実施】の 7つに分類された。 

【考察】論文数は、2006年から 2015年までが 16本に対して、2016年以降は 68本であった。新

聞記事は、2012年から 2016年までが 10本に対して、2017年以降は 95本であった。このことか

ら、近年、ヤングケアラーへの関心が高まり、論文や新聞記事の数が増加していることが考えら

れた。ヤングケアラーへの支援内容の検討結果は、実施機関別に「自治体」「教育」「福祉・介

護」「ヤングケアラー当事者」の 4つに分かれ、全ての機関に共通する項目として、【普及啓発活

動】が挙げられた。支援として、ヤングケアラー当事者や当事者以外の子ども、学校教職員、福

祉・介護専門職者、地域住民を対象に講演会の開催、研修会や出前授業の実施、SNSを活用した情

報発信を行っていることが分かった。また、2020年頃から各地でケアラー条例が制定され始め、

2020年から 2021年にかけては日本で初めて全国規模の実態調査が行われた。さらに、ヤングケア

ラーの周知を図るため、テレビ CMの放送が開始されている。支援者側に対する普及啓発活動だけ

でなく、ヤングケアラー当事者や当事者以外への活動も取り組まれ始めていた。今後、ヤングケ

アラーへの理解をより一層深めていくために、ヤングケアラーに対する支援は自治体や学校教育

の現場だけでなく、地域住民への理解を促し、地域全体で子どもたちを見守ることができる地域

づくりを行う必要があると考えられた。 

【結論】ヤングケアラーに関する支援は、現段階において不十分であることが明らかとなった。

今後は各機関や当事者だけでなく、当事者以外にも支援の活動を広げ、地域全体で支援できるネ

ットワークを構築していくことの必要性が示唆された。本研究における利益相反はない。 
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Ｓ３７   精神看護学実習における統合失調症当事者との接触体験と偏見の関連 

〇森真由実 渡邉久美 蔵本綾 

香川大学医学部看護学科 

 

【目的】本研究の目的は，精神看護学実習における統合失調症当事者とのどのような接触体験

が偏見の低減に影響があるかを検討し，今後必要とされる看護教育を見いだすことである． 

【方法】対象者は，A 県内の看護学校 A 校・B 校の精神看護学実習を終えた看護学生と，A

校卒後 1 年目の看護職の計 154 名とした．卒後 1 年目の看護職には，学生時の実習状況につ

いて回答してもらうよう依頼した．研究依頼書と Google フォームの URL を電子媒体で送付

し，2021 年 9 月に調査を行った．調査項目について，接触体験は，スポーツ系・創作系レ

クリエーションや清掃等の共同作業の［活動体験（3 変数 12 項目）］と，対象理解やポジ

ティブ・ネガティブな経験の［実習経験（3 変数 13 項目）］で構成し，各々4 件法で尋ね

た．偏見については，先行研究に基づき，統合失調症当事者に向けられるイメージ，感情，

考えに関する 12 項目 4 件法による質問項目を作成し，因子分析を行った．目的変数を偏

見，説明変数を活動体験と実習経験の下位項目として重回帰分析を行った．また，実習後の

偏見の変化について，実習前の起点を 5 とする自覚する偏見を 10 段階で尋ね，偏見低減

群，変化なし群，増強群の 3 群間で一元配置分散分析を行い，活動体験と実習経験の下位項

目得点の平均値を比較した．そして，「統合失調症当事者への態度」および「精神看護への

態度」を各々6 項目 4 件法で尋ね，偏見得点との相関分析を行った．統計分析には IBM SPSS 

Statistics Ver.26 を使用した．  

【倫理的配慮】対象者に研究参加は任意であり，協力の有無にかかわらず何ら不利益を被ら

ないことや，電子アンケートの回答の送信をもって調査への同意とみなし，無記名の調査の

ため送信後の同意撤回が困難であること，また得られたデータは本研究の目的以外では使用

しないこと等を文書で説明した．  

【結果】79 名からの回答のうち，欠損のある回答を除き，統合失調症当事者との接触体験の

あった 68 例を分析対象とした（回収率 51.30％，有効回答率 86.08％）．偏見の因子分析の結

果，「恥や恐れのイメージ」「統合失調症当事者の本質の理解」「社会生活の考え」の 3 因子

（α＝.78，.71，.44）が抽出された．重回帰分析の結果，偏見に有意に影響している項目は

「ネガティブな経験」（β=.34，t=2.79，p<.05）と「対象理解ができた経験」（β=-.34，

t=-2.46，p<.05）であった．自覚する偏見が低減した群は 58 名（85.30%），変化なし群は 5

名（7.35%），増強群は 5 名（7.35%）であり，3 群間で「ネガティブな経験」と「対象理解が

できた経験」の得点の平均値に有意差は認められなかった．偏見と「統合失調症当事者への態

度」および「精神看護への態度」は有意な負の相関関係を認めた（r=-.32，r=-.50）． 

【考察】実習における統合失調症当事者とのネガティブな経験は，偏見に正の影響があったこ

とより，看護教育において学生の陰性感情への支援が重要である．対象理解は，負の影響を認

めたことより，統合失調症当事者の背景やその人らしさへの着目を促す必要性が示唆された．

ただし主観的な偏見の変化との一致した傾向は認めず，今後，前後比較研究も必要である． 

【結論】看護教育において，統合失調症当事者との接触体験を通して対象理解を促進すること

は，偏見の低減に重要であると考えられる． 

 演題発表に関連し，開示すべき利益相反状態はない． 
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Ｓ３８    看護学実習における患者の思いを引き出すコミュニケーション 

 

〇前田 樹璃１） 福永まゆみ１） 田中 響１） 

１）鳥取看護大学 

 

【目的】Ａ看護大学の３年次までの臨地実習を終えた４年生の学生を対象に、実習時、行っ

た患者の思いを引き出すためのコミュニケーションについてインタビュー調査から明ら

かにする。 

【方法】対象者は、３年次までの実習を全て終了したＡ看護大学４年生７名。３年次までの

実習を全て終了したＡ看護大学４年生を対象にランダム抽出し、抽出した 15人の中から

同意の得られた７名を対象とし、作成したインタビューガイドを用いて 60分程度フォー

カスグループインタビューをおこなった。IC レコーダーの録音データをもとに逐語録を

作成し、研究目的と関連している部分のキーワードを抽出後、意味のあるまとまりごとに

サブカテゴリーとカテゴリーに分類し、質的記述的に分析した。 

【倫理的配慮】研究協力の任意性と撤回の自由、同意の方法、個人情報の保護と得られたデ

ータの取り扱いについて口頭および書面で説明した。調査中は対象者のプライバシーに

配慮し、知り得た情報については、個人の特定ができないよう十分に配慮し分析した。 

【結果】７名のインタビューで抽出されたコードの総数は 212で、５つのカテゴリーに構成

できた。《尊重する姿勢をもつ》のカテゴリーは、４つのサブカテゴリー、《自分自身のコ

ミュニケーションの特性を自覚する》のカテゴリーは、２つのサブカテゴリー、《思いに

寄り添えるよう努力する》のカテゴリーは、３つのサブカテゴリー、《双方向の関係性の

構築》のカテゴリーは、４つのサブカテゴリー、《自分自身のおこなった看護実践をリフ

レクションする》のカテゴリーは、３つのサブカテゴリーから構成できた。  

【考察】学生が考える思いを引き出すコミュニケーションは、患者に対して《尊重する姿勢

をもつ》《自分のコミュニケーションの特性を自覚する》《思いに寄り添えるよう努力す

る》などの意識をもち行動すること、そして、患者の思いを主体的に受け止めようとする

姿勢をもつことが必要である。また、《自分自身のおこなった看護実践をリフレクション

する》など、学生自身が実践を振り返り、課題にむかって努力し、《双方向の関係性の構

築》を築こうという思いを持ち続けることである。 

【結論】学生が、患者の思いを引き出すには、患者との関わりの中で、常に患者の思いを主

体的に受け止めようとする姿勢で臨み、双方向の関係性や信頼関係を構築することが重

要で、さらに、その関係性を強化、継続するため努力し続けなければならない。そこには、

自身の実践について常にリフレクションし、前向きに実施していく必要があると考える。 

【開示すべき利益相反はない】 
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Ｓ３９    実習中の携帯型手指消毒薬使用量からみた手指消毒の意識調査 

 

 

〇櫃田 友菜１） 福永まゆみ１） 田中 響１） 

１）鳥取看護大学 

 

【目的】実習中の消毒薬使用量の差は受け持ち患者の 1 日の処置やケアによって変わると

考える。しかし、使用量が少ない原因として、タイミングや量が適切でないという報告が

ある。このことから、消毒薬の使用量の違いは処置やケアの違いか、看護学生の意識の差

か要因を明らかにしたいと考えた。そこで、実習中における消毒薬使用量の差に影響する

要因について検討する。 

【方法】対象者は、臨地で看護学実習を行った A看護大学４年生 30名。調査方法は、２週

間の実習期間中に使用した個人用の消毒液残量を測定し、「実習病棟の種類」「受け持ち患

者の属性」「手指消毒の方法」「消毒の実施場面」「コロナによる意識」の項目からなる自

記式質問紙を用いて調査を行った。分析は、統計ソフト(SPSS ver.27：IBM 社)を用いて、

カイ２乗検定、対応のないｔ検定、一元分散分析で比較検討した。 

【倫理的配慮】研究協力の任意性と撤回の自由、同意の方法、個人情報の保護と得られたデ

ータの取り扱いについて口頭および書面で説明した。調査中は対象者のプライバシーに

配慮し、知り得た情報については、個人の特定ができないよう十分に配慮し分析した。 

【結果】150ml入り消毒薬の残量を計測した結果、１番少ない人は 30ml、多い人は 140mlで、

30 名の平均は 84.5±29.4ml であった。また、30 名のうち消毒薬の使用量が多かった群

(以下、多い群と示す)(85ml 以上)16 名、少なかった群(以下、少ない群と示す)(85ml 未

満)14 名であった。多い群と少ない群の２群間で日常生活援助との関連を比較した結果、

食事・更衣・排泄・入浴・整容・移動・移乗の全ての項目で有意な差はみられなかった。

また、受け持ち患者の処置回数や訪室回数の違いによる消毒薬使用量についても有意な

差はみられなかった。看護学生の携帯型手指消毒薬の使用方法・意識と使用量の関連につ

いては、手指消毒の手順実施状況と比較した結果、「指先に擦り込む」の項目に有意な差

がみられた。(t(13)=2.678,p<0.05)   

【考察】手指消毒に対する意識は高かったが、行動に結びついておらず、意識と行動は比例

していなかった。また、「指先に擦り込む」を行えている学生ほど、消毒薬の使用量は多

く、手指消毒に対する意識が高かった。指先に擦り込むには十分な消毒薬が必要なため、

「指先に擦り込む」という手順を行えていなければ消毒薬の使用量が少ないと考える 

【結論】消毒薬の使用量と患者の援助の有無や程度、処置回数や訪室回数からは有意な差

はみられず、受け持ち患者の属性の違いによる消毒薬の使用量は関連していないことが

明らかになった。消毒に対する意識は高かったが場面・手順で実施できていない部分が

あり、意識と行動が伴っていないことが明らかとなった。消毒薬の使用量は手指消毒の

手順(指先に擦り込む)が関連していることが明らかとなった。 

【開示すべき利益相反はない】 
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Ｓ４０    多重課題に取り組む看護大学生の主観的熟眠感と睡眠状況の検討 

 

〇入江美波１） 福永まゆみ１） 田中 響１） 

１）鳥取看護大学 

 

【目的】実習や就職試験や進学試験、研究など多重課題に取り組む A大学４年生の身体・精

神的状態を調査し、主観的熟眠感との関係を明らかにする。 

【方法】対象者は A看護大学の４年生 80名を対象とした。対象者の身体・精神的状況、主

観的熟眠感、睡眠状況、睡眠前の活動に関するアンケート調査を行い、主観的熟眠感とそ

れぞれの質問項目を、分析ソフト（SPSS ver.27：IBM社）を用いてカイ２乗検定を行っ

た。 

【倫理的配慮】研究協力の任意性と撤回の自由、同意の方法、個人情報の保護と得られたデ

ータの取り扱いについて口頭および書面で説明した。調査中は対象者のプライバシーに

配慮し、知り得た情報については、個人の特定ができないよう十分に配慮し分析した。 

【結果】対象者 73 名（回収率 91％）であり、欠損値のあった 4 名を除いた 69 名を有効回

答（有効回答率 95％）とした。69名中、男性は６名、女性は 63名であった。また、主観

的熟眠感良好群（以下、良好群と示す）40 名、主観的熟眠感不良群（以下、不良群と示

す）29名であった。身体・精神状況と主観的熟眠感と主観的熟眠感の関係では、身体・精

神状況の 19項目すべてに有意差が見られた（P＜0.05）。また、睡眠状況と主観的熟眠感

との関係では、睡眠状況 ８項目のうち「睡眠時間」「入眠困難感」「起床所要時間」の３

項目で有意差（P＜0.05）がみられた。 

【考察】身体・精神状況と主観的熟眠感との関係において、「気力の減退」、「疲労感の蓄積」

に関する項目が不良群で高いことがわかった。睡眠の質の悪さと蓄積的疲労度は関係し

ており、本研究の結果からも主観的熟眠感の低下と気力の減退、疲労感は影響していると

考えられた。疲労感の蓄積は多重課題そのものによる心身のストレスや、睡眠時間の短さ

にも影響しており、気力の減退は、何かを始めるまでに時間がかかったり、多重課題を遂

行するにあたり、前向きに取り組めないことになるのではないかと考えられる。睡眠状況

と主観的熟眠感との関係では、「入眠困難感」「睡眠時間」「起床所要時間」の 3項目で有

意差がみられた。これらは、多重課題に対峙することによる不安、焦り、疲労感が入眠時

にまで影響し、入眠の困難さが睡眠時間、起床所要時間にも影響していると考えられる。

主観的熟眠感を高めることは、身体・精神状態のストレスを軽減させたり、睡眠の質を高

めことができるのではないかと考えられた。 

【結論】主観的熟眠感と身体・精神状況との関係は、主観的熟眠感が不良である学生は気力

の減退、疲労感の蓄積につながることが明らかとなった。主観的熟眠感と睡眠状況との関

係では、主観的熟眠感が不良であると睡眠時間が短く、入眠困難感を感じやすく、起床所

要時間が長いことが明らかとなった。 

【開示すべき利益相反はない】 
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Ｓ４１     看護学生の臨地実習におけるリフレクションの実態 

 

〇永田凜 福永まゆみ 田中響 

鳥取看護大学看護学部看護学科 

 

【目的】 

本研究では、実習中の看護学生のリフレクションの実態を明らかにすることを目的とする。 

【方法】 

 すべての臨地実習を修了した看護学生（以下学生）4年生 10名を対象に、フォーカス・グループ・

インタビューを実施し、収集したデータより、内容分析を行った。 

【倫理的配慮】 

 研究への参加は自由意思であること、インタビュー時は感染対策がなされていること、研究中に知

り得た情報は匿名化を行い、研究終了後に破棄することを文書および口頭で説明した。 

【結果】 

得られたデータより、95のコードを抽出し、臨地実習中における学生のリフレクションは、【出来

事を振り返る】4サブカテゴリー、【出来事の評価・解釈をする】2サブカテゴリー、【出来事からの

課題を見出す】1サブカテゴリー、【出来事を保留する】2サブカテゴリーから形成された。 

【考察】 

学生のリフレクション・プロセス（図１）において、学生は、

看護実践で感じた“気がかり”をきっかけに【出来事を振り返る】。

そして、【出来事の評価・解釈をする】または【出来事を保留す

る】へ移行し、【出来事の評価・解釈をする】から【出来事から

課題を見出す】へと過程を踏むことが示唆された。コード数に着

目すると、【出来事を振り返る】後に【出来事を保留する】へと

移行することが多く、この背景には、実習が慣れない環境下であ

ることや、多くの課題を抱え、時間が確保しづらいことが推測さ

れる。そのため、次に向けて、気持ちを直ぐに切り替えることが

現状として明らかとなった。学生は、≪強く印象に残ったことは

頭の片隅に置く≫と語りながらも、「話す機会があれば、また振

り返る」、「リフレクションは話す機会や、同じような場面・患者に出会った時にする」と述べており、 

“きっかけ”があれば再び【出来事を振り返る】へと促すことができると考える。また、語りから、

多くの学生は、リフレクションを気持ちの整理や反省と混同して捉え、意識的、客観的に出来事と自

分を見つめ直す思考に至っていないことから、フレームワーク「KPT」を日々記録に取り入れること

で、短時間で意識的に振り返ることが可能ではないかと考える。 

【結論】 

学生は看護実践で気がかりを感じた際に、【出来事を振り返る】、【出来事の評価・解釈をする】、【出

来事から課題を見出す】へと過程を踏むことが示唆された。また、学生が出来事を振り返り共有する

場を設けるなどの“きっかけ”をつくることで、【出来事を保留する】から【出来事を振り返る】こと

への促進につながる。                  

＊本研究において開示すべき利益相反はない 
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Ｓ４２      看護学生が実習中に感じた受け持ち患者の変化 

 

〇中口明音１） 古都昌子１） 

１）鳥取看護大学看護学部 

 

【目的】看護学実習では、講義や学内演習で学んだ知識・技術・態度を統合して病院や

施設で患者を受け持ち、看護実践の場におけるさまざまな経験を積む。看護学生にとっ

て実習は重要な科目として位置づけられ、学生 1人が 1人の患者を受け持って看護を実

践する。本研究では、看護系大学の学生が実習中に感じた受け持ち患者のプラスの変

化・マイナスの変化について明らかにすることを目的とした。 

【方法】研究デザインは量的質的記述研究を用いた。調査期間の令和 3(2021)年 9月 1

日～9月 7日に自作の無記名自記式質問用紙と研究協力説明書を配布し、質問紙調査を

実施した。研究対象者はＡ大学看護学部において各看護学実習を修了している 4年生 72

名である。分析方法としては、量的データは平均値、割合を算出して全体の傾向を把握

し、図で示した。自由記述で得られた質的データは研究目的に沿った記述をデータとし

て抽出、コード化し、KJ法を参考にサブカテゴリー、さらにカテゴリーを形成した。 

【倫理的配慮】事前に研究協力説明書を用いて研究目的や方法、研究における自由意思

の確保、匿名性の保持、公表などを説明し、倫理的配慮について指導を得て遂行した。 

【結果】72名に配布し、37名の方から回答が得られた(回収率 51.4％)。また有効回答

率は 100％であった。看護学生が実習中に感じた患者の変化として「プラスの変化を感

じた場面の有無」は、変化があった 34名（91.9％)、変化がなかった 2名 (5.4％)、ど

ちらでもない 1名 (2.7％)であった。また「マイナスの変化を感じた場面の有無」は、

変化があった 1名 (2.7％)、変化がなかった 34名 (91.9％)、どちらでもない 2名 

(5.4％)であった。学生が実習中に感じた受け持ち患者のプラスの変化に関する自由記

述からは、38のコードが得られ、8つのサブカテゴリーを形成し、さらに【身体的に安

定して生活意欲が向上する】【学生の存在を認めて感情表出する】【入院生活を肯定的に

受け入れる】の 3つのカテゴリーを形成した。また、学生が実習中に感じた受け持ち患

者のマイナスの変化として 3つのコードが得られた。そこから 2つのサブカテゴリーを

形成し、【後ろ向きで否定的な態度がみられる】のカテゴリーを形成した。 

【考察】学生は、実習中に受け持ち患者の様々な変化を捉えていた。学生が感じた受け

持ち患者のプラスの変化から、学生がコミュニケーションや援助を通して受け持ち患者

を知り、親身に寄り添い、患者が【学生の存在を認めて感情表出する】ようになり、

【入院生活を肯定的に受け入れる】【身体的に安定して生活意欲が向上する】につなが

ると考える。マイナスの変化から、学生が積極的にコミュニケーションをとろうとして

患者への配慮が不十分となり、患者の状況を十分にくみ取れず、【後ろ向きで否定的な

態度がみられる】につながったと考える。学生の関わりにより患者が学生の存在を認

め、様々な心情や行動の変化を引き出すことにつながる。患者が本当に何を望んで、 

どのような思いでいるのか、表情や言動から察知しながら真の意味を考えていきたい。 

本研究における開示すべき利益相反はありません。
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Ｓ４３    看護大学生における生活習慣病家族歴の有無による生活習慣の違い 

 

○山岡 愛１） 梶原右揮２） 森本美智子２） 

１）岡山大学医学部保健学科看護学専攻 

２）岡山大学学術研究院保健学域 

 

【目的】青年期は生活が乱れやすく，壮年期以降の健康問題を引き起こす生活習慣の出発点

でもあり，重要な時期とされている。本研究では，青年期にある看護大学生において，生活

習慣病家族歴の有無が生活習慣に違いをもたらしているのかについて検討することを目的と

した。 

【方法】対象者：A 大学看護学専攻の 1～4 年生。調査内容およびデータ収集方法：背景，

第一度近親者と第二度近親者の生活習慣病家族歴，生活習慣（食事習慣，運動習慣，睡眠習

慣）の状況について無記名の調査を行った。生活習慣病として，糖尿病，脂質異常症，高尿

酸血症，歯周病，脳卒中，大腸がん，高血圧症，心筋梗塞，狭心症を取り上げた。分析方

法：第一度近親者もしくは第二度近親者の家族歴の有無で，食事習慣，運動習慣，睡眠習慣

のそれぞれの生活習慣において回答割合に違いがあるのか，χ２検定で検討した。 

【倫理的配慮】所属施設の倫理審査委員会の承認を得て，実施した（F21-21）。依頼文には，

研究目的，プライバシーの配慮，自由意思での参加であること等を記載した。調査フォームに

は同意欄を設けた。 

【結果】136 名から回答を得た。30 歳以上の者 1 名を除外し，135 名を分析の対象とした。 

生活習慣の状況：食事に関しては 13 項目中 3 項目，運動に関しては 5 項目中すべての項

目，睡眠に関しては 5 項目中 2 項目で望ましくない生活習慣を送っている者の割合が 50％

以上を占めていた。生活習慣家族歴の有無による生活習慣の比較：第一度近親者の家族歴と

生活習慣について，糖尿病では 2 項目，歯周病では 1 項目に有意差が認められたが，他の生

活習慣病では生活習慣に違いは認められなかった。第二度近親者の家族歴と生活習慣につい

ても検討したが,すべての生活習慣病に共通して有意差が認められた項目はなかった。 

【考察】本研究では，生活習慣病家族歴の有無で生活習慣に違いは認められなかった。看護

大学生は，生活習慣病について学び，生活習慣病の家族歴がある者は生活習慣病のリスクを

低減するような生活習慣を身に付けることが望ましいことを学んでいる。また，講義や実習

を通して，健康的な生活習慣について考える機会が多く，自分自身の生活習慣について考え

るきっかけをもつことも多いと考えられる。しかし，今回の結果は，生活習慣病罹患のリス

クの認知が生活習慣に違いをもたらしているとは考えにくい状況が推察された。また，学習

が生活習慣を見直すきっかけとして機能しているとも考えにくい結果であった。学年進行に

よる検討が必要であるが，看護大学生にとって講義や実習が自分自身の生活習慣を改善する

きっかけにつながるよう，講義や学習方法の工夫も必要と考えられた。 

【結論】生活習慣病や健康的な生活習慣について学んでいる看護大学生であっても，生活習

慣病家族歴の有無による生活習慣の違いは認められなかった。 

利益相反：申告すべきものなし。 
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Ｓ４４     看護大学生の SNS を用いた食情報収集状況と食生活リテラシーの関係 

 

〇川部愛美１） 平田怜偉菜１） 梶原右揮２) 森本美智子２)  

１) 岡山大学医学部保健学科看護学専攻 

２) 岡山大学学術研究院保健学域  

 

【目的】食生活リテラシーは，「健康的な食生活を送るために適切な食品を選択し，自らの食行

動を批判的に評価し，適用する能力」と定義される。測定尺度としては，「健康的な食生活リテ

ラシー（HEL：Health eating literacy）尺度 1）：1 因子 5 項目」が開発されている。本研究では，

看護大学生における HEL 尺度の妥当性を検討したうえで，SNS 利用及び SNS を用いた食情報

収集と食生活リテラシーの関係について検討した。 

【方法】A 大学の看護学生 307 名のうち青年期にある者を対象とした。調査内容として，食生

活リテラシー（HEL 尺度＋2 項目），Web リテラシー（批判的思考態度 11 項目，バイアス耐性

4 項目），情報源として用いる媒体の割合，1 週間の SNS 利用時間，SNS での食情報収集態度，

SNS での 1 か月の食情報検索回数を尋ねた。尺度の構成概念妥当性の検討には共分散構造分析

を用いた確証的因子分析，尺度の信頼性検討には Cronbach の α 信頼性係数，Web リテラシーと

の併存妥当性の確認には相関分析を用いた。SNS 利用と食生活リテラシー得点の関係の検討に

ついては，SNS 利用の割合や時間・回数で上位群・下位群の 2 群に分け，t 検定で検討した。 
【倫理的配慮】所属施設の倫理審査委員会の承認を得て（F21-25），実施した。依頼文には，研

究目的，自由意思での参加であること等を記載し，調査フォームには同意欄を設けた。 

【結果】回答した 100 名（回収率 32.6％）を分析対象者とした。尺度のモデル適合度は，GFI=.926，

CFI=.931，RMSEA=.178，Cronbach の α 信頼性係数は.862 であった。原尺度（HEL 尺度）に 2

項目を追加して検討したところ，AIC は原尺度（HEL 尺度）40.812，6 項目尺度 55.356，7 項目

尺度 99.584 であった。併存妥当性の検討では，批判的思考態度との間で原尺度（HEL 尺度）

r=.420，6 項目尺度 r=.445 と中程度の相関が認められた。SNS 利用と食生活リテラシーの得点

については，原尺度（HEL 尺度）では差を認めなかったが，6 項目尺度得点において食情報検

索回数の上位群で得点が高い傾向（p=.069）が認められた。 

【考察】食生活リテラシー尺度の妥当性・信頼性では，CFI 及び GFI が 0.9 を上回り，モデル

として一定の基準を満たしていた。内的一貫性も確認され，批判的思考態度との間に中程度の

相関が認められた。AIC を含めた検討から，原尺度（HEL 尺度）もしくは 6 項目尺度が食生活

リテラシーを測るうえで適切と考えられた。SNS 利用と食生活リテラシー得点については， 6

項目尺度において食情報検索回数の上位群・下位群の間で得点差傾向を認めたが，原尺度（HEL

尺度）では有意差を認めず，看護大学生において食生活リテラシーを何が高めるのか，更なる

検討が必要であると考える。 

【結論】HEL 尺度および 1 項目追加した 6 項目尺度は，食生活リテラシーを測定する尺度とし

て一定の信頼性・妥当性が確認された。青年期にある者の食生活リテラシーに関係する因子に

関しては，さらなる検討の必要性が示唆された。 

本研究に関して，開示すべき利益相反関連事項はない。 

1）高泉佳苗，他: 日健教誌, 第 20 巻, 第 1 号, 2012 
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Ｓ４５  大学生におけるネット利用の実態と小児のネット利用に対する関心との関連 

 

○梶本晴香 坂本志帆 藤本歩優 松岡千夏  

溝渕夕真 谷本公重 鈴木麻友 尾﨑典子 

香川大学医学部看護学科 

【目的】 

本研究の目的は，大学生のネット利用や生活の実態，子どものネット・電子機器利用への関

心について明らかにすることである． 

【方法】 

研究デザインは Web 上質問票による量的探索研究．対象は看護系 4 年制大学の 1～4 年生 259

名である．Google フォーム®上で質問票を作成し，メッセージアプリ（LINE®）を用いて各学年

のグループチャットにGoogleフォーム®へアクセスするためのURLを送信し，回答を依頼した． 

【倫理的配慮】 

調査の趣旨や回答は無記名であり自由参加であること，得られたデータの取扱い，個人情報

の保護等を質問票の冒頭に記載し，研究参加の意思確認の項目を設定した．この項目で「同意

します」にチェックをつけ，回答を送信することによって同意が得られたものとした． 

【結果】 

有効回収数 163．全員がネットを利用できる環境にあり，スマートフォン（以下，スマホ）

を所持していた．1 日の 1/4，6 時間以上をスマホ利用しているのが，47.8％おり，体感差とし

ても「自分で思ったより長かった」は 30.1％，「やや長かった」は 29.4％いた．利用目的（娯

楽・連絡・勉強・買い物）割合の，60％～100％で最も多かったのは娯楽であった．また，74.2％

の学生がスマホ利用に関する何らかの習慣を持ち，90.8％の学生が日常生活行動と並行してネ

ットを利用し，就寝前使用に関して「0 分前まで」が 56.4％，「寝落ちする」が 8.0％の回答で

あった．ネットに飲み込まれていると思うかと言う質問に対し，「やや飲み込まれている」55.2％，

「飲み込まれている」が 14.7％の回答で，ネット利用による生活リズムの崩れに関して「そう

思う」は 22.1％，「ややそう思う」は 44.8％の回答であった．1 日のスマホ利用時間と就寝前

使用（p=.026），使用との体感差（p=.002）の間に有意な関連を認めた．子どものネットに関連

した問題への関心については，ネット利用実態に関わらず約 90％の学生が関心を持っていた． 

【考察】 

ネット利用が私たちの生活に溶け込み，既に生活の一部で，切り離せない存在となっていた．

日常生活行動と並行してネットを利用しているため無自覚に長時間利用してしまい，今後ます

ます生活が乱れていくのではないかと考える．このような状況の中で，まずは自身のネット利

用方法を見直すことが必要だと考えた． 

【結論】 

大学生は，まずは自身のネット利用方法を見直し，進化し続けるネットとうまく付き合って

いくため，自分たちも学び続けることの必要性が示唆された．今の子どもたちはネットに触れ

ることができる状況にあり，情報活用能力育成も必要となっている．次の子育て世代である大

学生がネット利用への意識を改め，子どもがネットとうまく付き合っていくための利用方法を

一緒に考えることができるようにしていくことが求められる． 

今回の演題に関連し，開示する COI 関係にある企業等はありません． 
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Ｓ４６   新卒訪問看護師が体験する困難と受けた教育支援による乗り越え方 

 

〇大澤優里 角屋早栄 高橋小雪 有田広美 

福井県立大学看護福祉学部看護学科 

 

【目的】新卒で就職した訪問看護師が体験した困難と、その困難に対して訪問看護ステーショ

ン（以下、訪問看護 ST）からどのような支援を得て乗り越えていったのかを明らかにする。 

【方法】対象は、A 県内で新卒訪問看護師を採用した訪問看護ステーションの管理者に対象の

候補者の紹介を依頼し、同意の得られた卒後 2 年目と 5 年目の看護師計 2 名とした。調査方法

は半構成的面接法で、インタビュー内容は、①新卒で訪問看護師を就職選択した経緯、②訪問

看護師 1 年目の時にどのような困難があったか、③その困難に対してどのような支援を受けて

乗り越えたのか等を思い出してもらい自由に語ってもらった。データの分析方法は、逐語録を

作成し、新卒訪問看護師の困難と乗り越えられた支援の記述を抽出してコード化した。コード

を意味内容の類似性、相違性に基づき分類し、サブカテゴリー、カテゴリー化した。 

【倫理的配慮】研究参加者に研究参加の自由意思を尊重し、いつでも辞退できること、話した

くないことは話さなくていいこと等を文書と口頭で説明し、同意を得た。福井県立大学人権擁

護・倫理委員会の承認を得て実施した。 

【結果】新卒訪問看護師が感じる困難は、『初めての看護技術やそれを在宅で応用することの

難しさ』『家族とのコミュニケーションの難しさ』『訪問を拒否される』『一人で判断すること

の難しさ』『終末期ケアがわからず不安や恐怖がある』『多職種連携の難しさ』『ICT を持ち歩

くことの責任』『同期がいないことのデメリット』の 8 カテゴリーが抽出された。新卒訪問看

護師として得た支援と乗り越え方は、『看護技術を習得する体制がある』『単独訪問や受け持ち

療養者の決定は段階的な指導を受けられる』『プリセプターによる技術・精神面への支えがあ

る』『訪問を重ねながら療養者との関係性を築く』『ICT 活用で情報収集・報告・相談ができる

ので一人でも対応しやすい』『スタッフが働きやすい労働環境』の 6 カテゴリーが抽出され

た。 

【考察】新卒訪問看護師は病院での研修を経験しており、先行研究で述べられているような知

識・技術に対する不安や重圧はそれほど多くは語られなかった。看護技術を在宅で応用するこ

とや単独訪問時に一人で判断すること、家族とのコミュニケーションの難しさ、他職種連携の

難しさなど訪問看護特有のスキルに関する困難が明らかになった。これらの困難に対して、同

行訪問しながら医療度の低い療養者から段階的に学び、訪問の合間や訪問後に情報を共有しな

がら指導を受け、一人立ちできるような教育支援があったこととプリセプターが精神面でも支

えてくれたことが困難を乗り越える力になっていたと考える。一方で、病院と異なり同期の新

卒訪問看護師がいない現状で、自分の思いを素直に話せない、1 年目としてどこまで成長でき

ているのか客観視できないというデメリットもあった。今後、新卒訪問看護師が増えていくこ

とが望まれる。 

【結論】新卒訪問看護師が体験した困難は訪問看護特有のスキルに関するものが多く、新人看

護師として終末期看護の難しさや新卒同期の仲間がいないことであった。訪問看護ステーショ

ンの教育体制と積極的な努力、ICT をうまく活用することで乗り越えていた。 

本研究は開示すべき利益相反（COI）はない。 
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Ｓ４７    新人レベル看護師の臨床におけるリフレクションの様相 

― リフレクション学習経験がある 3 年目看護師のインタビューから ― 

 

〇新田桃子１） 景山雪姫１） 奥田玲子２） 

１）鳥取大学医学部保健学科看護学専攻 

２）鳥取大学医学部保健学科基礎看護学講座 

 

【目的】質の高い看護実践を導くための実践的思考として、リフレクションの重要性が高ま

っている。本研究は、新人レベル看護師の臨床におけるリフレクションの様相を明らかにし、

リフレクションを促進する要因について検討することを目的とする。 

【方法】A 大学病院 2 年目リフレクション研修を受講し、看護基礎教育機関でリフレクショ

ン学習経験があった者で、卒後 3 年目の看護師 5 名を対象とした。臨床現場でのリフレクシ

ョンの活用について半構造化個別インタビューを行い、質的統合法を用いて分析した。 

【倫理的配慮】鳥取大学医学部倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号 20A162）。 

【結果】逐語録から合計 137 枚の元ラベルが作成され、4 段階のグループ編成を経て 7 つの

最終ラベルに統合された。［ ］は、最終ラベルのシンボルマークを示す。 

卒後 3年目の新人レベル看護師は、理想とする看護師像を目指して、リフレクションの学習

経験を活かした［主体的な学習］を心がけ、［安心して語れる場］で先輩看護師の支援を受

けながら、リフレクションを進展させていた。［主体的な学習］と［安心して語れる場］は

学びを促進する基盤となり、［自己理解の深まり］や［新たな意味づけ］をもたらしてい

た。他者との対話による看護実践の振り返りは、［新たな意味づけ］と同時に［自己理解の

深まり］に影響を与え、双方は相俟って、よりよい実践のための気づきをもたらし［実践へ

の還元］に活かされていた。また、リフレクションで得た学びを［実践への還元］に活か

し、意図的に自分の行為を振り返ることを繰り返す中で自分の存在意義を感じ、［成長実

感］を得ていた。さらに、プリセプターとして新卒看護師とかかわる中で［初心への立ち返

り］が生じ、過去の経験から得た教訓を思い出して［実践への還元］につなげていた。それ

だけでなく、新卒看護師の立場になって考え、学びやすい環境として［安心して語れる場］

の提供を心がけていた。 

【考察】対象となった看護師は、自分の目指す看護師像に近づくため、先輩看護師の支援を

受けながら主体的にリフレクションに取り組んでいたことから、リフレクションをサポート

し、成長の幅を伸ばしてくれる他者の存在が不可欠であることが示唆された。また、心理的

に安全な職場環境での他者との対話リフレクションは、俯瞰的に自分を見ることで自己理解

を深め、よりよい看護実践にむけた気づきもたらし、その後の実践の質を高めていることが

推察された。学生時代からリフレクションに馴染み、卒後もリフレクションを用いて仕事の

中で経験を積み重ねることは、継続的に自己と向き合い、看護専門職としての自己成長に資

すると考える。 

【結論】新人レベル看護師の臨床現場でのリフレクションを促進するためには、目標とする

看護師像、リフレクションをサポートする他者の存在、安心して話せる職場風土、看護基礎

教育から継続的にリフレクションを重ね、メタ認知を高めていくことの必要性が示唆された。 

本演題に関連して開示すべき利益相反はありません。 
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Ｓ４８   新人看護師のメンタルヘルスの現状とその対策に関する文献レビュー 

 

〇戸田愛理 吉田和美 川野綾    

県立広島大学保健福祉学部看護学科 

 

【目的】新人看護師のメンタルヘルスの現状とその対策を明らかにすることで，新人看護師の早

期離職防止対策について検討する。 

【方法】医中誌 web を用い，「原著論文」「看護文献」「会議録除く」，10 年以内の論文に限定し

「新人看護師」「職場適応」「メンタルヘルス」をキーワードとし検索した結果，75 件の論文が

得られた。そのうち，解説/特集の文献 40 件，特定分野（精神，小児，手術，がん）と月経に

焦点を当てた文献，新人看護師が対象でない文献，重複文献の合計 10 件を除外した。最終的に

病棟に勤務する新人看護師のメンタルヘルスに関する記述がある文献 25 件を対象とした。対

象文献の中から，新人看護師のメンタルヘルスの現状と対策について記述のある部分を抽出し

コード化した。それらを類似性に基づき整理しカテゴリ化した。 

【倫理的配慮】文献の引用は出典を明記し著作権に配慮した。著者の見解について十分に読み

込み，記述内容の意味を変えないように努めた。 

【結果】新人看護師のメンタルヘルスの現状について 62 コード，14 サブカテゴリ，3 カテゴリ

が抽出され，対策について 78 コード，12 サブカテゴリ，4 カテゴリが抽出された。 

表 1．新人看護師のメンタルヘルスの現状          表 2．新人看護師のメンタルヘルスの対策 

カテゴリ サブカテゴリ 

経験とともに変化する 

心理的特徴 

抑うつ状態 

不安感 

入職後数か月で高まる疲労感 

業務に関するストレス 

身体的負担 

離職願望が無いものにみられる疲労感の低さ 

仕事のコントロール度によるストレス 

入職後から徐々に高まるイライラ感 

入職半年後から回復傾向にあるメンタルヘルス 

職場環境と 

サポートの影響 

人間関係のストレス 

職場環境のストレス 

家族など周囲の人からのサポートの受けにくさ 

疲労を軽減する人間関係への満足度 

適性と働きがいとの関連 職業としての適性と働きがい 

【考察】入職直後からの前半期は【抑うつ状態】【不安感】を感じ，また疲労感を感じている

傾向があった。社会人一年目で多くの新しい出来事に直面するこの時期の対策として【不安感

の解消】につながる〈精神的サポート〉，特に【入職後数か月で高まる疲労感】を踏まえて【早

期対応】を心がけた支援が必要である。新人後半期には，業務経験の進行に伴い，知識や技術

の不足を実感するため【業務に関するストレス】を感じやすい。そこで〈教育的サポート〉と

して【研修の内容に応じた開催時期の検討】をしながら，【成長を促進する教育体制】を構築

することが重要である。また，【人間関係のストレス】に対して，専門性を有する臨床心理士

や EAP の導入を含めた〈職場環境の調整と周囲のサポート〉が求められている。新人看護師は，

仕事への自信を失うと適性への疑念となり，離職願望へとつながることが明らかとなった。〈適

性と働きがいを感じる支援〉として，【自己効力感が高まる取り組み】となる集合研修を開催し

【同期と思いを共有する機会】を持たせ，【職業の適性や働きがい】を実感させることが早期離

職防止対策の一助となることが示唆された。開示すべき利益相反状態はない。 

カテゴリ サブカテゴリ 

精神的 
サポート 

不安感の解消 

早期対応 

ストレス緩和 
教育的 

サポート 

研修の内容に応じた開催時期の検討 

成長を促進する教育体制 

職場環境 
の調整と 

周囲のサポート 

働きやすい職場環境 
プリセプターを活用したサポート 

周囲のスタッフのサポート 

適性や働きがい
を感じる支援 

職業の適性と働きがい 

自己効力感が高まる取り組み 

同期と思いを共有する機会 

自分を見つめる機会 
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Ｓ４９   新人看護師が先輩看護師とのコミュニケーションで障壁となるもの 

～教育指導者の立場から～ 

 

〇本田真穂１），佐藤優子２），安原由子３） 

1） 徳島大学医学部保健学科看護学専攻 

2） 徳島大学大学院保健科学教育部博士後期課程 

3） 徳島大学大学院医歯薬学研究部保健科学部門看護学系 

 

【目的】本研究は、新人看護師の教育指導者である看護師を対象に、自らの体験を踏まえ新人

看護師が先輩看護師とのコミュニケーションにおいて障壁となるものは何かを明らかにするこ

とを目的とした。 

【方法】データ収集は、2021 年 9 月に実施した。研究参加者は、A 公立病院に勤務する 3 年以

上の看護師であり、現在新人教育指導者の 24～26 歳（平均年齢 24.5 歳）の 6 名（男性 1 名、

女性 5 名）とした。半構造化面接にて、新人看護師時代に先輩看護師とのコミュニケーション

で困ったことやうまくいったこと、教育指導者として新人看護師とのコミュニケーションで困

ったことやうまくいったこと等について語ってもらった。全ての参加者から同意が得られたた

め、語りを IC レコーダに録音し、逐語録を作成した。新人看護師が先輩看護師とのコミュニケ

ーションにおいて障壁となる語りに注目し、質的記述的研究手法にてカテゴリーを抽出した。 

【倫理的配慮】本研究は、看護研究における倫理指針（日本看護協会，2004）に基づき実施し

た。徳島大学病院医学系臨床研究倫理委員会の承認（番号 3610－1）を得た。 

【結果】面接時間は 1 人 1 回、22～39（Mean±SD28±5.6）分であった。新人看護師が先輩看護

師とのコミュニケーションで障壁となるものとして 22 のコード、10 のサブカテゴリー、【先輩

看護師とのコミュニケーションに対する苦手意識】【先輩看護師に怒られることへの自己防衛】

【多様な先輩看護師の特徴を見極める困難さ】【話しかけづらい先輩の存在】の 4 カテゴリー

が抽出された。カテゴリーは【】、サブカテゴリーは《》で示した。 

【考察】新人看護師は、慣れない職場で先輩看護師に《声をかけることへの躊躇》や《先輩看

護師に合わせる難しさ》といった【多様な先輩看護師の特徴を見極める困難さ】を感じていた。

元々の《コミュニケーションに対する苦手意識》や《話し方や言葉遣いの不適切さ》を自覚す

ることで【先輩看護師とのコミュニケーションに対する苦手意識】を強めていた。さらに、学

生時代や勤務し始めてからの《看護師から怒られた過去の体験》や《先輩との関わりから生じ

る自尊心の低下》が【先輩看護師に怒られることへの自己防衛】となり、【話しかけづらい先輩

の存在】が、コミュニケーションの妨げとなっていた。新人看護師は、コミュニケーション能

力を含めた社会人としてチームで働く力を強化していく必要がある。また、先輩看護師も、自

らが体験したコミュニケーションの障壁を忘れず、新人看護師の意見に耳を傾ける傾聴力や多

様な新人看護師の個性を受け入れる柔軟性が求められる。 

【結論】新人教育指導者を対象にすることで、新人看護師と教育指導者の両者の視点からコミ

ュニケーションの障壁となるものを検討することができた。医療現場において、円滑なコミュ

ニケーションは、新人看護師の離職予防だけでなく、医療事故防止やケアの向上にもつながる

と考えられた。本研究に関連して開示すべき利益相反はない。 
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Ｓ５０    一般病棟看護師の道徳的感性と共感性に影響を与える要因 

 

〇渡部里咲１） 坂根可奈子２） 

１）島根大学医学部看護学科 

２）島根大学医学部基礎看護学講座 

 

【目的】 

看護師は,医療現場において,様々な倫理的課題に遭遇し,その解決策を模索する中でジレン

マを抱えることがある。こうしたジレンマに対応する上で,看護師は道徳的感性が必要であ

る。同様に,看護師には患者の回復を促進する上で必要となる人間関係の構築には,患者の思い

や考えを理解した上でそれを尊重するための共感性が必要である。本研究の目的は, 一般病棟

看護師の道徳的感性と共感性に影響を与える要因を明らかにすることである。 

【方法】 

研究デザインは関連探索研究デザインとした。A急性期病院の一般病棟で勤務する看護師 99

名に無記名自記式質問紙調査を実施した。個人属性（臨床経験年数,これまでの身体拘束経験

等）と先行研究を基に作成した道徳的感性に関する 34項目および,共感性に関する 14項目と

した。分析は，統計解析ソフト SPSSを用いて解析した。 

【倫理的配慮】 

卒業研究倫理審査の承認を得て研究を行った（通知番号：2106）。看護責任者，看護師長の

許可を得た上で，研究の目的，方法，研究の任意性，個人情報の守秘，結果の公表等について

説明し，質問紙の提出をもって本研究への同意とみなした。 

【結果】 

対象者は 99名で,回収部数は 75部,回収率は約 75.8%,そのうち有効回答率は 100%であっ

た。また,看護師経験年数の平均は 9.8年であった。経験年数 2群（1～5年と 6年以降）,身

体拘束の看護経験で, Mann-Whitneyの U検定を行った結果,道徳的感性の合計点と一部の項目

でそれぞれ有意な関連がみられた。共感性と経験年数，身体拘束経験に有意差はなかった。道

徳的感性と共感性の関連を Spearmanの相関で算出した結果，有意差はなかった(p=0.251)。 

【考察】 

経験年数が長ければ,また,身体拘束の看護経験が多ければ,それだけ様々な患者や状況と相

対することになり,その中で倫理的課題に葛藤を抱くことも多くなるため，道徳的感性が高ま

ると考える。また共感性は,経験年数や道徳的感性の程度に関係なく，個別の要因により育ま

れると考えた。 

【結論】 

1. 一般病棟看護師の道徳的感性は，看護師経験年数，身体拘束看護経験で，有意な関連が見

られた。 

2. 共感性と看護経験年数，身体拘束経験に有意な関連はなかった。 

3. 道徳的感性と共感性に有意な関連は見られなかった。 

【利益相反】 

演題発表に関連し，発表者全員について開示すべき COI関係にある企業等はありません。 
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Ｓ５１     COVID-19 による外国人留学生の生活への影響とストレス反応 

〇坂根理恵子１） 松田万波１） 奥田玲子２） 

１）鳥取大学医学部保健学科看護学専攻 

２）鳥取大学医学部保健学科基礎看護学講座 

 

【目的】2019 年 12 月に確認された COVID-19 は世界的に大流行し、現在に至るまで様々な影

響を人々に与えている。本研究は、コロナ禍による外国人留学生（以下、留学生）の生活へ

の影響とストレス反応の実態を明らかにし、必要な支援について検討することを目的とする。 

【方法】令和 3 年度 A 大学に在学する留学生を対象とし、無記名自記式アンケート調査を実

施した。年齢、出身国/地域、日本語能力、コミュニティ、COVID-19 に関する情報入手方法

などの基本属性、COVID-19 による生活への影響、ストレスの程度、身体的および心理的ス

トレス反応について尋ねた。身体的ストレス反応は身体症状 6 項目、心理的ストレス反応は

K6 尺度日本語版を用いた。ストレス反応は、過去 30 日間に感じた症状の頻度を「いつも：

4 点」～「全くない：0 点」で回答を得た。K6 は 6 項目の合計点を算出し、カットオフ値は

5 点以上が心理的ストレス反応相当、9 点以上が気分障害・不安障害相当、13 点以上が重

症精神障害とした。調査内容ごとに要約統計量を算出し、K6 合計点はストレスの程度をあ

り群となし群に分け、Mann–Whitney U 検定を用いて比較した。解析は SPSS statistics 

Ver.24 を用い、有意水準は 5%とした。自由記述回答は内容の類似性に基づいて整理した。 

【倫理的配慮】鳥取大学医学部倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号 21A096）。 

【結果】研究対象 120 人のうち 62 人から回答を得た（回収率 52.6％）。対象者は、平均年齢

29歳（範囲 20～47歳）、15か国・地域の出身者であった。所属課程は大学院生が 54人（87.1％）

で、家族も帯同している人が 4 人（6.5％）いた。日本語能力は、日常生活でも不自由を感じ

る人が 3 割いた。コミュニティとして、困った時に頼れる人は、友達や指導教員、研究室の

仲間など身近な人を頼りにしていた。COVID-19 に関する情報は、ウェブサイトや大学から入

手している人が多かった。生活への影響では、外出自粛に伴い、渡航制限や研究活動への支

障、運動量の減少、対人接触機会の減少についての意見が多く見られた。COVID-19 によりス

トレスを感じている人は約 6 割であった。身体的ストレス反応では約 3～4 割の人が食欲低

下や倦怠感、心理的ストレス反応では、約 3 割の人が神経過敏や落ちつかない感じ、気分の

沈み込みを感じていた。K6 合計点の中央値は 4 点（範囲 0～24 点、最頻値 0 点）、5～8 点が

12 人(19.4％)、9～12 点が 12 人(19.4％）、13 以上が 5 人(8.0％)であった。ストレスあり群

は、なし群に比べ、K6 合計点が有意に高く、メンタルヘルスが不調であった（p=0.013）。 

【考察】コロナ禍による自粛生活は、留学生に活動制限による生活の変化や対人接触機会の

減少、学業に支障をもたらし、ストレスの要因となっていることが推察された。留学生の語

学能力には個人差があり、帯同家族も含め、コミュニケーションの取りづらさがある場合、

不安や孤独を感じやすく、メンタルヘルスに悪い影響を及ぼす可能性がある。ストレスがあ

る人は心理的ストレス反応が強いことから、心身不調のサインやストレス対処方法を学ぶ機

会を提供し、メンタルヘルスのセルフマネージメントができるよう支援していく必要がある。 

【結論】留学生個々のストレス要因を把握し、帯同家族にも目をむけ、こころの健康を維持

するためのメンタルヘルス対策を強化していく必要性が示唆された。 

本演題に関連して開示すべき利益相反はありません。 
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Ｓ５２     在日外国人が直面している困難と看護職・看護学生への期待 

北島エリカ１） 荒川満枝１） 

１） 鳥取看護大学看護学部看護学科 

【目的】 

グローバル化に伴い、多くの外国人が地域で生活するようになり、医療現場では、在日外国人にも

より良い看護を提供したいと考える。そのためには、その生活の実態を把握し、対応できるように能

力を高めることが重要だと考える。そこで今回、在日外国人が直面している困難と看護職員・看護学

生への期待を明らかにすることを目的とした。 

【方法】 

本研究は、質的記述的研究デザインを用いた。X県の国際交流財団各事務所で外国人の相談等に関

わっている方のうち、同意を得た 9名を研究参加者とし、半構造化インタビューを実施した。インタ

ビュー後、逐語録を作成し、その発言をもとに、適切なコードを割り当てた。さらに、コードを比較

検討し、サブカテゴリー化し、抽象度のレベルを上げ、カテゴリーを作成した。 

【倫理的配慮】 

研究参加者には研究の目的や方法、協力への任意性、データの処理法、プライバシーの保護、研究

協力後も同意撤回可能であることについて書面及び口頭にて説明した。また、ICレコーダーの使用に

ついては同意を得た上で録音を行った。 

【結果】 

得られたデータを分析した結果、【最大の壁は言語】、【言葉の壁から生じる心の壁】、【文化の違い

によって生じる行き違い】、【母国の医療体制が自身の医療選択に影響している】、【直面する困難は個

別性がある】、【在日外国人と関係機関の架け橋としての相談窓口の役割】、【財団は在日外国人が困っ

た時に頼れる存在】、【財団と他機関の連携】、【在日外国人に対する相談者としての技術】、【医療従事

者による言葉と心の壁】、【その方の日本語能力に合わせたやさしい日本語の使用】、【在日外国人のケ

アをするにあたって看護師に求められる役割】、【通訳の役割の理解】、【外国人患者受け入れに関する

心構えと環境整備】、【多文化共生社会の実現】、【新型コロナウイルスの影響】、【新型コロナウイルス

による相談内容の変化】の 17 カテゴリーが形成された。また、61 サブカテゴリー、242 コードが抽

出された。 

【考察】 

X県の在日外国人は日常会話ができても、日本語の読み書きや難しい単語や表現に困難性を感じ、

最大の壁は言語だと認識していたことから、難しい単語や曖昧な表現を避け「やさしい日本語」を使

用することで、言語の壁を乗り越えることができるのではないかと考える。また、通訳の役割を最大

限に発揮できていないことが伺えたため、通訳の役割の理解し、有効に活用することで在日外国人と

看護師の相互理解につながると考えられた。国際交流財団の方々が用いている技術や看護師に求めら

れる役割は日々の看護ケアでも日常的に用いている技術や役割であった。外国人だからといって看護

師として必要な技術や役割は日本人のケアをする時と大きく変わることはないと考えられた。 

【結論】 

在日外国人が直面する困難で最大の壁は言語と認識しており、医療現場での言葉の壁を無くすため

には看護師はその方の日本語能力に合わせたやさしい日本語の使用を努めることや通訳の役割を理

解することが重要である。「やさしい日本語」の使用や通訳を利用するなどの配慮が必要だが、看護

師として必要な技術や役割は日本人のケアをするときと同じである。看護職や医療従事者に求められ

ることは、在日外国人患者を受け入れる心構えや文化に配慮した環境整備だと考える。看護職だけで

は困難を解決できないため、他機関との連携や多文化共生社会の実現が重要である。 

開示すべき利益相反状態はない。 
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Ｓ５３ 看護学生の国際交流に関する認識と外国人患者対応への認識 

〇炭本真居子１） 坂根可奈子２） 

１）島根大学医学部看護学科

２）島根大学医学部基礎看護学講座

【目的】 

近年ではグローバル化が進み，訪日外国人や在留外国人数はますます増加していくと考えら

れる。このような背景から，看護系大学では国際看護に関する教育の必要性や充実が指摘さ

れ，看護学生が国際看護に肯定的関心をもつことは重要である。本研究は，看護学生の国際交

流への関心と外国人患者対応場面を想定した認識との関連を明らかにすることを目的とした。 

【方法】 

研究デザインは関連探索研究デザインとした。A看護系大学の 1～4年生 236 名に無記名自

記式 Web調査（Forms）を実施した。調査内容は，①個人属性 5項目，②国際交流もしくは国

際看護に対する認識に関する内容 4項目，③外国人に対するイメージに関する内容 6項目，④

将来看護者として外国人患者に対応するときの困難感に関する内容 6項目，⑤外国人患者対応

時に期待する内容 3項目とした。分析は，統計解析ソフト SPSSを用いて解析した。 

【倫理的配慮】 

卒業研究倫理審査の承認を得て行った(通知番号:2109)。対象者に，研究の目的，方法，研

究の任意性，個人情報の守秘，結果の公表等について説明し，Web調査への回答をもって本研

究への同意とみなした。 

【結果】 

回収部数 96部（回収率 40.7％；有効回答率 100％）であった。内訳は，4年生 35名，3年

生 25名，2年生 19名，1年生 17名であった。1-2年群は 4年群と比べ，将来海外で働きたい

と思う割合が高かった(p=0.002)。また，海外に行ってみたいと思う学生は，外国人患者との

コミュニケーションを諦めてしまいたくなる割合が低かった（p=0.032）。さらに，外国人は自

分と価値観が近いと思う学生は，外国人患者の言葉の聞き取りに不安を感じる割合が低かった

(p<0.001)。外国人に対するイメージと外国人患者対応への困難感は有意差があり，国際交流

に肯定的な関心を持つ看護学生は，外国人患者対応に対する困難感を感じる割合が低かった。 

【考察】 

国際交流に対して肯定的なイメージを持つ看護学生は，宗教・文化的背景の異なる外国人患

者への受け入れや対応にも積極的に関わろうとする意欲があると推察された。学生が国際交流

や外国人患者対応に関心を寄せるためには，国際交流に関する講義や演習に積極的に取り組む

こと，海外研修や外国語に関わる機会などを増やすことが重要であると考える。 

【結論】 

1. 4年生群の方が，将来海外で働きたいと思う割合が他の学年に比べて低かった。

2. 国際交流に肯定的な関心を持つ学生は，外国人患者対困難感が低い傾向があった。

【利益相反】 

演題発表に関連し，発表者全員について開示すべき COI関係にある企業等はありません。 
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Ｓ５４      LED キャンドルがもたらす睡眠への効果 その１ 

～脳波などの生理的指標を用いた検証～ 

○小山泰輔 1）好川千尋 1）市川美里 1）藤澤柚 1）堀美紀子 1） 

大栗聖由 2）小河佳織 2）多田達史 2）樋本尚志 2） 

香川県立保健医療大学保健医療学部 1）看護学科，2）臨床検査学科 

 

【目的】LEDキャンドル(以下，キャンドル)の明かりがもたらす睡眠への効果を脳波などの生

理的指標を用いて明らかにすることを目的とする. 

【方法】睡眠障害のない健康な女子学生 9名を対象に，A大学生理学実習室内の実験室にて準実

験研究を行った．炎の揺らぎを感じられる充電式 LEDキャンドル(直径 7.5cm×高さ 15cm)を枕

元から 1ｍの場所に設置し，被験者はベッドに仰臥位になり，実験前の各指標を測定した後に室

内灯を消しキャンドルを点灯．揺らぐ明かりを 5分間眺めた後に閉眼してもらい脳波を 30分間

継続測定した．脳波終了後，実験後の各指標を測定した．対照実験としてキャンドルを使わない

同様の実験を別日の同時刻に実施した．キャンドル以外の睡眠への影響を排除するために実験の

条件をできる限り整えた．生理的指標は血圧，脈拍，呼吸，唾液アミラーゼ活性値・蛋白補正活

性値，安静覚醒閉眼時の脳波を用いた．脳波は記録し，基礎波の変化の目視とコンピューター解

析によりデータを収集した．分析方法は，各指標についてキャンドル使用群と対照群の 2群の実

験前後の群間比較と，2群の各々において実験前後の群内比較をWilcoxonの符号付順位検定に

て行った．統計解析ソフト SPSS Ver24.0 for Windows を使用し，有意水準は 5％未満とした． 

【倫理的配慮】香川県立保健医療大学倫理審査委員会の承認を得て実施した(No.330)．COVID-

19対策として，被験者・研究者の健康状態の確認，室内換気，手指消毒，マスクの着用等を徹

底し，実験物品は被験者ごとに消毒と交換を行った． 

【結果】キャンドル使用群と対照群の 2群の群内比較では，両群とも実験前後で蛋白補正活性値

が有意に低下し，さらにキャンドル使用群では呼吸数が有意に低下した．2群の群間比較では，

実験前後ともに有意差はみられなかった．脳波測定では，キャンドル使用群は被験者全員が測定

中に睡眠に至ったが，対照群は 9名中 6名が睡眠に至り，3名は至らなかった．また，周波数

(㎐)に有意差があり，キャンドル使用群

の方が基礎波の周波数が遅くなり波形が

穏やかになった(図 1)． 

【考察】脳波以外の指標では，キャンド

ルの効果を明らかに示すことはできなか

った．群内比較にて蛋白補正活性値が両群とも有意に減少したのは，キャンドルの効果ではなく

30分間の仰臥位安静をとること自体にリラックス効果があったと言える．継続的な脳波測定に

より，キャンドル使用群は有意に基礎波の周波数が遅く波形が緩やかになったことや，被検者 9

名全員が脳波上睡眠に至っていることから，普段とは違う慣れない実験室の状況においてもキャ

ンドルを使用することで入眠期の段階に入りやすかったことが分かる．病院などの環境下でもリ

ラックスや入眠を促す看護ケアの一つとしてキャンドルの使用は有効なのではないかと考える． 

【結論】継続的な脳波測定により， 炎の揺らぎを感じられる LEDキャンドルの使用は入眠期の

段階に入りやすくする効果，すなわち入眠を促す可能性があることが示唆された。 

本研究に開示すべき利益相反状態はない． 

 
図 1. 実際の脳波の一例（被験者 No.5） 
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Ｓ５５       LEDキャンドルがもたらす睡眠への効果 その 2 

～OSA睡眠調査票を用いた生活の場での適応性の検討～ 

○市川美里 1）藤澤柚 1）小山泰輔 1）好川千尋 1）堀美紀子 1） 

大栗聖由 2）小河佳織 2）多田達史 2）樋本尚志 2） 

香川県立保健医療大学保健医療学部 1）看護学科，2）臨床検査学科 

 

【目的】LEDキャンドル(以下，キャンドル)の明かりがもたらす睡眠への効果を主観的・客観的

指標を用いて明らかにし，キャンドルを自宅や療養などの生活の場に適応できないか検討する． 

【方法】睡眠障害のない健康な女子学生 22名を対象に，主観的指標(OSA睡眠調査票MA版，

感想)と客観的指標(スマートフォンアプリ Sleep Cycle無料版，Total睡眠時間)を用いて，各被

験者の自宅において就寝時にキャンドル(その 1と同様)を使用する実験を 3日間，対照実験とし

てキャンドルを使用しない同様の実験を 3日間行った．キャンドル以外の睡眠への影響を排除す

るために実験の条件をできる限り整えて実施した．分析方法は，各被験者の OSA得点，睡眠の

質(%)，睡眠時間(分)についてキャンドル使用連続 3日間の平均値と対照実験連続 3日間の平均

値を算出し，キャンドル使用群と対照群の 2群をWilcoxonの符号付順位検定にて比較した．統

計解析ソフト SPSS Ver24.0 for Windows を用い，有意水準は 5%未満とした． 

【倫理的配慮】香川県立保健医療大学倫理審査委員会の承認を得て実施した (No.330) ． 

【結果】主観的指標：OSA 得点を算出した結果，5つの因子のうち【起床時の眠気】，【疲労回

復】，【睡眠時間】の 3つの因子においてキャンドル使用群の方が有意に高得点であった．ま

た，感想では，「気が散って寝つきが悪かった」とキャンドルに否定的な印象を持ち続けた人は

2名で，20名は「寝る前に心が落ち着くのが感じられた」，「ゆらゆらした光で頭がボーっとし

て眠くなる」，「すっきりした朝を比較的多く感じた」，「明かりをつけて寝ることに対し抵抗

があったが，使用するにつれて寝つきが良くなった気がする」等とキャンドルのリラックス効果

や睡眠への効果を実感している内容であった．客観的指標：Sleep Cycleの睡眠の質(%)は，キャ

ンドル使用群の方が有意に高く，就寝時刻から起床時刻までの Total睡眠時間は，キャンドル使

用群と対照群の間に有意差はみられなかった． 

【考察】多くの被験者がキャンドルの効果を実感し，また OSAではキャンドル使用群の方が起

床時の活力(【起床時の眠気】の逆転を示す)や，疲労回復，主観的睡眠時間の延長がみられ，主

観的に良質な睡眠を得られたことが示唆された．客観的指標では，Total睡眠時間は両群ともほ

ぼ等しいが，キャンドル使用群の方が睡眠の質(%)が高まっていることから，キャンドルは深い

眠りへと導く効果があるのではないかと推察した．本研究その 1の脳波測定により明らかになっ

たキャンドルの入眠を促進させる効果に加え，その 2では疲労回復や深い眠りへと導く効果，起

床時の活力を促す効果が明らかになった．つまり，良質な睡眠の 3要素（すぐに眠る，ぐっすり

眠る，スッキリ目覚める）を満たす結果が得られ，キャンドルの使用は良質な睡眠をもたらす効

果が大いに期待できる． 火を使わず安全で，比較的安価な LEDキャンドルは，自宅だけでなく

病院などの療養生活の場でも活用でき，睡眠障害を抱える人に就寝前の新たなリラクゼーション

方法として容易に取り入れられるのではないかと考える． 

【結論】就寝時の LEDキャンドルの使用は，深い眠りへと導く効果があり，疲労の回復や起床

時の活力を促し，良質な睡眠をもたらす可能性があることが示唆された．  

本研究において開示すべき利益相反状態はない． 
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本学術集会には、次の企業・団体様より多大なるご支援を賜りました。 

深く感謝申し上げます。 

 

 

 

【巻末 広告】 ビーワイ ヨシダ（株式会社ヨシダ） 

        鳥取科学器械株式会社 

小西医療器株式会社 

        株式会社京都科学 

学校法人藤田学院 鳥取看護大学・鳥取短期大学 

 

【協力】ｍ３．ｃｏｍ学会研究会 
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